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序章 
本報告書では、学習院大学（以下「本学」という。）の教育研究・社会貢献等の諸活動につ

いて、2024（令和６）年度に自己点検・評価をした結果を報告する。なお、本学では、大学基

準協会が定める 10の基準に則った第１章～第 10章の自己点検・評価に加えて、第 11章及び

12章を立てている。第 11章には、2023（令和５）年度に認定を受けた数理・データサイエン

ス・AI 教育プログラムについて、第 12 章には、教職課程について記載している。いずれも、

毎年自己点検・評価を行うことが義務付けられているため、本報告書内で報告する。 
 本報告書各章で報告するとおり、本学は、2022（令和４）年度に公益財団法人大学基準協会

（以下「大学基準協会」という。）による機関別認証評価を受審し、大学基準協会の大学基準

に適合しているとの認定を受けた。この評価結果では、学際領域として「生命社会学」の創成

や豊島区との連携による日本語教育が長所として特記されたものの、「内部質保証」「教育課

程・学習成果」「学生の受け入れ」「教員・教員組織」「大学運営」の項目において７件の改善

課題が付された。このため、2023（令和５）年度以降、全学の内部質保証推進組織である「内

部質保証委員会」のもと、大学全体の内部質保証のプロセスのなかで、長所の更なる伸長及び

改善課題の改善に取り組んでいる。 

他方、大学として掲げる理念・目的を達成し、更なる発展を目指すため、積極的な大学改革

を推進している。例えば、2039（令和 21）年度に本学があるべき姿（ビジョン）を実現するた

め、大学独自の中長期計画「学習院大学グランドデザイン 2039（Gakushuin U.Grand Design 

2039）」（以下、「グランドデザイン」という。）を策定し、2027（令和９）年度までの第１期

に実現を目指す重点施策 64項目を掲げ、2022（令和４）年度から取り組んでいる。このため、

2022（令和４）年度以降は、同中長期計画の点検・評価も組み込んだ新たな内部質保証システ

ムを構築することで、教育研究活動の更なる質の向上を図っている。更に、2026（令和８）年

には、学習院女子大学国際文化交流学部及び同大学大学院国際文化交流研究科を、2026（令和

８）年４月に本学へ統合する。この統合で、既存の５学部との分野横断型の学際的な教育活動

において相乗効果を上げることを目指している。 
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第１章 理念・目的 

【１】現状説明 

① 大学の理念・目的を適切に設定していること。また、それを踏まえ、学部及び研究

科の目的を適切に設定し、公表していること。 

評価の視点１ 大学が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学

の目的及び学部・研究科における教育研究上の目的を明らかにしている

か。 

評価の視点２ 理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、社会に公表している

か。 

 

１ 大学が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学の目的及び学

部・研究科における教育研究上の目的を明らかにしているか。 

 本学は、学校法人学習院（以下「法人」という。）の設置する８つの学校のうちの１つとし

て、旧学制下の学習院の文理両分野にわたる教養と基礎教育の伝統を継承し、1949（昭和 24）

年に文政学部及び理学部を有する新制大学として開設された。法人全体の目的は「高潔な人格、

確乎とした識見並びに近代人にふさわしい健全で豊かな思想感情を培い、これによって人類と

祖国に奉仕する人材を育成すること」と定められており、教育目標として「ひろい視野 たく

ましい創造力 ゆたかな感受性」を掲げている。 

 これらの法人の理念と教育目標に基づき、本学は「精深な学術の理論と応用とを研究教授し、

有用な人材を育成し、もって文化の創造発展と人類の福祉に貢献すること」を目的としており、

大学院及び専門職大学院もそれぞれ高度かつ専門的な学術研究・教育を通じて文化と人類の福

祉に寄与することを目的としている。これらはそれぞれ「学習院大学学則」「学習院大学大学

院学則」「学習院大学専門職大学院学則」の第１条に明記され、大学全体としての教育研究活

動の方向性を示している。 

 さらに、本学は 2015（平成 27）年度に、これらの理念と伝統を踏まえ、「精深な学術の理論

と応用とを研究教授し、高潔な人格及び確乎とした識見並びに健全で豊かな思想感情を有す

る、文化の創造発展と人類の福祉に貢献する人材を育成すること」を大学の理念・目的として

明文化した。 

 各学部・研究科においても、これらの理念及び学則に基づき、教育研究上の目的を学部・学

科又は研究科・専攻・課程ごとに明確に規定している。例えば、法学部では「法と政治を中心

とする専門分野を深く掘り下げながら、広い視野で現代社会の諸現象・諸問題を把握・分析す

る高度な能力を養うこと」を目的として掲げており、大学の理念・目的と有機的に連関してい

る。 

 このように、本学は法人の理念を基盤として大学の理念・目的を体系的に位置づけ、さらに

各学部・研究科において具体的な教育研究上の目的を定めることで、教育研究活動その他の大

学運営全般に明確な方向性を与えている。その目的内容は学校教育法に定める大学の目的に即

しており、高等教育機関としての社会的使命を果たすとともに、「学術の探究と人格の陶冶を

通じて文化と人類に貢献する」という本学固有の特色を的確に表している。 



第１章 理念・目的 

3 
 

 

２ 理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、社会に公表しているか。 

 本学では、理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、広く社会に公表している。 

大学の目的は学則に明記されており、さらに 2015（平成 27）年度に新たに策定した理念・

目的を大学ホームページ上で公開している。また、各学部の教育研究上の目的については学

部・学科単位で学則に、各研究科の教育研究上の目的については研究科・専攻・課程単位で大

学院学則又は専門職大学院学則に定め、適切に明示している。 

教職員に対しては、法人総務部が発行する『学習院報』への掲載等により周知を図り、学生

に対しては大学及び学部・研究科のホームページ、『履修要覧』『大学院履修要覧』『法科大学

院履修要覧』などの刊行物を通じて周知している。 

さらに、社会に対しては、大学及び学部・研究科のホームページでの公開や『大学案内』等

への掲載を通じて、理念・目的を広く公表している。 

 

② 大学として中・長期の計画その他の諸施策を策定していること。 

評価の視点１ 中・長期の計画その他の諸施策は、大学内外の状況を分析するとともに、

組織、財政等の資源の裏付けを伴うなど、理念・目的の達成に向けて、具

体的かつ実現可能な内容であるか。 

評価の視点２ 中・長期の計画その他の諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証して

いるか。 

 

１ 中・長期の計画その他の諸施策は、大学内外の状況を分析するとともに、組織、財政等

の資源の裏付けを伴うなど、理念・目的の達成に向けて、具体的かつ実現可能な内容である

か。 

 大学として掲げる理念・目的を達成し、更なる発展を目指すため、本学は積極的な大学改革

を推進している。その実現に向け、2039（令和 21）年度に本学があるべき姿（ビジョン）を実

現するための独自の中長期計画であるグランドデザインを策定し、2022（令和４）年度から取

り組みを開始した。 

このグランドデザインは、本学が掲げるビジョンを 2039（令和 21）年度末に実現するため

に必要となる方針として、「A.教育」「B.研究」「C.社会連携・社会貢献」「D.大学運営」の４つ

の項目に区分し、具体的に定めている。同方針に基づき、2027（令和９）年度までの第１期に

実現を目指す重点施策を 64 項目設定しており、理念・目的の実現に向けた具体的かつ実現可

能な内容となっている。 

中長期計画の策定過程では、若手教職員で構成される「中長期計画策定作業部会」が 2019

（令和元）年度に設置され、２年もの歳月をかけて慎重な議論が重ねられた。その結果、大学

の設立を主導した初代学長である安倍能成院長の考えを理解し、かつ全教職員の意見が反映さ

れたミッションが作成されており、これは大学としての永続的な方向性を示すものとしてふさ

わしい。 

計画の実現可能性を支える資源の裏付けとして、組織、財政の両面での支援体制が整備され
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ている。組織面においては、各重点施策の中心を担う策定主体と、施策に取り組む協力部門と

が連携する体制が構築されている。財政面では、法人の次期中期計画において「中期計画推進

予算」が整備されており、本学のグランドデザインには毎年１億 9,500万円が配付され、学長

の裁量によって各事業への予算配分が行われている。 

 

２ 中・長期の計画その他の諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証しているか。 

 グランドデザインに掲げられた諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証するため、本学は

2022（令和４）年度以降、中長期計画の点検・評価を組み込んだ新たな内部質保証システムを

構築している。これにより、教育研究活動の更なる質の向上を図ることを目指している。 

中長期計画の進捗管理と検証は、以下の体制とプロセスによって毎年度実施されている。 

 

 策定主体による自己点検・評価 

グランドデザインの重点施策（第１期では 64 項目が設定されている）の中心を担う策

定主体となった部門が、毎年度、『実施計画書 兼 実施報告書』によって各計画の取組み

状況について点検・評価を行う。 

 内部質保証委員会による検証 

全学的な内部質保証推進組織である「内部質保証委員会」が、各部門の実績報告を基に、

グランドデザイン全体について点検・評価を実施する。このプロセスは、全学の PDCA

（Plan-Do-Check-Act）サイクルを機能させる中核として位置づけられている。 

 外部評価委員会による検証 

点検・評価の客観性、妥当性を確保するため、高等教育に関する専門的知見を備えた学

外の有識者で構成される「外部評価委員会」による検証が導入されている。同委員会は、

各部局の報告や「内部質保証委員会」で審議・承認された『単年度事業報告』『単年度事

業総括』を基に、グランドデザイン全体と各項目（教育、研究、社会連携・社会貢献、大

学運営）を評価対象として検証し、その結果を『評価結果報告書』としてまとめる。 

 

このように、本学は、中長期計画の達成に向けて、策定主体、内部質保証委員会、及び外部

評価委員会が連携する重層的な検証体制を整備し、施策の進捗状況を定期的に点検・評価する

ことで、計画の実効性の担保と、継続的な教育研究活動の改善・向上に取り組んでいる。 

 

【２】長所・特色 

 特になし。 

 

【３】問題点 

 特になし。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、法人の掲げる「高潔な人格と確乎とした識見を有する人材育成」という理念に基づ

き、「精深な学術の理論と応用とを研究教授し、文化の創造発展と人類の福祉に貢献する人材
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を育成すること」を大学の理念・目的として明文化している。各学部・研究科においても同理

念と整合する教育研究上の目的を学則に明記し、ホームページや履修要覧等を通じて教職員・

学生・社会への周知・公表を図っている。また、2039（令和 21）年度のあるべき姿の実現に向

けたグランドデザインを策定し、64 項目の重点施策について策定主体・内部質保証委員会・

外部評価委員会が連携する重層的な検証体制のもと、毎年度 PDCA サイクルによる進捗管理を

実施している。 
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第２章 内部質保証 

【１】現状説明 

① 内部質保証のための方針を適切に設定していること。また、教育の充実と学習成果

の向上を図るために、内部質保証システムを整備し、適切に機能させていること。 

評価の視点１ 内部質保証のための全学的な方針において、基本的な考え方、体制（全学

内部質保証推進組織をはじめとした諸組織の位置づけ、役割や責任）や手

続を明らかにしているか。 

評価の視点２ 教育の企画・設計とその実施、自己点検・評価及び改善活動に関して、全

学的な調整や支援を行っているか。 

※ 具体的な例 

 ‧ ３つの方針の策定の調整・支援。 

 ‧ 体系的・組織的な教育課程の編成に向けた調整・支援。 

 ‧ 効果的な教育方法の開発とその運用のための調整・支援。 

 ‧ 学習成果の可視化に向けた調整・支援。 

 ‧ 自己点検・評価の実施やその結果の活用に向けた調整・支援。 

評価の視点３ 大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組

織を含む）における自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果

を活用して改善・向上に取り組んでいるか。 

評価の視点４ 学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高

めるために、学生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしてい

るか。 

評価の視点５ 行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応

しているか。 

 

１ 内部質保証のための全学的な方針において、基本的な考え方、体制（全学内部質保証推

進組織をはじめとした諸組織の位置づけ、役割や責任）や手続を明らかにしているか。 

 本学は、内部質保証を推進するため、2019（令和元）年度に「内部質保証の方針」を策定し、

2021（令和３）年度にこれを改正することで、その基本的な考え方、組織体制、及び手続の明

確化を図っている。この方針は、「専門職大学院研究科長会議」及び「学部長会議」（以下、「合

同会議」）での報告や大学ホームページでの公表に加え、研修を通じて学内共有に努められて

いる。 

内部質保証を推進する全学的な組織として、2017（平成 29）年度に「内部質保証委員会」が

発足した。この委員会は、学長が委員長を担い、副学長、各研究科委員長、各学部長、及び主

要な各部門の長である教職員を委員として構成されており、全学の内部質保証を推進する組織

としての適切性を確保している。同委員会の役割は、「内部質保証の方針」の「組織体制」に

明記されており、内部質保証に関する方針・計画の策定、学位プログラムレベルの自己点検・

評価結果の検証、大学レベルの自己点検・評価の実施、検証結果を踏まえた改善の支援、及び

内部質保証システムの点検・評価に取り組むこととされている。 
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また、内部質保証の推進プロセスを学内に分かりやすく示すため、「内部質保証に関わる組

織と役割」と「教育研究に関する内部質保証プロセス」の概念図が新しく作成され、明示され

ている。手続の面では、委員会の役割等をより明確化した「学習院大学における内部質保証の

推進に関する規程」が新たに制定され、2022（令和４）年４月１日より施行されている。 
 

２ 教育の企画・設計とその実施、自己点検・評価及び改善活動に関して、全学的な調整や

支援を行っているか。 

 教育の企画・設計から改善活動に至るまで、全学的な調整と支援体制が確立されている。 
 
 ３つの方針の策定の調整・支援 

大学全体の理念・目的を具現化するため、全学の卒業認定・学位授与の方針（DP）、教

育課程編成・実施の方針（CP）、入学者受入れの方針（AP）等の全学的な基本的な考え方

の設定を「内部質保証委員会」が担っている。全ての学部・学科、研究科・専攻は、この

全学的な基本方針に基づき、教学に関わる３つの方針を定めている。 

 体系的・組織的な教育課程の編成に向けた調整・支援 

教育課程の編成にあたっては、順次性及び体系性への配慮が全学的に行われている。

2016（平成 28）年度以降、学部・研究科で開設する全ての科目に科目ナンバリングコード

を付番し、カリキュラムの順次性及び体系性の確保に努めている。また、教養教育の運営

体制は、2017（平成 29）年度の検討を経て、全学共通科目の管理運営をする組織として

「全学共通教育運営委員会」が設置され、全学的な調整を担っている。 

 効果的な教育方法の開発とその運用のための調整・支援 

教員の資質向上を図るため、2023（令和５）年度に改組された「FD・SD推進委員会」を

中心として、全学的な FD 研究会等が毎年実施されている。研修内容は、ルーブリックの

作成方法や生成系 AIの大学教育への影響など、多岐にわたる。また、シラバスは全学統

一フォーマットで作成され、授業時間外に必要な「準備学習（予習・復習）」の内容と時

間の目安を記載することで、単位の実質化を促している。全学的に開講科目のうち 72.4％

でアクティブ・ラーニングの要素を含む授業が行われている（2022（令和４）年度実績）。 

 学習成果の可視化に向けた調整・支援 

卒業認定・学位授与の方針に示す学習成果と教育課程で開講する科目の連関性を明確に

するため、学部・研究科ごとにカリキュラム・マップを作成し、公表している。また、IR

オフィスが、入学者選抜形態と入学後の GPA や修得単位数との関連性などの追跡調査分

析を行い、その結果を学内共有することで、各部門の教育改革推進に資している。学習成

果の把握及び評価を強化するため、2024（令和６）年度からは在学生調査に「卒業認定・

学位授与の方針に定める能力を身につけたかどうかを確認する質問」を追加し、学習成果

獲得実感を調査することを決定している。さらに、博士課程では、2026（令和８）年３月

までに対応マップの作成とルーブリック評価の導入を進めた。 

 自己点検・評価の実施やその結果の活用に向けた調整・支援 

「内部質保証委員会」は、全学の PDCAサイクルを機能させる中核として位置づけられ

ており、各学部・研究科が使用する『大学基準確認シート』の点検を実施し、その報告を
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基に全学レベルの自己点検・評価に取り組んでいる。認証評価機関からの指摘事項（改善

課題）についても、同委員会が中心となり、関係部門を特定し、改善期間を設定して対応

策の検証・評価を行うなど、全学的なマネジメントを担っている。 

 
３ 大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組織を含む）に

おける自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果を活用して改善・向上に取り組

んでいるか 

 大学全体規模及び学部・研究科その他の組織において、毎年度、自己点検・評価が実施され、

その結果が改善・向上に活用されている。 

 

 学部・研究科レベルでの定期的な実施 

学部・研究科レベルでは、2022（令和４）年度より『大学基準確認シート』を用いた自

己点検・評価を中心として PDCA に取り組んでいる。学部・研究科は、このシートに基づ

き毎年５月～６月に点検・評価を実施し、その結果を「内部質保証委員会」に報告してい

る。 

 大学全体規模での定期的な実施 

「内部質保証委員会」は、各学部・研究科の報告を基に、全学レベルの自己点検・評価

を実施し、『自己点検・評価報告書』としてまとめている。この報告書には、毎年自己点

検・評価が義務付けられている数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（第 11 章）

と教職課程（第 12章）についても報告されている。 

 特定組織（教職課程）での実施 

教職課程では、「教職課程運営委員会」の討議と意思統一を経て、「自己点検・評価小委

員会」を組織し、教職課程の在り方を見直すための自己点検・評価活動（2025（令和７）

年度は４年目）を組織的に実施している。 

 点検・評価結果の改善・活用事例 

     教員組織の改善：情報教育・研究組織である計算機センターについて、情報教育の在り

方の変化に伴い、役割を見直し、情報システム業務を法人事務部門に移管し、専任教員を

１名増員するなど、教育・研究組織の改善に取り組んでいる。 

 

４ 学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるために、

学生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしているか。 

 学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性及び妥当性を高めるため、外部

の視点と学生の意見が取り入れられている。 
 
 外部の視点の導入 

高等教育に関する専門的知見を備えた学外の有識者（高等学校教職員、他大学教職員、

企業・団体・自治体等に所属する者）で構成される「外部評価委員会」による外部評価を

導入している。同委員会は、内部質保証委員会で審議・承認された報告書等を基に、グラ

ンドデザイン全体と各項目を評価対象として検証し、内部質保証システム自体の客観性、
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妥当性を確保している。特に 2024（令和６）年度からは、認証評価で指摘された内部質保

証に関する指摘への対応状況についても検証に付すことで、客観性・妥当性を確保してい

る。 
 学生の意見の活用 
     全学的に実施している授業評価アンケートを通じて、学生の授業内容に対する理解度や

満足度を把握している。この結果は、IR オフィスによって部門別・形態別に統計的に分

析され、報告書としてまとめられ、教育改善のための点検・評価の取組みに活用されてい

る。 
     また、理学部では、新入学生が大学生活についての意見や要望を伝える「新入生との懇

談会」を学科ごとに実施しており、新入学生の提案からピロティでの弁当販売が実現した

例があるなど、貴重な意見交換の場となっている。 
     さらに学生課は、各学生団体にアンケートを実施し、その回答に基づいて施設営繕関係

予算を検討するなど、学生の課外活動環境の改善につなげている。 
 
５ 行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応しているか。 

 本学は、2022（令和４）年度に大学基準協会による第３期認証評価を受審し、その結果、７

件の改善課題が付された。これに対し、全学的な内部質保証システムの中で適切に対応してい

る。 

 

 対応体制と計画 

「内部質保証委員会」を中心とした内部質保証システムのなかで改善に取り組んでい

る。2023（令和５）年５月に、2026（令和８）年３月 31 日までを目途に全ての提言への

対応を完了すること、2023（令和５）年度を「検討期間」、2024（令和６）年度以降を「改

善期間」と位置づけることを決定した。 

 PDCA サイクルによる検証 

「内部質保証委員会」は、「検討期間」「改善期間」を通じて、各関係部門の対応策及び改

善状況を検証・評価し、必要に応じて対応策の見直しや更なる改善を指示する全学的なマ

ネジメントに取り組んでいる。 

 具体的な改善の進捗 

現時点で、７件の改善課題の内、２件が改善完了となっている。残りの改善課題について

も引き続き改善に努めている。例えば、「学部・研究科では、測定方法と学位授与方針に

示した学習成果との関係が不明瞭である」との指摘（提言）に対し、学士課程では在学生

調査に学習成果獲得実感を問う質問を追加し、博士課程では対応マップとルーブリック評

価の導入を進めるなど、評価方法を決定・導入している。また、「一部の学部では昇格基

準として大学卒業後の年数が記されているのみである」との指摘に対し、「教員の昇格審

査の基準に関する運用細則」及び「教員の採用審査の基準に関する運用細則」を定めたこ

とで改善が完了している。 

 

これらの対応状況についても、2024（令和６）年度より「外部評価委員会」の検証に付すこ
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とで、改善の客観性及び妥当性を確保する措置を講じている。  

 

② 大学の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしていること。 

評価の視点１ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適

切に公表し、社会に対する説明責任を果たしているか。 

評価の視点２ 教育研究活動の情報として、学生の学習実態、学習上の成果に関わる情報

を社会に分かりやすく公表しているか。 

 

１ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、

社会に対する説明責任を果たしているか。 

 本学は、社会に対する説明責任を十全に果たすため、教育研究活動、自己点検・評価結果、

財務情報、その他の諸活動の状況等、大学の運営に関わる重要な情報を、大学ホームページを

中心として適切に公表している。公表にあたっては、学生、保証人、その他のステークホルダ

ーが必要に応じて参照できるよう、利用しやすさや分かりやすさに配慮している。 

 

 教育研究活動及び自己点検・評価結果の公表 

教育研究活動の透明性確保のため、大学の理念・目的、学部・研究科の目的は学則に規

定するとともに、大学ホームページや『大学案内』等を通じて広く公表されている。また、

学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入れの方針といった教学の３つの

方針は、大学ホームページ等を通じて学内外に広く公表されている。更に、卒業認定・学

位授与の方針に示す学習成果と教育課程の連関性を明確にするためのカリキュラム・マッ

プも、大学ホームページを通じて公開されている。 

教員の活動に関する情報公開も推進されており、専任教員の研究活動や社会活動の成果

は研究者情報データベースに入力され、学内外に発信されている。また、過去数年分の FD・

SD講演会・研修会の実施状況やその他の FD・SD活動の内容が、ホームページの「FD・SD

推進」ページに掲載されている。 

自己点検・評価の結果についても、『自己点検・評価報告書』として、毎年度大学ホー

ムページを通じて公表している。この『自己点検・評価報告書』には、数理・データサイ

エンス・AI教育プログラムや教職課程に関する情報も記載されている。また、2022（令和

４）年度に受審した機関別認証評価の結果（大学基準に適合）や、指摘された７件の改善

課題に関する情報も適切に公表されている。 

 財務及びその他の諸活動の公表 

大学運営・経営に関わる重要な情報の１つである財務情報は、大学ホームページで適切

に公表されており、毎年決算時に主要な財務指標が算出され、大学ホームページや事業報

告書に掲載される。中期財政計画においては、積立率 80％や事業活動収支差額比率５％

といった財務関係比率に関する目標を明示している。 

 

その他の諸活動の状況についても、学生生活や大学の状況に関する多様な情報を公表してい
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る。 

 IR データの活用 

在学生調査をはじめとした学内調査の結果は、集計完了後、BI（Business Intelligence）

ツールである「Tableau」を用いてグラフ化され、ホームページ「IR 推進」にまとめて掲

載されている。 

「Tableau」の画面上では、出身高校の都道府県別入学者数や就職者の業種別・産業別

人数等の情報を、閲覧者が興味関心に応じて学部・学科等で絞り込みを行うことが可能と

なっており、経年での変化が伝わりやすくなるよう工夫している。また、グラフと共に、

各質問項目の回答から浮かび上がったポイントを文章で併記するなど、分かりやすい情報

公開を心掛けている。 

各種情報は、IR オフィスに集約され、「教育研究上の基礎的な情報」「修学上の情報」

「財務情報」等の分類別に分けられ、可能な限り１つのページにまとめて公開するなど、

情報アクセシビリティに配慮している。 

 将来に向けた情報公開の強化 

大学ポートレートについては、年に一度、掲載情報の見直しを行い、最新の情報を公表

している。更に、2025（令和７）年度から、「外国人留学生数」、「標準修業年限以内で修

了した者及び修了せずに退学した者及びその他の修了していない者の人数・割合」、「学位

を修得するまでに要した年数ごとの修了者の割合」を新たに公表した。 

 公表する情報の信頼性と更新 

公表するデータは、IR オフィスが収集した学校基本調査等のデータを基にして、正確

性、信頼性を考慮して作成している。データは５月１日時点を基準日として、年に１度更

新しており、常に情報の追加を行い、各種ステークホルダーに対して適切な情報公開を行

うことを心掛けている。 

 

このように、本学は教育研究活動の成果、自己点検・評価の結果、財務状況、及び大学運営

に関する広範な情報を、正確性、信頼性、分かりやすさ、そして適切な更新頻度に配慮して公

表しており、社会に対する説明責任を適切に果たしていると判断できる。 

 

２ 教育研究活動の情報として、学生の学習実態、学習上の成果に関わる情報を社会に分か

りやすく公表しているか。 

 本学は、学生の学習実態や学習成果に関わる情報を、社会に対し分かりやすい形で積極的に

公表している。 

 

 学習成果獲得実態の公表 

学士課程では、2024（令和６）年度の在学生調査より、卒業認定・学位授与の方針に定

める能力をどの程度身に付けたと学生が認識しているかを確認する質問を導入しており、

この結果を公表することで、学生の学習成果獲得実感を測定し、各部門の教育改革推進に

資することを目指している。 

 オープンバッジによる学習成果の証明 
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「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」においては、修了条件を満たした学生

に対しオープンバッジを自動的に発行する方式に変更しており（2024（令和６）年度より）、

学生が自らの学習成果を対外的に証明する機会を提供し、企業側にとっても学生の能力を

客観的に評価できる信頼性の高いツールとして活用されている。本プログラムは基礎的な

データ活用能力を証明するリテラシーレベルと、より高度な応用・実践能力を証明する応

用基礎レベルの２段階で構成されており、2025（令和７）年度末時点での累積取得者はリ

テラシーレベル 261名・応用基礎レベル 91名に達し、全学部の学生にバッジ取得が広が

っている。 

 

このように、本学は、学生の学習実態に関わるデータを、適切なタイミングで更新・公表す

ることで、社会に対する説明責任と学習成果に関する情報提供の両方を高い水準で果たしてい

る。 

 

③ 内部質保証システムの有効性及び適切性について定期的に点検・評価を行い、改善・

向上に向けた取り組みを行っていること。 

評価の視点１ 内部質保証システムの整備や機能の状況を定期的に点検・評価し、その結

果に基づき、教育の質を保証する仕組みとしてより有効に機能できるよ

う改善・向上に取り組んでいるか。 

 

１ 内部質保証システムの整備や機能の状況を定期的に点検・評価し、その結果に基づき、

教育の質を保証する仕組みとしてより有効に機能できるよう改善・向上に取り組んでいる

か。 

 内部質保証システムの整備や機能の状況について、本学は定期的な点検・評価を実施し、そ

の結果に基づき、教育の質を保証する仕組みがより有効に機能するよう継続的な改善・向上に

取り組んでいる。 

 

 内部質保証システムの定期的な点検・評価 

内部質保証システムは、それ自体が点検・評価の対象となっており、その適切性が定期

的に検証されている。 

「内部質保証委員会」は、各学部・研究科が作成した『大学基準確認シート』を根拠資

料として毎年度全学の点検・評価を実施し、その報告書の中で内部質保証システム自体に

対しても５つの評価項目により点検・評価に取り組んでいる。 

学部・研究科レベルで使用される『大学基準確認シート』自体も点検・評価の対象とな

っており、各種法令・大学設置基準の改正や各学部・研究科の意見を踏まえ、毎年度見直

しに取り組んでいる。 

また、「外部評価委員会」による外部評価を導入し、システムの客観性、妥当性を確保

している。特に、2024（令和６）年度からは、2022（令和４）年度の第３期認証評価で指

摘された内部質保証に関する指摘への対応状況についても同委員会の検証に付すことで、
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内部質保証システム自体の客観性・妥当性を担保している。 

 点検・評価結果に基づく改善・向上への取り組み 

点検・評価を通じて得られた結果は、内部質保証システムをより有効に機能させるため

の改善に活用されている。例えば、2025（令和７）年度の内部質保証委員会での検討結果

を踏まえ、『大学基準確認シート』及び『自己点検・評価報告書』の項目の大幅な見直し

を行った。 

 

以上の取り組みから、本学は、内部質保証システムを継続的に見直し、教育の質を保証する

仕組みとしてより有効に機能できるよう改善・向上に努めていると判断できる。 

 

【２】長所・特色 

特になし。 

 

【３】問題点 

１）内部質保証の推進主体として、「内部質保証委員会」が各学部・研究科の点検・評価結果

を踏まえた改善を支援し、PDCA サイクルを有効に機能させるための全学的なマネジメン

トに取り組むよう改善する必要がある。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、教育の質向上と学習成果の確保を目的に、全学的な内部質保証体制を整備し、継続

的な改善に取り組んでいる。2019 年度に策定された「内部質保証の方針」は、2021 年度に改

正され、基本的な考え方や体制、手続が明確化された。これに基づき設置された「内部質保証

委員会」が、教育の企画・設計から実施、自己点検・評価及び改善に至るまで、全学的な調整

と支援を担っている。 

３つの方針（DP・CP・AP）の策定支援やカリキュラム・マップの作成、FD・SD活動、学習成

果の可視化、PDCAサイクルの運用など、多岐にわたる取り組みが進められており、学部・研究

科単位の自己点検・評価も毎年実施されている。さらに、外部評価委員会の導入や学生の意見

の活用により、自己点検・評価の客観性と妥当性を確保している。 

また、認証評価機関からの指摘に対しても、計画的な対応を行い、改善の進捗状況を外部評

価に付すことで、信頼性の高いマネジメント体制を構築。教育研究活動や財務情報、自己点検・

評価結果などもホームページで積極的に公表し、社会への説明責任を果たしている。内部質保

証システム自体も定期的に点検・評価され、継続的な改善を通じて、より有効な質保証体制の

構築を目指している。 
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第３章 教育研究組織 

【１】現状説明 

① 大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織

の設置状況が適切であること。 

評価の視点１ 大学の理念・目的を踏まえ、また、学問の動向や社会的要請等に配慮した

うえで、教育研究組織（学部・研究科や附置研究所、センター等）を構成

しているか。 

 

１ 大学の理念・目的を踏まえ、また、学問の動向や社会的要請等に配慮したうえで、教育

研究組織（学部・研究科や附置研究所、センター等）を構成しているか。 

 大学として掲げる理念・目的を達成し、学問の動向や社会的な要請に的確に応えるため、本

学は教育研究組織を適切に構成している。 

本学は、理念・目的の実現に向けて、法学部、経済学部、文学部、理学部、及び国際社会科

学部の５つの学部と、国際社会科学部を除く４学部を基礎とする６つの研究科、並びに法務研

究科（専門職大学院）を設置しており、これらの学部・研究科は、各学則に定める教育研究上

の目的を実現するための適切な組織構成を有している。例えば、法学部では、少人数教育を通

して「温かい人間性を涵養しつつ、たえず真理を追求する気持ちを失わずに、自分で問題を発

見し、検討し、適切な判断ができる能力を持った人材を育成する」ことを目的としており、大

学の理念・目的と適切に連関している。 

教育研究活動を補完する附置研究施設としては、図書館や史料館に加え、スポーツ・健康科

学センター、計算機センター、外国語教育研究センター、国際センター等、多彩な組織を設置

している。このうち、東洋文化研究所は、初代学長である安倍能成院長の趣意により 1952（昭

和 27）年に設立され、東洋文化に関する幅広い研究や資料収集を通じて、本学の目的である

「文化の創造発展と人類の福祉に貢献する」ことを実現する機関である。また、史料館は 2025

（令和７）年３月に「霞会館記念学習院ミュージアム」として再出発し、貴重な文化財を将来

に伝える学芸員課程の拠点としても活用されている。 

学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等に配慮し、以下のとおり適切な教育

研究組織の設置が行われている。 

 

 国際化への対応 

国際的なビジネスの舞台で活躍できる人材に対する社会的要請に対応するため、2016

（平成 28）年度に国際社会科学部を開設した。同学部は、社会科学の手法を用いて国際

社会における課題を自ら見い出し、英語を使って世界中の人々と対等に渡り合い、課題を

解決する能力を養うことを目的としている。さらに 2026（令和８）年度の設置を目指し、

2025（令和７）年４月に国際社会科学研究科（修士課程）の設置届出を文部科学省に提出

し、同年６月にこれが受理された。これにより、国際社会科学部の学問領域（経済学・経

営学・社会学・地域研究・法学）をより深く学び、高度な英語運用能力に基づく国際的な

発信力を身に付ける環境が一層整った。また、国際化への取り組みとして、2018（平成 30）
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年度には国際交流センターと国際研究教育機構を統合し、国際センターとして発足させる

組織改編を実施した。 

 学際領域の創成と社会的課題への対応 

理学部では、超高齢社会の到来という社会的要請に応えるため、生命分子科学研究所を

礎とし、2016（平成 28）年度から文部科学省のブランディング事業を通じて、文理連携に

よる新たな学際領域＜生命社会学＞の創成を目指す取り組みを推進した。この取り組み

は、生命科学の進展に伴う近未来の社会的諸問題への対応について文理連携による統合的

議論を深めることを目的としており、現在の中期計画の核にもなっている。これは

「Society5.0」の実現に向けた社会的要請に応える組織構成の一例であり、本学の特徴が

表れた教育研究組織であるといえる。 

 情報・ICT分野への対応 

社会からの情報・ICT教育、特にデータサイエンス分野の人材育成の要求に応えるため、

2023（令和５）年７月には、計算機センターの法人全体の情報システム基盤業務を新組織

へ移管することを決定し、計算機センターが教育と研究へリソースを集中できる体制へと

組織機能を最適化した。 

 研究力強化と学際性の拡充 

2024（令和６）年５月に、学習院女子大学の国際文化交流学部及び同研究科を 2026（令

和８）年４月に本学へ統合する計画を決定した。これは、女子大学が培ってきた教育の経

験とその成果を活かし、既存の５学部との分野横断型の学際的な教育活動の拡充を試みる

とともに、研究力の一層の充実を図るための組織的な改善策である。 

 

以上のとおり、本学の教育研究組織は、大学の理念・目的に適合し、同時に、グローバル化

や超高齢社会、ICT/AI といった学問動向や社会的要請を鑑みた組織設置及び改編に取り組ん

でいる。 

 

② 教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価し、その結果を活用して改善・

向上に向けて取り組んでいること 

評価の視点１ 教育研究組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現

状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、教育研究組織に関わる事項の改善・向上に

取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか 

 

１ 教育研究組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上

がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 
学部・学科や研究科・専攻の新設等の全学的な教育研究組織の変更や教学事項に関して大き

な変更がある場合は、「基本計画策定委員会」において基本計画案を検討し、具体的な設置に

あたっては、「合同会議」や「大学院委員会」において審議している。 

また、2022（令和４）年度以降は、第２章の現状説明③で記載のとおり、「内部質保証委員
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会」が全学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで教育研究組織についても２つの評

価項目、５つの評価の視点から点検・評価を実施している。 

以上のとおり、適切な根拠に基づく点検・評価を適切に実施していると判断できる。 

 

２ 点検・評価の結果を活用して、教育研究組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効

果的な取り組みへとつなげているか 
点検・評価結果に基づき、教育研究組織の改善・向上を目指して、積極的な改組・改編を行

っている。2023（令和５）年７月には、法人全体の情報システム基盤の業務を計算機センター

から新たに設立される組織へ段階的に移管することを決定した。この業務移管により、計算機

センターは教育と研究へリソースを集中させることができ、社会からの情報・ICT教育、特に

データサイエンス分野の人材育成の要求に応えることが可能になる。 

また、2023（令和５）年度に法人の理事会で承認された同一法人内の学習院女子大学（以下

「女子大学」という）を本学に統合する構想原案を踏まえ、2024（令和６）年５月には、女子

大学の教育課程、教員組織、校地・校舎等を継承し、教育研究上の目的及び授与する学位を含

め同一性を保った上で、2026（令和８）年４月１日付で国際文化交流学部及び国際文化交流研

究科を設置する、法人提案の統合計画を最終的に決定承認した。本計画に基づき、2025（令和

７）年３月には、文部科学省に対し同学部・研究科の設置認可申請を行い、同年８月、認可さ

れた。これにより、女子大学が培ってきた教育の経験とその成果を統合することで、分野横断

型の学際的な教育活動の拡充を試みると共に、従来の本学にはなかった研究分野を加えること

で研究力の一層の充実を図る。なお、女子大学在籍学生は令和８年４月１日に同学部・研究科

に一斉転学させる準備を完了した。女子大学（新宿区戸山）の統合により新たに目白・戸山の

２キャンパス体制になることに伴い、事務体制面においても適切に合理化を図り、学生サービ

スの維持・向上につながるよう準備を完了した。 

以上のとおり、点検・評価の結果に基づき、改善・向上に適切に取り組んでいると判断でき

る。 

 

【２】長所・特色 

１）「Society 5.0」の実現という社会的要請に応える教育研究組織として、生命分子科学研

究所を設置している。生命分子科学研究所は、生命科学分野での急速な発展に対応する

ために設立された組織であり、自然科学研究科生命科学専攻並びに理学部生命科学科と

学内外の研究者との共同研究の場として重要な役割を果たしている。文部科学省のブラ

ンディング事業への採択や本学独自の文理連携による統合的議論を深める新たな学際

領域＜生命社会学＞の創成等に貢献している。これは、「Society 5.0」等の学問動向及

び社会的要請に適う教育研究組織であることの表れであり、本学の特色が表れた教育研

究組織であるといえる。 

 

【３】問題点 

 特になし。 

 



第３章 教育研究組織 

17 
 

【４】全体のまとめ 

 本学は、大学として掲げる理念・目的に基づき、学部・研究科及び附置研究施設等の教育研

究組織を設置しており、それらを学則、大学院学則、専門職大学院学則等に明示している。 

 教育研究組織は、大学の歴史的経緯や理念・目的を反映した形で設置している。例えば、附

置研究施設の１つである東洋文化研究所は、初代学長の安倍能成院長の趣意により設立されて

以来、世界の文化の興隆に貢献することを目的に、東洋の諸国・諸民族の文化に関する研究と

その資料の収集等の取組みを行っており、本学の目的を体現する機関であるといえる。 

 また、教育研究組織は、「基本計画策定委員会」での基本計画案の検討、「合同会議」や「大

学院委員会」での審議、全学レベルの自己点検・評価を通じて、点検・評価が行われており、

各種の改組や改善につながっている。例えば、2023（令和５）年度には、計算機センターの資

源を教育・研究に集中するため、法人の情報システム基盤の業務を新組織に移管することを決

定した。また、女子大学国際文化交流学部及び国際文化交流研究科の教育経験を本学の学際的

教育活動に生かすため、2026（令和８）年４月に女子大学を本学へ統合することを決定した。 

 以上のことから、本学の理念・目的に照らして、社会的な要請に応じて教育研究組織を設置

し、適切性について点検・評価を行うとともに改善・向上に取り組んでいると判断できる。今

後は、女子大学との統合を進め、大学の教育研究組織の更なる発展を目指していく。 
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第４章 教育課程・学習成果 

【１】現状説明 

① 達成すべき学習成果を明確にし、教育・学習の基本的なあり方を示していること。 

評価の視点１ 学位授与方針において、学生が修得すべき知識、技能、態度等の学習成果

を明らかにしているか。また、教育課程の編成・実施方針において、学習

成果を達成するために必要な教育課程及び教育・学習の方法を明確にし

ているか。 

 

１ 学位授与方針において、学生が修得すべき知識、技能、態度等の学習成果を明らかにし

ているか。また、教育課程の編成・実施方針において、学習成果を達成するために必要な教

育課程及び教育・学習の方法を明確にしているか。 

 本学は、大学全体の理念・目的に基づき、大学全体の卒業認定・学位授与の方針（DP）を定

め、これに基づいて学部・研究科ごとの DPを適切に定めている。 

学生が修得すべき学習成果については、各学部では学科ごと、各研究科では課程・専攻ごと

に、「知識・技能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」の３つの要素から、それぞれ具

体的に設定されている。例えば、法学部法学科では、これらの３要素それぞれについて２項目

ずつ学習成果が設定されている。これらの DPは、『大学案内』や大学ホームページ等を通じて

学内外に広く公表されている。 

また、DPに基づき、大学全体の教育課程編成・実施の方針（CP）を具体的に定めている。CP

のなかでは、教育課程の編成及び実施に関する基本的な考えとして、教育課程の内容、授業科

目区分や授業形態等を示している。教育・学習の方法については、少人数を基本とした演習形

式の授業を行うことや、ICT機器を活用した対面形式以外の授業の考え方、その利点及び実施

科目を CP に明示している。 

CPと DPは適切に連関しており、CPの「教育内容」において、それぞれの内容が DPに定め

た３要素のうちどの要素に連関したものであるかを明示している。さらに、DP に示す学習成

果と、CP に則り各教育課程で開講する科目の連関性を明確にするため、学部は学科ごと、研

究科は課程・専攻ごとにカリキュラム・マップを作成し、大学ホームページを通じて公表して

いる。 

 

② 学習成果の達成につながるよう各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課

程を体系的に編成していること。 

評価の視点１ 学習成果の達成につながるよう、教育課程の編成・実施方針に沿って授業

科目を開設し、教育課程を体系的に編成しているか。 

※ 具体的な例 

‧ 授与する学位と整合し専門分野の学問体系等にも適った授業科目の開

講。 

‧ 各授業科目の位置づけ（主要授業科目の類別等）と到達目標の明確化。 

‧ 学習の順次性に配慮した授業科目の年次・学期配当及び学びの過程の
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可視化。 

‧ 学生の学習時間の考慮とそれを踏まえた授業期間及び単位の設定。 

 

１ 学習成果の達成につながるよう、教育課程の編成・実施方針に沿って授業科目を開設

し、教育課程を体系的に編成しているか 

 本学では、各学位課程の教育課程編成・実施の方針（CP）に基づき授業科目が開設され、学

習成果の達成につながるよう教育課程が体系的に編成されている。 

 

 教育課程編成の体系性と授業科目の開講 

教育課程の編成は、各学科・専攻の CPの「教育内容」に示す科目区分に基づいて行わ

れ、CP と教育課程の整合性が担保されている。授与する学位と専門分野の学問体系に適

した授業科目が開講されており、学士課程の科目区分は「全学共通科目」や「専門科目」

等に大別され、専門科目の区分は学科ごとに設定され CP の「教育内容」に明示されてい

る。例えば、理学部化学科では、化学の基本的な知識を修得させる「必修専門科目」（主

に１～２年次配当）と、発展的な知識を修得させる「選択専門科目」（主に３年次配当）

を配置している。一方、博士課程の教育課程は、コースワークとリサーチワークを適切に

組み合わせた編成となっている。 

 各授業科目の位置づけ 

各授業科目の位置づけや到達目標も明確にされている。シラバスは全学統一フォーマッ

トで作成され、授業概要、到達目標、授業内容等が記載されている。作成されたシラバス

は、教務委員や学科主任等による第三者チェックを経て、教育目的・カリキュラムとの適

合性等の適切性が確認されている。 

 学習の順次性及び学びの過程の可視化 

教育課程の編成にあたっては、学習の順次性及び体系性への配慮がなされ、各学科・専

攻において、専門分野に関する基礎的な内容から発展的内容へと段階的に学べるよう科目

が配置されている。例えば、文学部哲学科では、初年次の基礎演習から始まり、２年次以

降の専門演習・講義を経て、４年次での卒業論文作成を目標とするよう教育課程が編成さ

れている。また、博士課程（例：政治学研究科）でも、低年次で分析スキルを修得し、年

次が上がるにつれ高度な専門研究に段階的に移行できるよう教育課程が編成されている。 

全学的な取り組みとして、2016（平成 28）年度以降は、学部・研究科で開設する全ての

科目に科目ナンバリングコードを付番しており、学生が各科目の科目ナンバリングコード

を確認することで、履修規定上の位置づけを理解し、カリキュラムの順次性及び体系性を

意識した履修計画を行うことが可能となっている。学びの過程の可視化のため、卒業認

定・学位授与の方針に示す学習成果と各授業科目との連関性を明確にしたカリキュラム・

マップを各学科・専攻で作成し、大学ホームページを通じて公表している。 

 学習時間の考慮と単位の設定 

単位の実質化及び学生の学習時間の考慮に基づき、授業期間及び単位の設定が行われて

いる。本学では、１単位の授業科目を 45 時間の学修を要する内容で構成することを標準
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としており、学則第 11条等に単位数の計算基準を適切に規定している。 

単位の実質化を図る措置として、シラバスには授業時間外の学習として必要な「準備学

習（予習・復習）」の内容と時間の目安を記載している。これにより、学生は１単位あた

りに要する学修時間の目安を把握し、適切な学習計画を立てることができる。また、全学

部・学科で、学生が１年間に履修登録できる単位数の上限を 50単位未満に設定するキャ

ップ制を導入し、適切な学習時間の確保に努めている。なお、文学部では、2025（令和７）

年度以降、学業優秀者（前年度までの通算 GPA3.5以上）が自己研鑽のために上限を超え

た履修を希望する場合、所定の審査を経て、各年次８単位まで追加の履修登録を可能とす

る措置を講じることとしている。 

 

③ 課程修了時に求められる学習成果の達成のために適切な授業形態、方法をとってい

ること。また、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援を十分に

行っていること。 

評価の視点１ 授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求

める学習成果及び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待さ

れた効果が得られているか。 

評価の視点２ ICTを利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授

業科目に用いられているか。また、効果的な授業となるような工夫を講

じ、期待された効果が得られているか。 

評価の視点３ 授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や

学生に対する適切な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果

的に学習できているか。 

※ 具体的な例 

‧ 学習状況に応じたクラス分けなど、学生の多様性への対応。 

‧ 単位の実質化（単位制度の趣旨に沿った学習内容、学習時間の確保）を

図る措置。 

‧ シラバスの作成と活用（学生が授業の内容や目的を理解し、効果的に学

習を進めるために十分な内容であるか。）。 

‧ 授業の履修に関する指導、学習の進捗等の状況や学生の学習の理解度・

達成度の確認、授業外学習に資するフィードバック等の措置。 

 

１ 授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求める学習成果

及び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待された効果が得られているか。 

 本学の授業形態及び授業方法は、教育研究上の目的に応じて多様に展開されており、学生の

主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法について、全学として着実な取り組みを行

っている。 

全学として開講する科目のうち、72.4％の科目でアクティブ・ラーニングの要素を含む授業

を行っている（2022（令和４）年度実績）。また、「Moodle」等の学習管理システム（LMS）を
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利用して、講義中のリアクションペーパーや小テスト、リアルタイムアンケート、ピアアセス

メントを実施することで、大人数の授業でも能動的な受講を促している。 

各学部・研究科では、それぞれの専門分野に則した取り組みを実施し、期待される効果を上

げている。 

国際社会科学部では、１・２年次必修科目を 20 名程度のクラス編成とし、課題作成や発表

を通じて積極的な参加が必須な授業を実施している。また、同学部のカリキュラムは、CLILを

使用した教育を展開し、英語と社会科学の専門教育を融合させることで、思考力・分析力・コ

ミュニケーション力の向上を図り、高い水準の授業を実現している。文学部教育学科では、CP

の「教育方法」に定めるとおり、講義型と演習型をバランスよく配置し、特に演習型では体験

型の学習（初等教育実習、模擬授業、自然体験・社会体験等）を多く取り入れ、小学校教員と

しての力量形成を重視している。この結果、教員採用試験の２次試験での教員採用率は８～９

割以上の成果が上がっている。また、全学共通科目では、本学の特色である文系学部・理系学

部がワンキャンパスに集約されているメリットを生かし、文理横断型の教育を実施している。

例えば、「生命社会学Ⅰ」では、土曜日に集中講義形式で文系と理系の教員１名ずつが同一の

社会課題に対し異なる視点でレクチャーを行い、小グループでの議論を行う新たな授業形態で

実施・定着している。これは、文部科学省のブランディング事業（2016～2019年度）の一環と

して始まり、事業終了後も重要性を鑑み継続されており、外部評価でも着実に成果を上げてい

ると評価されている。 

 

２ ICT を利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授業科目に用い

られているか。また、効果的な授業となるような工夫を講じ、期待された効果が得られてい

るか。 

 ICT 機器を利用した対面形式以外の方法による授業については、本学における教育の質を更

に高める効果が期待されることから、各学部・研究科の CP に、その授業の考え方、利点及び

実施科目を明示している。また、その単位数は学生自身が G-Port で確認できるよう整備され

ている。 

 

３ 授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や学生に対する適

切な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果的に学習できているか。 

 授業の目的が効果的に達成できるよう、本学は学生の多様性を踏まえた対応や適切な学習指

導を全学的に、また各部門で組織的に実施することで、学生が意欲的かつ効果的に学習できる

環境を整備している。また、学生の多様性に対応するため、本学は習熟度別クラス編成や個々

の学生の状況に応じた学習環境の整備に取り組んでいる。 

 

 習熟度別クラス編成 

英語科目では、国際社会科学部が、入学予定者全員に英語能力判定テスト（CASEC）を

実施し、そのスコアを基に英語必修科目の習熟度別クラス編成（１クラス 20 名程度）を

行っている。外国語教育研究センターでは、入学時の学生の英語習熟度の違いに対応する

ため、法学部、文学部、理学部の英語科目に関し、2021（令和３）年度より少人数クラス、
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習熟度別クラス、及び選抜クラスを充実させた新カリキュラムを開始した。これにより、

学生は各々の習熟度に応じた適切なクラスで学習することが可能となっている。 

 多様な学習環境の整備 

学生の自主的な学習を促進するため、ラーニング・サポートセンター（LSC）が学習方

法や技能に関する具体的な相談対応やセミナーを開催している。また、図書館のラーニン

グコモンズや、図書館休館時でも利用できる自習室を設けるなど、学生が学習スタイルに

応じて居場所を選べる多様な学習環境を整備している。 

 障がい学生への合理的配慮 

障がいのある学生に対しては、「学習院大学における障害のある者への入学者選抜時及

び在籍中の支援に関する規程」に基づき、合理的配慮の考えに基づいた最大限の支援の検

討・実施を行っている。具体的には、個別の面談を通じて学生の希望する授業での合理的

配慮内容等を担当教員に周知するための「配慮依頼文」の作成や、ノートテイク・パソコ

ンテイクの人員手配、拡大読書器の貸し出し等を実施している。 
さらに、学生が意欲的かつ効果的に学習できるよう、履修指導、成績不振者へのフォロ

ーアップ、及び授業外学習を促進するための措置を講じている。 

 適切な履修指導 

学生センター教務課と各学部の教務委員が中心となり、学生が所属学科・専攻の履修規

定を理解し、学習目標に基づいた履修計画を策定できるよう指導している。学部では、毎

年４月に学科ごとの履修ガイダンスを学年別に実施しており、履修登録期間中は常時質問

を受け付けるなど、履修登録ミスが生じないよう支援を行っている。 

 成績不振者への個別指導 

履修登録科目数が極めて少ない学生や、卒業に必要な単位数の取得が困難になる可能性

のある学生を抽出し、教務委員による個人面談を実施して学習方法や学生生活全般の指導

を行い、随時フォローアップしている。国際社会科学部では、前年度に連続して GPA が

1.500 未満の場合や、修得単位数が卒業に必要な水準に満たない学生に対し、修学上の指

導を受けることを義務づけている。 

 単位の実質化の措置 

 １単位の授業科目が 45 時間の学修を要する内容で構成されることを標準とし、学生が

適切な学習時間を確保できるよう努めている。シラバスには、授業時間外の学習として必

要な「準備学習（予習・復習）」の内容と時間の目安を記載しており、学生が適切な学習

計画を立てられるよう配慮している。また、全学部・学科でキャップ制（履修上限 50 単

位未満）を導入している。 

 授業外学習へのフィードバック 

学生の能動的な学習を促すため、「Moodle」等の学習管理システム（LMS）を利用し、講

義中のリアクションペーパーの提出やピアアセスメントなどを実施しており、大人数の授

業でも能動的な受講を促している。LSCは、学習上の具体的な相談に対応し、学生の自律

的な学習を支援している。 

これらの多様な対応と適切な指導の結果、学生は習熟度や興味関心に応じた環境で主体的に

学習に取り組むことが可能となり、学習意欲と効果的な学習の促進に貢献している。 
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④ 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていること 

評価の視点１ 成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施してい

るか。 

評価の視点２ 成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への

対応含む）を学生に明示しているか。 

評価の視点３ 学位授与における実施手続及び体制が明確であるか。 

評価の視点４ 学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか。 

 

１ 成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施しているか。 

 成績評価及び単位認定は、客観的かつ厳格で、公正・公平に実施されている。 

学士課程、博士前期課程、及び博士後期課程における成績評価（100 点満点）は、学則及び

大学院学則に基づき、100 点～90 点を秀（S）、89点～80点を優（A）、79点～70点を良（B）、

69点～60 点を可（C）、59点～０点を不可（F）と表示することが規定されている。特に専門職

学位課程では、専門職大学院学則に基づき、試験の成績評価を秀、優、良、可、不可とし、更

に「当該年次に配当される必修科目の単位を修得していないとき又は当該年次における成績が

一定の水準に達していないときは、次の年次に進級することができない」という厳格な進級基

準を設け、成績評価の厳格性を担保している。 

2021（令和３）年度には、成績評価の公平性及び社会的な信頼性を確保することを目的に「学

習院大学における成績評価のガイドライン」を作成した。これにより、学習成果を評価する方

針が明確化され、厳格で客観的かつ公正な成績評価の実施につながることが期待されている。

また、成績評価の方法と基準はシラバスに明示されており、学期末試験、中間テスト、レポー

ト、小テスト、授業での発表内容、授業への参加度等が科目の性質によって使い分けられてい

る。 

学士課程では、学則第 45 条に基づき、各授業科目の授業時間の３分の１以上欠席した学生

は、当該科目の単位を修得することができない旨が規定されている。また、留学等により他大

学で修得した単位を本学の単位として認定する際にも、渡航先と本学のシラバスの比較や授業

時間数等を教員と事務担当者により厳格に確認することで、適切な単位認定に努めている。 

 

２ 成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への対応含む）を学生

に明示しているか。 
 成績評価及び単位認定に係る基準・手続は、学生に対し、学則、各種履修要覧、及びシラバ

スを通じて明確に明示されている。 
成績評価（秀、優、良、可、不可）の表示方法と点数の範囲は、学士課程では学則第 47 条

に、博士前期・後期課程では大学院学則第 13 条に規定され、それぞれ『履修要覧』『大学院履

修要覧』を通じて学生に周知されている。 
個々の授業科目の成績評価の方法と基準については、シラバスに明確に記載されている。 
単位制度の基盤となる学習時間についても、１単位を 45 時間の学修を要する内容で構成す
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ることを標準とすることが学則等に規定されており、科目ごとに必要となる授業時間外学習の

時間と内容がシラバスで明示されている。 
成績評価の正確性を確保するための措置として、全ての学位課程において、成績に疑義があ

る学生は、定められた期間に教務課へ成績調査願を提出することが可能であり、教員は成績評

価の根拠を回答する手続が設けられている。 
 
３ 学位授与における実施手続及び体制が明確であるか。 
 学位授与における実施手続及び体制は、学則、大学院学則、専門職大学院学則、及び「学位

規程」等の規程に基づき明確に定められている。 
学位の授与は、学士は各学部及び法務研究科の教授会の議を経て、修士は各研究科の研究科

委員会の議を経て、それぞれ学長が決定することとされている。なお、博士の学位審査の場合

は、学長による決定の前に、更に「大学院委員会」による審議が行われる。これらの手続及び

責任体制は、学則、大学院学則、専門職大学院学則及びそれらに基づく「学位規程」等で明確

に規定されている。 
卒業・修了要件として、所定の授業科目の単位修得や規定の修業年限を満たすこと等が、各

学科・専攻の卒業認定・学位授与の方針や学則に規定されている。また、必要単位数について

は、各学科・専攻の履修規定において細目が規定されている。 
 
４ 学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか。 
学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するため、卒業に必要な単位数の修得状況

は、教務課が作成した卒業判定資料と成績原簿に基づき各学部が卒業判定を行っている。例え

ば、理学部では、４年次学生は２月に開催される「卒業研究発表会」で発表を行い、学科の教

員全員が発表及び質疑応答の内容を採点し、卒業の可否を判断する仕組みとなっており、評価

の客観性や厳密性が担保されている。また、法務研究科では、必修科目の単位未修得や成績が

一定水準に達しない場合、次の年次に進級できないという厳格な進級基準が設けられている。 
 このように、本学は厳格な手続を通じて、適切に学位を授与している。 
 

⑤ 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価していること。 

評価の視点１ 学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にして

いるか。 

評価の視点２ 学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果

に照らして適切なものか。 

評価の視点３ 指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する

目的に応じた活用を図っているか。 

 

１ 学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にしているか。 

 学習成果を把握・評価する目的は、教育改善に生かすことであると明確に設定されている。

学習成果の把握と評価は、アセスメント・ポリシーに基づき、大学全体（機関レベル）、学科・
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専攻単位（学位プログラムレベル）、及び各授業科目単位（科目レベル）の３つのレベルで実

施されている。 

学習成果を測定するための指標は、各学位課程の分野の特性に応じて適切に設定されてい

る。具体的には、原則として各授業科目の履修を通じて修得される学習状況及び成績が学習成

果の指標とされており、これはカリキュラム・マップによって DP と対応づけられている。こ

のほか、学位プログラムレベルでは GPAや免許・資格の取得状況、進路状況が指標とされ、機

関レベルでは進路状況、在学生調査、卒業生調査が指標として用いられる。また、専門職学位

課程においては、授業科目の成績評価に加えて共通到達度確認試験も学習成果の指標として運

用されている。 

 

２ 学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果に照らして適

切なものか。 

 学習成果を把握・評価するための指標や方法は、学位授与方針（DP）に定めた学習成果に照

らして適切となるよう、教育課程との明確な連関性と多面的な評価の仕組みが講じられてい

る。 

DPに明示した学習成果は、教育課程編成・実施の方針（CP）を通じて、各学科・専攻の教育

課程や各授業科目の到達目標に反映されている。各学科・専攻で作成したカリキュラム・マッ

プは、DP に示す学習成果と各授業科目との対応関係を明確に示し、各科目の成績評価や単位

認定が学習成果の測定及び認定ができる仕組みとなっている。 

また、学位課程の分野の特性に応じた適切な指標が設定されている。例えば、博士前期課程

及び博士後期課程においては、授業科目の成績評価に加えて学位論文が学習成果の指標とされ

ており、理学部及び自然科学研究科では「卒業研究発表会」や「修士論文発表会」を通じて研

究成果を把握している。 

なお、第３期認証評価において「測定方法と学位授与方針に示した学習成果との関係が不明

瞭である」との指摘があったことを踏まえ、DP に則した評価の適切性を高めるための改善に

取り組んでいる。学士課程では、2024（令和６）年度の在学生調査より、DPに定める能力の獲

得実感を問う質問を追加し、博士課程では 2026（令和８）年３月までに「学習成果」と「学位

論文等審査基準」の対応マップの作成とルーブリック評価の導入を進めた。 

 

３ 指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する目的に応じた

活用を図っているか。 

 学習成果の把握・評価に用いられる各種指標や方法は適切に用いられ、大学として設定する

教育改善等の目的に応じて積極的な活用が図られている。例えば、全学的に実施している授業

評価アンケートの結果は、IR オフィスによって部門別・形態別に統計的に分析され、報告書

として取りまとめられている。同報告書には各部門から寄せられた「授業への取組み例」も掲

載されており、優れた取組みの共有を通じて教育改善のための点検・評価の取り組みに活用さ

れている。また、IRオフィスが、入学者選抜形態と入学後の GPA・修得単位数等とをクロスし

た追跡調査の分析を継続して行い、その結果を各部門に共有している。これにより、入学者の

選抜区分の違いが入学後の学力とどのように関連するかの検討が行われ、入試制度の改編に向
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けた検討の端緒となっている。さらに、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」の修

了条件を満たした学生全員に対して、2024（令和６）年度から申請不要でオープンバッジを自

動的に発行する方式に変更された。これは、学生が自身の学習成果を対外的に証明するための

信頼性の高いツールとして活用され、企業側にとっても客観的な評価を可能とするなど、学生

の進路支援に役立てるという目的に応じた活用が図られている。本プログラムは基礎的なデー

タ活用能力を証明するリテラシーレベルと、より高度な応用・実践能力を証明する応用基礎レ

ベルの２段階で構成されており、2025（令和７）年度にはリテラシーレベル 154名・応用基礎

レベル 66 名への発行を加え、制度開始以来の累積取得者はリテラシー261 名・応用基礎 91名

に達した。また、応用基礎レベルの取得者 91 名のうち約 81%（74 名）がリテラシーレベルも

取得しており、学生がプログラムを段階的に修了していることが数値として確認できる。最後

に、卒業後５年が経過した卒業生を対象とした調査では、在学中に獲得した知識・能力のうち

卒業後に役立ったものや、身につけておきたかった知識・能力を尋ねる質問を設け、その回答

結果を確認することで、卒業後の生活を踏まえた視点から本学の教育の成果を確認し、教育内

容の改善に資する情報を得ている。 

 

⑥ 教育課程及びその内容、教育方法について定期的に点検・評価し、改善・向上に向

けて取り組んでいること。 

評価の視点１ 教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、

方法、プロセス、周期等を明確にしているか。 

評価の視点２ 課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における

学生の学習状況、資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するな

ど、適切な情報に基づいているか。 

評価の視点３ 外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高

めるための工夫を行っているか。 

評価の視点４ 自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・

向上に取り組んでいるか。 

 

１ 教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセ

ス、周期等を明確にしているか。 

 本学は、教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の体制、方法、プロセス、

周期等を明確に定めている。全学的な教育改革が必要な場合、「基本計画策定委員会」におい

て基本計画案を検討し、具体的な推進は「合同会議」や「大学院委員会」において審議する体

制をとっている。また、全学的な内部質保証推進組織である「内部質保証委員会」が中心とな

り、教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（PDCA サイクル）の運用プロセスに

取り組んでいる。 

自己点検・評価の基準と方法は、学部・研究科レベルで明確化されている。2022（令和４）

年度以降、各学部・研究科は『大学基準確認シート』を用いた自己点検・評価に毎年度取り組

んでいる。プロセスとしては、毎年３月～４月に「内部質保証委員会」が『大学基準確認シー
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ト』の点検を実施した後、学部・研究科が５月～６月に自己点検・評価を実施し、その結果を

委員会に報告する。委員会は、これらを基に全学レベルの自己点検・評価に取り組み、その結

果を『自己点検・評価報告書』としてまとめている。 

 

２ 課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における学生の学習状

況、資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するなど、適切な情報に基づいている

か。 

 課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果、及び授業内外における学生の学習状況、

資格取得状況、進路状況等の情報は、多面的に収集され、適切に活用されている。例えば、各

学部・研究科では、DP に示された学習成果と各授業科目の対応関係を示すカリキュラム・マ

ップを作成しており、各授業科目の成績評価や単位認定が学習成果の指標となっている。博士

課程では、学位論文や「卒業研究発表会」「修士論文発表会」を通じて研究成果が把握されて

いる。 
また、学習成果を把握する指標として、免許・資格の取得状況が用いられている。例えば、

文学部教育学科では、教員採用試験の２次試験での教員採用率が８～９割以上という具体的な

成果を上げている。また、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」においては、修了

条件を満たした学生全員に対して申請不要でオープンバッジを自動的に発行する方式に変更

しており、学生が自らの学習成果を対外的に証明する信頼性の高いツールとして活用されてい

る。 
さらに、学生の進路状況が学習成果を把握するための指標の一つとされており、キャリアセ

ンターによる就職内定率は 98.1％と高い水準を維持している。卒業生調査では、卒業後のキ

ャリアや生活を踏まえた視点から、在学中に獲得した知識・能力のうち卒業後に役に立ったも

のや、身につけておきたかった知識・能力を尋ねる質問を設け、教育の成果を確認・改善する

ための情報を得ている。 
 
３ 外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高めるための工

夫を行っているか。 

 自己点検・評価の客観性及び妥当性を高めるため、外部の視点や学生の意見が多層的に組み

込まれている。「外部評価委員会」は、教育活動、研究活動及びその他学長が諮問する事項に

ついて評価及び助言（評価等）を行うことを目的としており、教育活動に関する取り組む状況

を毎年度外部評価委員会の検証に付すことで、客観性、妥当性を確保している。 
また、学部・研究科の点検・評価様式である『大学基準確認シート』は、大学基準協会の定

める「大学基準」を参考に評価項目を設定することで妥当性を確保し、ルーブリック評価を採

用することで、点検・評価の基準の均一化及び客観性の確保を図るとともに、「大学基準」の

見直し等とともに内容の改善を図っている。 
さらに、全学的に実施している授業評価アンケートを通じて、学生の授業内容に対する理解

度や満足度を把握し、教育改善のための点検・評価の取組みに活用している。また、学生の学

習成果を把握するため、在学生調査の結果を BI ツール「Tableau」を用いてグラフ化し、ホ

ームページで公開することで、学生自身も自身の学習状況と全学的な結果を比較確認できるよ
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うにしている。 
 
４ 自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・向上に取り

組んでいるか。 

 自己点検・評価の結果は、全学的な内部質保証システムを通じて、教育課程及びその内容、

教育方法の改善・向上に継続的に活用されている。例えば、第３期認証評価において「測定方

法と学位授与方針に示した学習成果との関係が不明瞭である」という課題が指摘されたことを

受け、評価方法の改善に取り組んでいる。学士課程では、DP に定める能力の獲得実感を問う

設問を 2024（令和６）年度の在学生調査から導入し、博士課程では 2026（令和８）年３月ま

でに「対応マップ」の作成とルーブリック評価の導入を進めた。また、自己点検・評価の結果

に基づき、全学共通科目の見直し検討が行われ、2021（令和３）年度から英語カリキュラムの

新カリキュラムが開始された。さらに、「総合基礎科目見直し検討委員会」の要望を受け、情

報教養科目の多角化や情報専門科目の整備等、情報科目のカリキュラム改善に取り組んだ。こ

の結果、データサイエンスプログラムが文部科学省の「数理・データサイエンス・AI教育プロ

グラム認定制度」のリテラシーレベル及び応用基礎レベルに認定されている。 
 

⑦ 教育課程連携協議会を設置し、適切に機能させているか。 

評価の視点１ メンバー構成の適切性 

評価の視点２ 教育課程の編成及びその改善における意見の活用 

 
１ メンバー構成の適切性 

 法務研究科では、産業界等との連携により、教育課程を編成し、円滑かつ効果的に実施する

ため「法務研究科教育課程連携協議会」を設置している。同協議会は、専門職大学院設置基準

第６条の２第２項第１号、第２号及び３号に掲げる者をもって構成しており、メンバー構成の

適切性を確保している。 
 
２ 教育課程の編成及びその改善における意見の活用 

 教育課程連携協議会が、授業科目の開設その他の教育課程の編成及び実施に関する基本的な

事項とその実施状況の評価について審議している。その後、教育課程連携協議会からの意見・

指摘に関して教授会で審議のうえ、必要な改善を行っている。例えば、2025（令和７）年度に

は、委員から、夏休み期間等を使い、学生に行政の場で東京都の自治体が抱えている問題に触

れる機会を提供してはどうかとの意見が出されたことを受け、豊島区との連携に係るプログラ

ムの具体化に向けて、協議を開始することを確認した。 
 
【２】長所・特色 

１）なし。 
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【３】問題点 

１）学習成果を測定するための取組み状況は、学部・研究科において差異がある。また、学部・

研究科では、測定方法と学位授与方針に示した学習成果との関係が不明瞭であるため、適

切に把握・評価するよう改善に取り組む必要がある。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、学位授与方針（DP）に基づき、修得すべき知識・技能・態度を明示し、教育課程編

成・実施方針（CP）と連関させた体系的なカリキュラムを構築している。科目の配置は学問体

系に即し、シラバスでは各授業の到達目標や評価基準を明確化。カリキュラム・マップや科目

ナンバリングを通じて学習の順次性や連関性も可視化している。授業方法は、アクティブ・ラ

ーニングや ICT活用を含む多様な形態が採用され、習熟度別クラスや個別指導、障がい学生へ

の合理的配慮も行われている。成績評価は厳格かつ公正に実施され、基準や手続は明示されて

おり、学位授与の体制も明確である。学習成果の把握と評価は、DPと整合する指標・方法を用

い、IRによる分析や卒業生調査なども活用して教育改善に役立てている。自己点検・評価は、

全学及び学部・研究科レベルで年次ごとに実施され、外部評価や学生の声も取り入れながら教

育課程や方法の改善に反映されている。また、専門職大学院では教育課程連携協議会を設置し、

産業界等の意見を教育に反映する体制を整えている。これらを通じて、本学は質の高い教育の

継続的な向上に取り組んでいる。 
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第５章 学生の受け入れ 

【１】現状説明 

① 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に

整備し、入学者選抜を公平、公正に実施していること。 

評価の視点１ 学生の受け入れ方針は、少なくとも学位課程ごと（学士課程・修士課程・

博士課程・専門職学位課程）に設定しているか。 

評価の視点２ 学生の受け入れ方針は、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生

像や、入学希望者に求める水準等の判定方法を志願者等に理解しやすく

示しているか。 

評価の視点３ 学生の受け入れ方針に沿い、適切な体制・仕組みを構築して入学者選抜を

公平、公正に実施しているか。 

評価の視点４ 入学者選抜にあたり特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みを

整備しているか。 

評価の視点５ すべての志願者に対して分かりやすく情報提供しているか。 

 

１ 学生の受け入れ方針は、少なくとも学位課程ごと（学士課程・修士課程・博士課程・専

門職学位課程）に設定しているか。 

 卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針を踏まえ、大学全体の入学者受入

れの方針を定めている。同方針に基づき、各学部では学科ごとに、各研究科では課程・専攻ご

とに、「知識・技能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」の３要素を軸として、それぞ

れの学位プログラムでの学習において求められる内容・水準を具体的に設定している。 

 

２ 学生の受け入れ方針は、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像や、入学希

望者に求める水準等の判定方法を志願者等に理解しやすく示しているか。 
 入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像は、入学者受入れの方針において「知識・

技能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」の３要素を軸に具体的に記載されている。例

えば、経済学部経済学科では、「知識・技能」のなかで高等学校卒業相当の知識を有している

ことといった学習歴及び学力水準を示し、「思考・判断・表現」のなかで身近な経済・社会問

題に対して、知識や情報をもって、一貫した筋道を立てて考察できることといった能力を示し

ている。また、入学希望者に求める水準等の判定方法については、入学者受入れの方針におい

て、求める知識・技能等を持った学生を各種選抜試験によって判定することを明示し、学部ご

とに作成する「入学者選抜ごとの評価項目」において、選抜試験ごとの選抜方法と特に評価す

る要素を明らかにしている。 

 

３ 学生の受け入れ方針に沿い、適切な体制・仕組みを構築して入学者選抜を公平、公正に

実施しているか。 
 学生募集及び入学者選抜の適切な実施のため、全学組織として「入学試験委員会」（入試委

員会）及び「入試制度開発設計委員会」を設置し、委員会体制を整備している。学長は入試委
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員会の推薦に基づき、入学試験出題委員や企画運営委員を委嘱しており、入試問題の作成、採

点、実施等の業務における責任の所在を明確にした体制を構築している。入学者選抜は、「学

習院大学入学者選抜規程」等に基づき、筆記試験その他の方法によって各種選抜を公正かつ厳

格に実施している。なお、博士前期課程及び博士後期課程では、筆記試験及び面接試験によっ

て入学者受入れの方針に掲げる水準を判定している。 

 

４ 入学者選抜にあたり特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みを整備している

か。 
 本学は、入学者選抜において、病気、負傷、障がい等により特別な配慮を必要とする入学希

望者への対応体制を適切に整備し、公平な入学者選抜の実施に努めている。 

特別な配慮を必要とする志願者への対応は、「学習院大学における障害のある者への入学者

選抜時及び在籍中の支援に関する規程」に基づき、積極的な支援を提供している。 

また、受験時及び入学後の配慮内容の決定にあたっては、公平性及び適切な支援の提供を確

保するための明確な体制と手続が設けられている。入学者選抜受験時の配慮内容（支援内容）

の決定は、アドミッションセンターが本学で最大限提供可能な内容を検討したうえで、学士課

程及び専門職学位課程においては教授会、博士前期課程及び博士後期課程においては研究科委

員会において審議され、決定される。このように十分な検討・審議を経て支援内容を決定する

ことで、公平な入学者選抜の実施のみならず、志願者が合格し、入学した後を見据えた継続的

な対応が行われている。決定した配慮内容は、「回答通知書」として申請者へ連絡される。 

特別な配慮の申請から受験までのフロー及び募集要項については、大学ホームページを通じ

て周知しており、志願者が必要な情報を容易に取得できるよう配慮している。この体制は、入

学後の支援とも連動しており、在籍中の支援についても、「障害学生支援」「相談窓口」「入学

後の支援」など細目が大学ホームページで公開され、学生生活のミスマッチを防ぐための支援

が継続的に提供されることにつながっている。 

 

② 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基

づき適正に管理していること。 

評価の視点１ 学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学

生数を適正に維持し、大幅な定員超過や定員未充足の場合には対策をと

っているか。 

 

１ 学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学生数を適正に

維持し、大幅な定員超過や定員未充足の場合には対策をとっているか。 
 本学は、学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学生数を適

正に維持し、定員管理の適正化に努めるとともに、定員未充足等の課題が確認された場合には

対策に取り組んでいる。 

学士課程全体における定員管理は適切であると判断できる。過去５年間の入学定員に対する

入学者数比率の平均は、学士課程全体で 1.03 となっており、定員を大きく超過することなく
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適正に維持されている。学部・学科別に見ると、入学者数比率が最も高いのは文学部史学科の

1.09 であり、最も低いのは文学部教育学科及び理学部物理学科の 0.96である。 

また、収容定員充足率についても、学士課程全体で 1.08 となっており、定員を適正に管理で

きている。学部・学科別では、充足率が最も高いのは文学部フランス語圏フランス文化学科及

び国際社会科学部国際社会科学科の 1.14、最も低いのは文学部教育学科の 1.00となっている。 

一方、大学院においては、収容定員充足率が大学基準に照らして改善が必要な状況となって

いる。博士前期課程のうち、法学研究科（0.05）、政治学研究科（0.53）、経済学研究科（0.30）、

経営学研究科（0.10）、人文科学研究科（0.46）は定員未充足の状態が続いている。また、博

士後期課程においても、法学研究科（0.11）、政治学研究科（0.33）、経済学研究科（0.22）、

自然科学研究科（0.25）が定員未充足の状況にある。 

定員未充足は日本の私立大学共通の課題であると認識しつつも、各研究科及び全学として改

善に取り組むための具体的な対策が講じられている。2023（令和５）年５月１日開催の「内部

質保証委員会」において、2026（令和８）年３月 31 日までを目途として定員管理に関する改

善に取り組むことを確認し、該当する研究科に改善の指示を行った。現時点では改善完了に至

っていないものの、改善報告書を用いて進捗を確認している。 

また、定員の適切性に関する更なる検証及び志願者数増のための取組みとして、大学独自の

中長期計画であるグランドデザインの重点施策に「ニーズを踏まえた定員の再編と新研究科の

設置の検討」を掲げ、この施策のなかで改善に取り組んでいる。 

 

③ 学生の受け入れに関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組

んでいること。 

評価の視点１ 学生の受け入れに関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における

現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる事項の改善・向上

に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

１ 学生の受け入れに関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が

上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

学生の受入れの適切性について、例年５月に実施している「科長会議」（本院の教育に関す

る重要事項及び院長が必要と認める事項について院長や各学校長が審議を行う場）での報告に

向け、「一般入試に関する動向調査」として、前年度実施済みの「入試の概況」「入試結果を踏

まえた問題認識及びその対応策」に関する各学部長又は入試企画運営委員の回答をアドミッシ

ョンセンターがとりまとめている。本調査の回答により、学部ごとの志願から合否判定、入学

手続状況の振り返りと今後の対策についての共有がなされ、合格者歩留り予測の改善や入試制

度の改編に向けた検討の端緒となっている。 

また、IRデータを活用した点検・評価として、2022（令和４）年度に、2019（令和元）年度

から 2022（令和４）年度までの入学者の選抜区分の違いが、入学後の学力とどのような、ある

いはどの程度の関連を持つのかに関する分析を行った。具体的には、入試形態ごとに、通算 GPA
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の値を学科別、学年別に算出し、その違いを比較した。また、入試形態別区分以外の GPA変動

要因を探るために、高校評定平均、高校卒業年月、性別、出身高校等を設定し分析を行った。

2023（令和５)年度も同調査を実施しており、学部学科ごとに、全選抜区分別の年度通算 GPA

を比較検討できるように箱ひげ図で可視化した。その中で、入学数が多い「一般選抜」「指定

校推薦」「内部進学」での入学者の GPA を比較した結果、指定校推薦で入学した学生は他の選

抜区分で入学した学生よりも、GPAが高い傾向があるということが分かり、この結果を各部門

に共有している。 

更に、2022（令和４）年度以降は、第２章の現状説明③で記載のとおり、各学部・研究科が

『大学基準確認シート』によって、それぞれの学生の受入れの適切性について、点検・評価を

実施し、点検・評価結果を「内部質保証委員会」に報告している。「内部質保証委員会」は、

各学部・研究科の報告を基に、全学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで学生の受

入れの適切性について４つの評価項目により点検・評価を実施している。 

以上のとおり、適切な根拠に基づく点検・評価を毎年度適切に実施していると判断できる。 

 
２ 点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる事項の改善・向上に取り組み、

効果的な取り組みへとつなげているか。 

上述の「一般入試に関する動向調査」における 2023（令和５）年度一般選抜の点検・評価の

結果、文学部では、志願者数を増やす対策として、広報の一層の充実を図るとともに、受験機

会を増やすことが必要との問題認識が示された。これを受けて、文学部哲学科において、2027

（令和９）年度より総合型選抜（AO）の導入が提案され、その後、2024（令和６）年５月２日

開催の「入試委員会」での承認を経て、同年 10月付で大学ホームページにて公表している。 

また、グランドデザインの重点施策に「外部試験導入の検討」を掲げており、一般選抜以外

の入学者選抜（学校推薦型選抜、総合型選抜等）では、複数の学部で英語の外部試験の成績を

出願資格として利用しているため、英語以外の外部試験を利用することが可能か、「入試委員

会」を通じて検討を開始した。その結果、2027（令和９）年度以降の学校推薦型選抜（公募制）

において、文学部ドイツ語圏文化学科ではドイツ語技能検定試験２級以上を出願資格に加える

こと、また同学部フランス語圏文化学科では語学スキルを証明する書類として、実用フランス

語技能検定試験４級以上又はデルフ・フランス語学力資格試験（DELF）若しくはダルフ・フラ

ンス語上級学力資格試験（DALF）の合格証明書の提出を認めることとしたい旨の提案がなされ

た。その後、2024（令和６）年 11月 14日開催の「入試委員会」での承認を経て、同年 11月

付で大学ホームページにて公表している。 

更に、「外部評価委員会」による検証から改善・向上につながった事例として、2018（平成

30）年度の点検・評価に基づく検証の結果、「各種調査（授業アンケート、在学生調査、卒業

生調査等）を分析するとともに、入試追跡調査を実施することが望まれる」ことが提言され、

これに基づき改善に取り組んだ結果、IRオフィスが、入学者選抜形態と入学後の GPA・修得単

位数等とをクロスした追跡調査の分析を行い、2019（令和元）年９月 30日開催の「合同会議」

において報告し、学内で共有を図るなどの改善につながった。そのため、2020（令和２）年度

以降も継続して行っている。 

以上のとおり、点検・評価の結果に基づき、改善・向上に適切に取り組んでいると判断でき
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る。 

 

【２】長所・特色 

特になし。 

 

【３】問題点 

１）入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理について、博士前期課程及び博士

後期課程の一部の研究科では、定員未充足の状態が続いている。このため、定員の適切性

に関する更なる検証及び志願者数増のため、次の取組みを進めている。まず、定員の適切

性に関する更なる検証として、グランドデザインの重点施策に「ニーズを踏まえた定員の

再編と新研究科の設置の検討」を掲げており、本施策のなかで改善に取り組む。 

２）災害救助法の適用となる災害の発生により被災した者で、本学への入学を志願する者に対

して、入学検定料を免除する対応をとっており、災害発生時に都度対応する運用となって

いる。国公立大学や競合他大学では、恒常的に対応できるよう規程等を整備したり、ホー

ムページで常時情報を発信したりしているため、本学でも態勢を整える必要がある。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、入学者受入れの方針に基づき、学位課程ごとに求める学生像や評価基準を明確に定

め、公平・公正な入学者選抜を行う体制を整えている。各学部・研究科では、知識・技能、思

考・判断・表現、関心・意欲・態度の３要素を軸とした入学者受入れの方針を策定し、選抜方

法や評価項目も明示されている。入試の実施に際しては、「入試委員会」などの組織が機能し、

規程に則って厳格に運営されており、特別な配慮が必要な志願者への支援体制も整備されてい

る。 

定員管理については、学士課程において適切な範囲で入学者数を維持している一方、大学院

では一部で未充足の課題があり、全学的に改善に取り組んでいる。また、学生募集・選抜の状

況については毎年度、IR データや入試動向調査に基づく点検・評価が行われ、その結果を活

かして入試制度の見直しや広報の改善、新たな選抜方式の導入、外部試験活用の検討など、継

続的な改善が図られている。こうした取組は、内部質保証体制のもとで PDCA サイクルを確実

に回すことで、受け入れの質と制度の妥当性を高めている。  
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第６章 教員・教員組織 

【１】現状説明 

① 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開で

きる教員組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す

研究上の成果につなげていること。 

評価の視点１ 大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編

制しているか。 

※具体的な例 

‧ 教員が担う責任の明確性。 

‧ 法令で必要とされる数の充足。 

‧ 科目適合性を含め、学習成果の達成につながる教育や研究等の実施に

適った教員構成。 

‧ 各教員の担当授業科目、担当授業時間の適切な把握・管理。 

‧ 複数学部等の基幹教員を兼ねる者について、業務状況や教育効果の面

での適切性。 

評価の視点２ クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員

として任用する場合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を

適切に把握しているか。 

評価の視点３ 教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携す

ることで、組織的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。 

評価の視点４ 授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あら

かじめ責任関係や役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者

にそれを行わせているか。 

 

１ 大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。 

 本学は、大学の理念・目的に基づき、教員組織の編制に関する指針として、2019（令和元）

年度より「求める教員像及び教員組織の編制方針」を策定し、大学ホームページで公表してい

る。 

この方針において、大学全体として求める教員像は、「本学が掲げる理念・目的を十分に理

解し、教育・研究活動に取り組める者」６項目が定められている。 

教員組織の編制方針としては、大学設置基準、大学院設置基準及び専門職大学院設置基準に

基づくとともに、教育研究上の専門分野等のバランスを考慮しながら、各学部・学科及び研究

科・専攻の教育研究上の目的等を実現するために、必要な教員を配置することが明示されてい

る。また、大学全体の教員組織の編制方針に基づき、各学部・研究科においてもそれぞれの方

針を策定し、学内外に広く公表している。例えば、文学部では、各学科の専門領域における優

れた研究業績と深い人文科学の素養を兼ね備えた教員を任用し、配置することが方針として定

められている。 

これらの策定された方針に基づき、教員組織は適切に編制されており、大学全体及び各学
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部・研究科、専門職大学院において、大学設置基準等に定められた必要専任教員数を確保して

いる。 

教員配置の具体的な措置として、各学位課程の目的に即した配置が行われており、国際性、

年齢、性別構成への配慮も行われている。例えば、理学部では、人事公募の際に各学科の教員

構成を考慮し、適切な年齢構成となるよう調整が行われている。 

さらに、教育上主要と認められる授業科目、すなわち必修科目や選択必修科目には、原則と

して専任教員（教授、准教授、講師又は助教）が適正に配置されている。研究科の担当教員に

ついても、研究科ごとに「授業及び指導の担当資格に関する内規」を定め、適正な配置が行わ

れている。 

教員の授業担当負担に対しては、「学習院教職員給与規程」等に基づき基準授業時間を定め、

学部長や学科主任など学内業務負担の重い役職者や研究時間の確保が必要な若手教員に対し

ては、最低授業単位数を減らすなどの授業担当負担軽減のための措置を講じている。また、授

業における補助者としてティーチング・アシスタント（TA）やスチューデント・アシスタント

を積極的に採用することで、授業担当負担の軽減に努めている。基準授業時間を超える担当に

対しては、基準授業時間外手当が支給されている。 

このように、本学は、策定した「求める教員像及び教員組織の編制方針」に基づき、教員組

織を適切に編制し、教育研究活動を展開できる体制を整備している。 

 

２ クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する

場合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか 

 本学では、クロスアポイントメントは導入していない。なお、グランドデザインの実施計画

として「テニュアトラック制度やクロスアポイントメント制度の検討」を挙げていることから、

クロスアポイントメント制度の導入の検討を行ったが、導入が積極的に求められる状況ではな

いと判断している。 

 

３ 教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組

織的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。 

 本学では、教員と職員がそれぞれの役割と責任を明確にしながら協働し、組織的かつ効果的

な教育研究活動の実現に取り組んでいる。 

大学運営においては、学長の下に副学長、学部長、研究科委員長などの役職が設けられ、そ

の役割は「学習院大学役職規程」に規定されている。また、学内の意思決定機関である「合同

会議」には、教員だけでなく、学長室部長や大学経理部長などの職員も委員として構成されて

おり、教職協働による運営が行われている。特に、専門的な業務を担う組織において、教員と

職員の連携が明確化されている。 

 

 学生支援体制における役割分担 

学生の修学支援については、各部門の教員（教務委員等）が広義の相談や指導にあたり、

教務課（事務職員）が事務手続や規程関連の相談に対応し、ラーニング・サポートセンタ

ー（LSC）が学習方法や技能に関する支援を行うなど、それぞれの役割分担に基づき連携
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して支援を提供している。また、学生センターは、学生支援の中核拠点として、教員であ

る学生センター所長と事務職員である学生センター部長が連携し、教務課、学生課、学生

相談室の３部署をまとめ、学生への切れ目のないサービスを提供している。 

 研究活動における協働 

研究活動の活性化、推進、及び若手研究者の育成を図るため、リサーチ・アシスタント

（RA）や工作工場の技術スタッフが配置され、教員の教育研究活動を支援する体制が整備

されている。近年は、外部資金獲得に向けた取り組みにおいて、研究者と研究支援センタ

ーの職員及び University Research Administrator（URA）が協働するケースが増加して

おり、その結果、科研費基盤研究（S）、「文部科学省宇宙航空科学技術推進委託費」及び

「JAXA宇宙戦略基金」の採択などの成果につながっている。 

 

４ 授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係

や役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。 

 本学は、授業における指導補助者の役割と責任関係を明確にするため、規程に基づき体制を

整備し、明確な目的のもとで運用を行っている。具体的には、「学習院大学ティーチング・ア

シスタント規程」を定め、同規程に基づきティーチング・アシスタント（TA）制度を設けてい

る。 

TA は、教員の教育研究活動を支援する体制の一部として機能しており、授業における補助

者として積極的に採用されている。これにより、教員の授業担当負担軽減のための措置として

活用され、負担の軽減に努めている。また、TAにとっては、将来教育研究の指導者となるため

のトレーニングの機会となっている。 

このように、本学は、指導補助者の設置目的、役割、及びその法的根拠を規程によって明確

に定め、教育活動の質向上と教員の支援という明確な指導計画のもと、適任者（大学院学生）

を配置している。 

 

② 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。 

評価の視点１ 教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に

配慮しながら人事を行っているか。 

評価の視点２ 年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別

など教員の多様性に配慮しているか。 

 

１ 教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら

人事を行っているか。 

 本学では、教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続を定め、公正性に配慮し

た人事を実施している。 

教員の採用・昇任等に関する基準及び手続は、職位（教授、准教授、助教等）ごとに「学習

院大学教員選任規程」において明文化されている。また、各学部及び法務研究科においては、

「経験年数」「教育業績」「研究業績」の基準を明確にした内規を作成し、これに基づき採用・
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昇任等を実施している。 

教員の募集は、これらの規程や各内規に基づき、公正性に配慮し、大学ホームページや JREC-

IN Portal 等による公募又は学内推薦公募によって行われている。採用・昇任の実施は、上記

の規程や内規に沿って適切に行われている。特に、公正性への配慮として、文学部では、教員

の募集・採用・昇任等に関わる基準及び手続について、複数の申合せを定めている。採用（昇

任）の決定プロセスは厳格であり、選考委員会による業績審査報告を経た後、教授会における

投票によって決定されるなど、公正性に十分配慮されている。 

なお、以前、一部の学部で指摘されていた、昇格基準が「大学卒業後の年数」のみで記され

ているという改善課題については、「教員の昇格審査の基準に関する運用細則」及び「教員の

採用審査の基準に関する運用細則」を定めたことで、改善が完了している。 

 

２ 年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多

様性に配慮しているか。 
 本学は、教員組織の編制方針において、各学位課程の目的に即した教員配置（国際性、年齢、

性別構成等も含む）を行うことを適切な教員組織編制のための措置として定めている。 

教員構成については、国際性、年齢、性別構成への配慮が明記されており、これに基づき教

員組織が適切に編制されている。 

年齢構成の適切性を確保するため、各学部では採用人事を通じて適正な年齢構成となるよう

配慮している。例えば、理学部では、教授、准教授、あるいは専任講師の人事公募の際に、各

学科のその時点での教員構成を考慮し、新たに採用する教員がどの年齢層に属することが望ま

しいかを検討したうえで、公募する職位に反映させている。これにより、採用人事を通じて年

齢構成が適切なものとなるよう調整されている。 

 

③ 教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実

施し、教員の資質向上につなげていること。 

評価の視点１ 教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる

組織的な取り組みを行い、成果を得ているか。 

評価の視点２ 教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るため

に、組織的な取り組みを行い、成果を得ているか。 

評価の視点３ 大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育

活動、研究活動等の活性化を図ることに寄与しているか。 

評価の視点４ 教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授

業の運営等が適切になされるよう図っているか。 

 

１ 教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組

みを行い、成果を得ているか。 

 教員の資質の向上を図るため、2023（令和５）年度に「ファカルティ・ディベロップメント

推進委員会」から改組された「学習院大学 FD・SD推進委員会」を中心として、全学として FD
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研究会等を毎年実施している。具体的な取り組みとして、2023（令和５）年度には、技術発展

が著しい生成系 AIが大学教育に与える影響を考える機会として「生成系 AI（人工知能）が大

学教育に与える影響」研修会を実施した。また、2024（令和６）年度には、大学院の各専攻に

おける学習成果の達成度を評価する指標としてルーブリックを導入することを踏まえ、「ルー

ブリックの作成方法と活用」に係る研修を実施し、この研修には大学院各専攻を代表して１名

以上の教員が出席している。 

全学的な研修活動は、LMS「Moodle」内に「FD・SD研修会」コースを設けており、当日の研

修映像を蓄積することで、当日参加できなかった全専任教員が後日研修を受講できるようアー

カイブ視聴可能な環境を整備している。 

さらに、全学的な取り組みに加え、各学部・研究科においても独自の FDが実施されており、

例えば文学部では授業評価アンケートの結果を検討し、年に２度 FD・SD 研究会を開催するこ

とで、教育活動の向上を図っている。また、法務研究科でも「FD委員会」を頻繁に開催し、教

員の教育能力の向上や教育課程、授業方法の開発及び改善を図っている。 

 

２ 教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り

組みを行い、成果を得ているか。 

 教員の研究活動の活性化や資質向上を図るための組織的な取り組みとして、研究支援センタ

ーが中心となり、外部資金獲得に向けた全学的な支援を行っている。具体的には、若手研究者

の研究活動をサポートする「日本学術振興会特別研究員スタートアッププログラム」や、科研

費不採択課題に対し次回応募を条件に研究助成を行う「科研費ステップアップ事業」、大型種

目応募者を助成する「科研費 BigShot 事業」を実施している。また、教員の研究活動の資質向

上のため、科研費公募に係る説明会を実施し、外部機関、科研費採択実績の豊富な研究者、

University Research Administrator（URA）等が講師となり、応募について多角的な視点か

ら講演、解説を行っている。これらの組織的な支援の結果、本学の科研費新規採択率は高水準

を維持しており、2022（令和４）年度は大学を含む研究機関の中で５位（私立大学で１位）、

2023（令和５）年度は２位（私立大学で１位）、2024（令和６）年度は８位（私立大学で２位）、

2025（令和７）年度は４位（私立大学で２位）となっている。さらに、2022（令和４）年度の

「文部科学省宇宙航空科学技術推進委託費」、2024（令和６）年度の「JAXA宇宙戦略基金」の

採択、2024（令和６）年度、2025（令和７）年度基盤研究（S）２年連続採択など、研究者と

研究支援センター職員及び URA が協働するケースが増加しており、大学としての強みを生か

した外部資金獲得につながっている。 
社会貢献活動においては、研究成果が社会連携等につながるよう、ホームページ上で教員の

国際論文掲載助成事業の論文内容を公開するなど、積極的な情報発信を行っている。また、本

学の教育研究活動の成果を社会に還元し、地域との連携・交流を推進する特徴的な取り組みと

して、豊島区と協力して日本語教育を実施している。この活動では、教員が運営を担っており、

大学院学生は社会的課題の解決に取り組み、学部学生は日本語教育実践の場を得ながら地域に

対する理解を深めている。さらに、豊島区と区内７大学との包括協定に基づき、「としまコミ

ュニティ大学」に参画しており、教員が専門性を活かした講座を担当し、地域住民に対しての

総合的な学びの場を提供している。 
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３ 大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動

等の活性化を図ることに寄与しているか。 

 本学は、教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用について、全学的

な仕組みと各学部・研究科独自の仕組みを導入している。 

全学としては、各専任教員の研究活動及び社会活動の成果を毎年度研究者情報データベース

に入力し、学内外に発信することで業績を可視化している。また、各学部及び法務研究科では、

教員の教育活動、研究活動、社会活動を評価する仕組みを設けており、例えば法務研究科では、

採用及び昇格の際に、教育実績、研究業績及び社会貢献活動について審査を行い、教授会での

判断材料としている。さらに、外部機関等から表彰された研究者がいる場合、研究内容と共に

受賞の様子を本学ホームページで公表し、研究活動の活性化を図っている。 

 

４ 教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が

適切になされるよう図っているか。 

 本学では、指導補助者が教育に関わる場合、授業の運営等が適切になされるよう必要な研修

を組織的に行っている。具体的には、授業補助者となる TA に対して、毎年度外部講師による

研修を実施し、TA制度の目的や役割を理解させ、知識・技能の充実を図っている。この研修の

内容には、大学教員を目指す大学院生を対象とした教育能力や職能を開発するためのプログラ

ム、すなわちプレ FDの要素（「伝える技術、伝わるプレゼンテーション」）を盛り込んでおり、

適任者に対する組織的な能力開発に取り組んでいる。 

 

④ 教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい

ること。 

評価の視点１ 教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や

成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り

組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

１ 教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっ

ている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

2022（令和４）年度以降は、各学部・研究科が『大学基準確認シート』によって、それぞれ

の教員・教員組織の適切性について、点検・評価を実施し、点検・評価結果を「内部質保証委

員会」に報告している。「内部質保証委員会」は、各学部・研究科の報告を基に、全学レベル

の自己点検・評価に取り組み、そのなかで教員・教員組織の適切性について、５つの評価項目

により点検・評価を実施している。 

以上のとおり、適切な根拠に基づき点検・評価を適切に実施していると判断できる。 
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２ 点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的

な取り組みへとつなげているか。 

2017（平成 29）年度の全学レベルの点検・評価の結果、「各学部・学科、研究科・専攻の教

員組織の編制方針が未策定であるため、今後の検討課題である」ことが明らかになったため、

2018（平成 30）年度の目標として「各学部・学科、研究科・専攻の教員組織の編制方針を定

め、大学ホームページで公表する」ことを挙げた。その後、年度中の振り返りとして「2018（平

成 30）年 10 月 29 日開催の『内部質保証委員会』において、大学全体の求める教員像及び教

員組織の編制方針の見直しを提案し、各学部等の意見を踏まえて、2019（平成 31）年１月末に

大学ホームページに掲載し広く社会に公表する予定である。また、同委員会において、各学部

（学科）及び研究科（専攻）の教員組織の編制方針を策定するよう指示しており、大学全体の

方針と合わせて大学ホームページ等で公開する予定である」ことを確認した。その後、2018（平

成 30）年度中に大学全体の求める教員像及び教員組織の編制方針、各学部・研究科の教員組

織の編制方針を作成し、2019（令和元）年度から大学ホームページで公表するに至った。 

また、2022（令和４）年度には、情報教育・研究組織である計算機センターがそれまでの経

緯から学習院全体の情報システムの保守運用や各学校における情報化推進に係る相談窓口の

役割を担ってきたところ、社会における情報教育の在り方の変化に伴い同センターの教育・研

究組織としての役割が今後更に大きくなることが予見されたため、役割の見直しを開始した。

その結果、学習院全体の情報システムや情報化推進に係る相談窓口の機能を法人事務部門に移

管すること、教育・研究組織としての計算機センターの機能強化のため、計算機センターの専

任教員を１名増員すること等を決定した。 

以上のとおり、定期的な点検・評価の結果に基づき改善・向上に適切に取り組んでいると判

断できる。 

 

【２】長所・特色 

 特になし。 

 

【３】問題点 

１）大学院固有の FDが不十分であるため、これを実施するよう改善が求められる。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、「求める教員像・教員組織の編制方針」を軸とする規程整備と公開、設置基準の充

足、科目適合性を踏まえた専任配置、授業負担管理（基準授業時間・軽減措置・TA活用）等に

より、教育研究活動の安定運用に必要な“制度と運用”の基盤を概ね確立している。FD・SDの

全学的展開、各部局の独自 FD、研究支援センター・URAによる外部資金獲得支援の成果（採択

率の高水準）など、教員の資質向上・活動活性化に関わる取り組みも継続的に機能している。

また、内部質保証委員会を中核とした定期点検・評価と、その結果に基づく方針策定・組織見

直し（例：教員組織方針の全学公表、計算機センター機能見直し）により、PDCAが制度として

回っている点と判断できる。 
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第７章 学生支援 

【１】現状説明 

① 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実

施していること。 

評価の視点１ 学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整

備し、教員と職員がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。 

評価の視点２ 各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必

要なスタッフを配置しているか。 

評価の視点３ 学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は

学生の利用しやすさに配慮しているか。 

評価の視点４ 学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組み

を整備しているか（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。 

評価の視点５ 障がいのある学生や留学生の実態に応じ、それらの学生に対する修学支

援を行っているか。 

評価の視点６ 学習の継続に困難を抱える学生（留年者、退学希望者等）に対し、その実

態に応じて対応しているか。 

評価の視点７ 遠隔授業をはじめ教育等で ICTを活用する場合は、ICT機器の準備や通信

環境確保等において学生間に格差が生じないよう、必要に応じて対応し

ているか（機器貸与、通信環境確保のための支援等）。 

評価の視点８ ICTを利用した遠隔授業を行う場合にあっては、自宅等の個々の場所で学

習する学生からの相談に対応するなどの学習支援を行っているか。また、

学生の通信環境へ配慮した対応（授業動画の再視聴機会の確保等）を必要

に応じて行っているか。 

評価の視点９ 学生の心身の健康、保健衛生等に関わる指導・相談を、学生の実態に応じ

て行っているか。 

評価の視点 10 学生の孤立化を防止するため、人間関係構築につながる措置（学生の交流

機会の確保等）を必要に応じて行っているか。とりわけ ICT を利用した

遠隔授業を行う場合において配慮しているか。 

評価の視点 11 各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要

性、個々の学生の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキ

ャリア教育・キャリア形成支援等の進路支援を行っているか。 

評価の視点 12 上記のほか、部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動へ

の支援など、必要に応じた支援を行っているか。 

評価の視点 13 ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生

の基本的人権の保障を図る取り組みを行っているか。 

 

１ 学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整備し、教員

と職員がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。 
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本学は、2019（令和元）年度に、学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができ

るよう、「学生支援に関する方針」を策定し、修学支援、生活支援、キャリア支援、障がい学

生支援、留学生支援について定めている。この方針に基づき、支援体制を整備し、教員と職員

が連携して役割を果たしている。例えば、修学支援においては、各部門の教員（教務委員等）

が広義の相談や指導にあたり、職員（教務課）が事務手続や規程関連の相談に対応し、ラーニ

ング・サポートセンター（LSC）が学習方法や技能に関する具体的な支援を行うなど、役割分

担に基づき連携してサービスを提供している。生活支援については、学生課が奨学金等の経済

的支援や正課内外の活動を担い、学生の心身のケアは学長室保健センター（保健センター）と

学生センター学生相談室（学生相談室）が中心となり、例えば「精神的危機にある学生への対

応ガイドライン」を策定し、これに基づき支援を提供している。 

 

２ 各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必要なスタ

ッフを配置しているか。 

学生支援の各分野において、専門的な知識・能力や経験を有するスタッフが配置されている。

学生の心身のケアを担う学生相談室には、いずれも「臨床心理士」及び「公認心理師」資格を

有する専任３名、非常勤２名のカウンセラーが配置され、学生及び保証人等からの相談に対応

している。また、学生の学習方法や内容に関する具体的な相談に対応するため、LSCには修士

号又は博士号を取得しているスタッフを配置している。 

進路支援において、キャリアセンターでは、国家資格であるキャリアコンサルタントの有資

格者を相談員として配置し、学生の個別相談に対応している。また、卒業後の進路選択に特に

関わるプログラムとして、社会で活躍する卒業生を講師として迎える「学習院キャリアフェス

ティバル」を開催するなど、卒業生ネットワークとの連携を活用した支援を展開している。 

留学生支援については、国際センターが、大学院に在籍する外国人留学生を対象とするチュ

ーター制度や、協定留学生を対象とする留学生バディ制度による支援を行っている。その他、

大学運営の高度化に対応するため、IR オフィスには専門職員を、研究支援センターには URA

（University Research Administrator）を配置している。 

 

３ 学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は学生の利用

しやすさに配慮しているか。 

 学生支援に関する情報は、学生の利用しやすさや分かりやすさに配慮して積極的に提供され

ている。 

奨学金に関する情報については、大学ホームページに学生の属性別の奨学金情報が掲載され

ており、学生課が作成する『奨学金の手引き』や各種申請書類も公開し、学生の利用を促して

いる。また、障がい学生支援に関する情報についても、全学的な方針、手続及び支援事例を公

開することで、受験生や在学生が支援内容を理解し、支援を受ける意思を表明できるように配

慮している。 

 学生相談室の総合的な案内は公式ホームページにより最新の情報を掲載することで行って

いるほか、紙媒体でのニューズレターを独自に発行したり、学生課発行の「学習院大学通信

COMPASS」等に定期的に情報を掲載したりし、学生以外に父母保証人への広報にも配慮してい
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る。 

 

４ 学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組みを整備している

か（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。 

 ラーニング・サポートセンター（LSC）では、大学での学びに不可欠な４技能（「読む」「書

く」「聴く」「話す」）の習得をテーマにしたセミナーを開催している。具体的には、レポート

の書き方やプレゼンテーションの仕方など、学習方法や技能に関する支援を行っている。また、

LSC では、学習方法や内容に関する相談対応に加え、学生の自習やグループ学習のためのスペ

ースも提供している。LSCには、修士号又は博士号を取得しているスタッフが配置されており、

学習の相談に対応している。 

また、学部ごとの取り組みとして、理学部数学科では、大学での学びの移行を支援するため、

少人数形式の「数学基礎セミナー」を開講している。このセミナーは、６名から７名のセミナ

ー形式で実施され、教員との対面の会話を通じて、学生一人ひとりが４年間の勉学の俯瞰的な

イメージを持てるようにすることを目的としている。 

図書館においては、多くの１年次学生が受講する情報科目「情報リテラシー」の初回授業の

後半 30 分で、図書館利用や資料検索のガイダンスを実施している。対面形式の講義と併せ、

図書館及び所属学科の図書室へ足を運んで解く事後課題を課して、図書館を使い始める仕掛け

としている。また、初年次教育のサポートとして、基礎教養科目「アカデミック・スキルズ」

のなかでも図書館の活用方法等について説明するなどしている。さらに、学科や各教員の要望

を聞き取り、学科及び学年の学びに応じた、より高度な学術情報コンテンツの収集方法を教え

るガイダンスを行っている。なお、授業内でのガイダンス機会のない学生も自学自習できるよ

うに「最強のガイドブック―13 分でわかるレポート材料の集め方―」を作成し、大学での学

びに不可欠な情報収集の方法や情報の信頼性の見極め方等を案内している。加えて、LSCとタ

イアップし、レポート・卒論の書き方、役立つ資料の集め方を一度に学べるレポート・卒論セ

ミナーを開催して、より学生のニーズに沿った学習サポートの機会を提供している。 

初年次教育については、国際社会科学部で、入学前教育プログラムとして３月下旬に３日間、

数学特別授業を開講し、社会科学を学ぶために必要な数学の知識を復習する機会を設けてい

る。また、１年次の第１学期には「入門演習Ⅰ」において図書館やデータベースの使用方法、

レポート作成に関わる倫理、社会科学の基礎的分析手法等を学び、第２学期の「入門演習Ⅱ」

では「入門演習Ⅰ」での学習を基礎に、仮説を立て実証するという方法論を学ぶことを主眼と

して、効果的なプレゼンテーションやディスカッションの能力を修得する。これらの演習科目

は 20名規模のクラス編成であり、Iと IIで担当教員と学生を替えることで、大学入学当初の

学生の人間関係作りにも配慮している。専門職学位課程の法務研究科でも、入学前教育として、

ヘッドスタートプログラムを実施し、本法科大学院の特色である少人数教育の魅力や司法試験

に向けての充実した支援体制、勉学にあたっての心構えや学習方法などについて説明するとと

もに、利用教科書・参考文献、初回授業の課題の事前通知、オンデマンド講座視聴による予習

促進を行っている。 
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５ 障がいのある学生や留学生の実態に応じ、それらの学生に対する修学支援を行っている

か。 

障がいのある学生に対しては、「学習院大学における障害のある者への入学者選抜時及び在

籍中の支援に関する規程」に基づき、授業や試験において学生の特性に応じた個別の配慮・対

応を求める「配慮依頼文」の作成、ノートテイクやパソコンテイクの人員手配、拡大読書器の

貸し出し等が実施されている。また、「学習院身体障害者支援給付援助金」制度を設けており、

支援サービスを受ける際の資金面での支援も行っている。 

留学生に対する修学支援として、国際センターが、大学院に在籍する外国人留学生を対象と

するチューター制度や、協定留学生を対象とする留学生バディ制度による支援を行っている。

さらに、日本語能力が本学の定める基準（日本語能力試験 N4 程度以上）を満たさない協定留

学生に対しては、留学前の約半年間でオンライン日本語教育プログラム（JLPC）を提供し、必

要な日本語能力を身につける仕組みを本格的に導入している。 

 

６ 学習の継続に困難を抱える学生（留年者、退学希望者等）に対し、その実態に応じて対

応しているか。 

成績不振の学生に対しては、各学部・学科で成績不振の基準を設定し、基準を下回った学生

に対し、教務委員による個別面談・指導を実施し、面談結果を教務課に提出することとしてい

る。例えば、国際社会科学部では、GPAと修得単位数が一定の基準未満となった学生等に対し、

修学上の指導を義務づける基準を定めている。そのうえで、学生が個人的な悩みや心身の不調

を抱えていると考えられる場合は、学生相談室への相談を勧めるなどの対応も行っている。 

休学・退学希望者に対しては、指導教員（ホームルーム担当教員、学生委員等）、学科主任、

学部長、教務課、学生相談室等が連携して情報交換を行い、学生や保証人への連絡、相談対応

等を適宜行っている。「退学願」提出前には、指導教員等の押印を必須とすることで、退学希

望者を把握し、相談対応等が行える仕組みを設けている。 

 

７ 遠隔授業をはじめ教育等で ICTを活用する場合は、ICT機器の準備や通信環境確保等に

おいて学生間に格差が生じないよう、必要に応じて対応しているか（機器貸与、通信環境確

保のための支援等）。 

遠隔授業をはじめとする教育における ICT の活用に関して、学生間に格差が生じないよう

配慮している。例えば、コロナ禍において遠隔授業が多くなった際には、学生が自宅で学習に

取り組むための環境整備として、シラバス掲載図書を中心に電子ブック等の拡充を行った。電

子ブック等のアクセス数は大幅に増加しており、学生が来館しなくても学べる環境の提供に貢

献している。また、コロナ禍以後においては、遠隔授業を新しい授業実施方式として定義し、

教育上有効であると定める一部科目については遠隔授業を実施している。この遠隔授業科目に

おいても学内の無線 LAN 環境のある教室を割り当て、自宅等で通信環境が確保できない場合、

同教室で受講可能とし、学生の受講環境を確保している。 
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８ ICT を利用した遠隔授業を行う場合にあっては、自宅等の個々の場所で学習する学生か

らの相談に対応するなどの学習支援を行っているか。また、学生の通信環境へ配慮した対応

（授業動画の再視聴機会の確保等）を必要に応じて行っているか。 

 遠隔授業科目・対面授業科目を問わず、全ての科目において、シラバスでのオフィスアワー

の記載を必須化し、各科目の教員への相談先・相談方法を明示している。また、ラーニング・

サポートセンターにおいては Zoom での相談も受け付けており、アカデミックスキル全般につ

いての相談も可能である。障害等により一時的に通学できない状況にある学生に対しては教務

課にて Zoomで授業対応に関する相談を受けている。 

遠隔授業科目において、授業動画の録画提供等は基本的に行っていないが、LMS（Moodle）

にて授業資料やオンデマンド教材を随時参照可能とする科目もある。 

 

９ 学生の心身の健康、保健衛生等に関わる指導・相談を、学生の実態に応じて行っている

か。 

 学生の心身の健康保持・増進及び安全・衛生への配慮については、学長室保健センター（保

健センター）と学生センター学生相談室（学生相談室）が中心となり、必要な支援を提供して

いる。 

保健センターでは、学内で傷病者が発生した際の応急的な処置及び医療機関の紹介等の救急

処置、心身の不調に関する専門医による健康相談対応、健康診断の実施や健康管理等の支援を

行い、学生が自ら健康を管理できるようになるための保健指導も行っている。また、学生が心

身ともに健康で有意義な学生生活を送ることができるよう、ハンドブック『Health and Life 

Navi』を作成し、大学ホームページに掲載している。これに加え、学生を対象に、薬物の正し

い知識の獲得を目的とした保健教育の一環として、スポーツ・健康科学センターとの共催で薬

物による身体への影響及び薬物による犯罪等について特別講義を５月に開催した。更に、目白

キャンパスにおける受動喫煙防止及び将来的な全面禁煙化に向けた施策の一環として、スポー

ツ・健康科学センターと連携し、「喫煙を巡る諸問題を考える」と題した特別講義を７月と 12

月に開催した。禁煙の意思がある学生に対しては、喫煙が身体に及ぼす影響を指導し、禁煙外

来を適宜紹介している。 

学生相談室では、相談内容を特定せず様々な相談に応じており、学生及び保証人等からの相

談対応、学内外の相談機関・医療機関への紹介等の支援を提供している。特に、学生や保証人

等から心身の不調に関する悩み相談が寄せられた場合は、必要に応じて学校医とも連携し、医

療機関への紹介状を作成したうえで学生を医療機関又はその他の機関に紹介している。これに

より、学生の受診不安感の軽減や治療モチベーションの向上等に寄与している。また、学生相

談室の相談受付は基本的に個別相談の形式で対応しており、プライバシー保護への配慮も行っ

ている。 

その他の取り組みとして、精神的危機にある学生に対する危機管理をまとめた「精神的危機

にある学生への対応ガイドライン」を作成し、2024（令和６）年４月より施行している。また、

2023（令和５）年より不定期にセラピー犬を本学に招き、学生及び教職員を対象にアニマルセ

ラピーを開催している。2024（令和６）年 11月から 2025（令和７）年１月にかけては、学生

相談室に来室した学生を対象にセラピーロボット「NICOBO」によるロボットセラピーを実施し、
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その検証結果を取りまとめた。なお、2025（令和７）年６月より、セラピーロボット「NICOBO」

を常設し、引き続きロボットセラピーを行い、長期的な検証を行う予定である。 

 

10 学生の孤立化を防止するため、人間関係構築につながる措置（学生の交流機会の確保

等）を必要に応じて行っているか。とりわけ ICTを利用した遠隔授業を行う場合において配

慮しているか。 

 本学は、学生の孤立化を防止し、人間関係構築につながる措置を講じている。 

生活支援の一環として、学生の孤立を防ぎ、交流を深めるための取り組みが実施されている。

例えば、国際社会科学部では、１年次の必修科目の演習（「入門演習Ⅰ・Ⅱ」）において、担当

教員とクラスの学生を入れ替えることで、大学入学当初の学生の人間関係作りに役立つよう配

慮している。これらの演習科目は 20名規模のクラス編成で行われている。 

また、留学生の孤立化防止や相互理解促進の観点から、国際センターが、交流の機会を定期

的に設けている。例えば日本文化体験企画やバス旅行、ホームビジット・ホームステイプログ

ラムを実施することで、学内外での交流を深め相互理解を図る機会を提供している。更に、「チ

ャットルーム」や「異文化体験週間」等のイベントを開催し、日本人学生と留学生双方が活躍

できる機会を創出している。 

学生相談室には「コミュニティスペース」と呼ばれる、学生なら一人でも数人でも、休憩、

勉強、食事などのために予約なしで自由に使える部屋がある。空き時間にそれぞれの学生が思

い思いの時間を過ごしており、学内の居場所の１つとして、行き場のなさに困ったり孤立感を

持ったりすることのないように機能している。また学生相談室では、人間関係の構築などに関

する専門的な訓練を目的としたセミナーも開催している。 

 

11 各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要性、個々の学

生の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援

等の進路支援を行っているか。 

正課のキャリア教育として、全学部・学科の学生を対象に、１年次から履修可能な全学共通

科目「キャリア・デザインⅠ・Ⅱ・Ⅲ」を提供している。これらの科目を通じて、学生が社会

との関わりの中で形成されるキャリアを追求し、人生を通じた職業観の意識づけを行う機会を

低年次から設けている。 

学部・分野の特性に応じた教育も展開されている。法学部法学科では、２年次以上の学生を

対象に法曹コースを開設しており、これは法科大学院を経て司法試験を目指す学生への一貫教

育プログラムであると同時に、法学部のキャリア教育の一環として設置されている。ここでは、

実際に社会で活躍している本学出身の法曹を招いたセミナーやシンポジウムも開催している。

経済学部では、キャリア設計に必要な能力を身につけるための同学部独自の教育プログラムと

して、「産業事情（現代企業論）」や副題に注目の業界を据えた「産業事情【各種業界名】」を

開講し、様々な業界の取締役やビジネスパーソンを招き、仕事の実態に触れる機会を提供して

いる。文学部英語英米文化学科では、「英語教育インターンシップ」を開講し、教職を目指す

学生だけでなく、教職を目指さない学生にも職業としての教育の一端を覗かせ、社会人として

のキャリアを考える機会を提供している。 
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また、学部３年次学生には、「インターンシップと仕事経験」という科目を通じて、日本の

企業や組織でのインターンシップの実体験を促し、将来のキャリア選択を促す機会を提供して

いる。更に、2018（平成 30）年度からは「金融リテラシーとライフデザイン」という科目を提

供し、実践的な教養を踏まえたライフプランの構築をサポートしている。 

また、正課外の学生の職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援等の進路支援は、

キャリアセンターが中心となり、各学位課程や分野の必要性、及び個々の学生の特性等に応じ

て展開されている。 

キャリアセンターは、学生の自律的なキャリア形成のサポートという視点でプログラムを提

供している。学部１年次学生に対しては、「キャリアアップセミナー」を実施し、充実した学

生生活を送ることの大切さを伝えている。就職活動を控えた学部３年次学生・博士前期課程１

年次学生に対しては、「進路ガイダンス」及び「就職ガイダンス」を開催し、学生生活のさら

なる充実を目指しつつ、社会に出るための具体的な準備について考える機会を提供している。

なお、これらの講座では、自ら考え言語化し、相手に伝えるトレーニングを繰り返し行うアク

ティブ・ラーニング形式を取り入れている。 

障害や疾病をかかえる学生のキャリア支援は、学生本人による希望と承諾のもと、学生相談

室とキャリアセンターの担当者が連携してサポートを行っている。 

卒業後の進路選択で就職を希望する学生への支援としては、就職活動に必要なスキルの向上

を目的とした「中規模講座」、「小規模講座」を年間を通して多数開催するほか、卒業生を講師

とし、内定を獲得した上級生をサポーターとして迎えた「学習院キャリアフェスティバル」と

いう行事を開催している。これは、卒業生の献身的な協力により 35 年間続いた本学の特徴的

なプログラムである「面接対策セミナー」をリニューアルしたものである。就職活動を進める

上で学生自身に不足している点を自覚させ、改善に向けて次に何をすべきかの気づきを与える

上で、本行事の果たす役割は非常に大きい。 

教職を目指す学生に対しては、教職課程事務室とキャリアセンターとの連携により、教員採

用試験の動向や対策に関する情報提供、合格者による体験談報告会といった学習支援を組織的

に実施している。 

これらの支援の結果、2025（令和７）年３月卒業生の就職内定率は 98.1％と高い水準を維

持している。 

 

12 上記のほか、部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援など、

必要に応じた支援を行っているか。 

 本学では、学生の正課外活動、特に部活動やボランティア活動について、学生自治の精神を

尊重しつつ、大学が組織的に支援する体制を築いている。 

正課外の活動は、学生自治の精神に基づく学習院輔仁会大学支部の傘下で行われており、大

学はこれを支援する体制にある。具体的には、部活動・サークル活動等の課外活動について、

「課外活動指導委員会」を設置し、輔仁会大学支部に所属する各種団体に対し、活動に必要な

指導及び適切な援助を行っている。学生自治に基づく支援の結果、長年にわたる伝統的な課外

活動行事が継続されている。例えば、運動競技を通じて互いの絆を深める四大学運動競技大会

（成蹊大学、成城大学、武蔵大学と本学で実施）は 1950（昭和 25）年から、また学習院大学
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対甲南大学運動競技総合定期戦は 1956（昭和 31）年から開催が続いている。これらの行事は、

学生が自主的かつ積極的に活動することを根幹としつつ、大学が大規模行事の調整等を支援す

ることで継続が図られている。大学祭である桜凛祭の運営においても、学生が中心となり企

画・運営に取り組んでいるが、大学は実行委員会の学生と繰り返しミーティングを行い助言す

るほか、提出される企画書や願い出文書を基に学内調整を行うなどの支援を行っている。 

ボランティア活動への支援については、地域社会との連携・交流を推進する取り組みの一環

として実施されている。例えば、馬術部では、豊島区と連携し、心身に障がいを持つ同区の子

どもたちに馬とのふれあいを通じた健康の回復と維持を図ることを目的とした「ホース・セラ

ピー」を 2000（平成 12）年から継続して実施している。2024（令和６）年度からは、豊島区

との連携した活動として、近隣小学校の児童・教職員を対象とした馬術部厩舎見学、豊島区立

中学校の中学生に対する社会福祉研究会による放課後学習支援（計 26 回）を実施している。

また、2025（令和７）年度からは、一般社団法人昭和会館と連携し、書道部による児童養護施

設の子供たちに書道指導を行うという活動を開始した。これらの活動は、学生の地域貢献活動

への参加を支援する機会となっている。 

 

13 ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生の基本的人権

の保障を図る取り組みを行っているか。 

 本学は、ハラスメントその他の人権侵害と差別のない良好な環境づくりに努めるため、「学

生に対するハラスメントの防止等に関する学習院大学の基本方針」を策定し、ハラスメントの

定義や解決に向けた手続等を明示している。同方針に基づき相談体制を整備しており、相談員

は大学ホームページに掲載され、『ハラスメント防止リーフレット』も作成して、希望者から

の相談及び面会対応を行っている。 

学生の基本的人権の保障の一環として、プライバシー権の保護にも配慮している。学生の心

身のケアを担う学生センター学生相談室では、相談受付を基本的に個別相談の形式で対応して

おり、プライバシー保護に配慮している。 

情報管理に関しては、「学習院個人情報保護規程」及び「学習院特定個人情報取扱規程」を

制定し、個人情報等の適正な取扱いを確保するための体制を整備している。これらの規程に基

づき、保有個人データの管理に係る重要事項の決定、連絡調整等を行うための「学習院個人情

報保護委員会」を設け、大学内にも部会を設置して個人情報の保護、取得、保管、管理、利用

等について審議している。 

また、法律違反行為等への対策として、「学習院大学公益通報に関する規程」及び「学習院

大学公益通報に関する調査委員会規程」を定め、法律違反行為等の情報を受けつけるとともに、

適切な措置を講じている。 

 

② 学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい

ること。 

評価の視点１ 学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や

成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 
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評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り

組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

１ 学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっ

ている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

学生支援の適切性の点検・評価について、2022（令和４）年度以降は、「内部質保証委員会」

が全学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで学生支援の適切性についても点検・評

価を実施している。 

 

２ 点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的

な取り組みへとつなげているか。 

グランドデザインの計画として「人権問題に対する取組みの促進」を掲げていることから、

2023（令和５）年度に人権問題に対する取組みの状況について点検を行った。その結果、既存

の人権問題関連規程と基本方針は、2000（平成 12）年に制定以来、主としてセクシュアルハラ

スメント、アカデミックハラスメント、パワーハラスメントの対応に主眼が置かれていること、

従って、昨今の人権問題で表面化してきている性的マイノリティ、SNS上のハラスメント、リ

クルートハラスメント、マタニティハラスメント、差別問題等の新たな人権侵害の事項を反映

させた内容・手続を整備する必要があることが判明した。そのため、同年中に改善に努めた結

果、前述のとおり「学生に対するハラスメントの防止等に関する学習院大学の基本方針」の改

正等に繋がった。 

 更に、学部・研究科の取組みとして、例えば、理学部では、学科ごとに新入学生から授業や

大学生活についての意見や感想を聞く「新入生との懇談会」を実施している。同懇談会は、新

入学生が大学に入学してから１か月程度経ったところで、新入学生と学科の教員全員が集ま

り、学科ごとに大学生活についての感想や大学・学科への要望等を聞く会である。学科によっ

ては、意見交換を能率的にするため、会に先立って新入学生にアンケートを実施し、新入学生

からの忌憚のない意見を聞いている。実際に、新入学生の提案を出発点として、ピロティでの

弁当販売を実現するなど、同懇談会は貴重な意見交換の場となっている。 

以上のとおり、点検・評価の結果に基づき改善・向上に適切に取り組んでいると判断できる。 

 

【２】長所・特色 

 特になし。 

 

【３】問題点 

１）本学においても障害を持った学生からの学生生活・授業における合理的配慮の相談が増

加している。これまでは現状の制度に基づき、現場の教職員が対応を行なってきたとこ

ろであるが、障害に基づく合理的配慮の申し出の増加、対応すべき障害の複雑化により、

現場レベルでの対応が過負荷になっている。文部科学省の指針（※）に従い、「大学等全

体として専門性のある支援体制の確保に努めること」が求められる。（※『文部科学省所
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管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針の策定につい

て（５文科初第 1788号）』） 

 

【４】全体のまとめ 

 本学の学生支援は、2019年度に策定した「学生支援に関する方針」を軸として、修学支援、

生活支援、キャリア支援、障がい学生支援、留学生支援といった多様な領域を網羅的に整備し

ており、教員と職員がそれぞれの専門性を発揮しながら連携する体制が確立されている。学習

支援では、ラーニング・サポートセンター（LSC）による学習方法支援や初年次教育の充実、

図書館による情報リテラシー教育が効果的に機能しており、学生が自律的に学ぶ基盤が形成さ

れている。また、キャリア支援においては、全学共通科目「キャリア・デザインⅠ～Ⅲ」や各

学部の特色ある実践的教育、卒業生ネットワークを活用した面接対策セミナーなど、体系的か

つ実践的な支援が展開され、高い就職内定率につながっている。さらに、学生の心身の健康支

援についても、保健センターと学生相談室が中核となり、医療機関連携やアニマルセラピーな

ど多面的な取り組みを行うなど、学生生活全体を支える仕組みが整っている。加えて、障がい

学生や留学生に対しては、制度的な支援に加え、チューター制度や日本語教育プログラムの導

入など、実態に応じた柔軟な支援が実施されている。こうした総合的な支援体制は、学生の多

様な状況やニーズに応じて機能しており、学生の孤立防止や人間関係構築、地域連携による課

外活動の促進にもつながっている。 

一方で、本学は支援体制の維持にとどまらず、内部質保証委員会による定期的な点検・評価

を通じて制度改善を行っており、特にハラスメント防止方針の改正など、新たな社会的課題に

対応する柔軟性も発揮している。 

総じて、本学の学生支援は、方針・体制・運用・改善の各段階が連動した成熟した仕組みと

して機能しており、学生が安心して学び、成長できる教育環境の実現に資する水準に達してい

ると評価できる。 
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第８章 教育研究等環境 

【１】現状説明 

① 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に

必要な環境を適切に整備していること。 

評価の視点１ 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の

教育研究環境を適切に整備しているか。 

評価の視点２ 学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境や

ICT機器を整備し技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進して

いるか。 

評価の視点３ 学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。 

 

１ 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の教育研究環境を

適切に整備しているか。 

 本学は、都心にある「目白の杜」キャンパスにおいて、学部から大学院までがワンキャンパ

スで学べる教育研究の拠点としてふさわしい環境を有しており、この環境整備のため、2019

（令和元）年度より、「施設・設備の整備」「図書館の整備」「情報通信環境の整備」「研究環境

の整備」「研究倫理遵守体制の整備」等を含んだ「教育研究等環境の整備に関する方針」を策

定し、公表している。この方針に基づき、必要な施設及び設備が整備され、維持管理されてい

る。校地・校舎は大学設置基準の法令要件を満たし、2023（令和５）年度までに耐震化率 100％

を達成した。 

 特に、「施設・設備の整備」において、本学では、事務系の職員に加えて、技術の専門職員

６名（建築担当２名、電気担当２名、設備・衛生担当２名）を直接雇用し、施設の整備にあた

っている。同職員には、各種国家資格を所持している者もおり、極めて高度な専門知識と技能

を持ち、業務に当たるとともに、各業界の研修等にも積極的に参加した上で、最先端の知識の

獲得に努めている。 

学生の学習環境整備については、2023（令和５）年４月に図書館や国際センター、研究室等

で構成される複合施設「東１号館」が「目白の＜知＞の杜」として竣工し、知的活動を支える

拠点として運用を開始した。東１号館内に図書館を配置することで学生を呼び込み、１階の国

際センターには各国からの留学生や国際的な活動を志向する学生が集う活発な空間が生まれ、

高層部の 12～14 階は主に大学院生の利用をメインとした研究室エリアに充てられ、学修・研

究活動を支援する空間となっている。目白キャンパスのほぼ中央部に位置する東１号館は、キ

ャンパスの奥まで人々を引き込む回遊性の中心部となっている。 

本学の図書施設は約 20 箇所からなる分散型であるが、大学図書館では学生向けの資料を配

置するほか、整理業務の集中化、外部対応の窓口、全学図書館サービスの統括をおこなって知

的活動の支援を担っている。各学部学科図書施設には専門的な研究書が配置され、研究者によ

り利用しやすい環境が整えられている。法科大学院では、学生が長時間利用できる自習室４室

に、固定席やパソコン、ロッカーを設置している。また、2026（令和８）年度からの司法試験

CBT 化への対応として、2025（令和７）年度中にパソコン４台を設置し、CBT 試験の練習機会
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を提供することとなった。 

また、目白キャンパスに加えて、静岡県沼津市に所在する「沼津游泳場」、栃木県日光市に

所在する「日光・光徳小屋」、神奈川県鎌倉市に所在する「西田幾多郎博士記念館（寸心荘）」

を有しており、それぞれ「臨海教育施設」、「春夏秋の登山・ハイキングそして奥日光の自然探

究を目的とした施設」、「教育・研究・思索の場」として活用している。 

 

 

２ 学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境や ICT機器を整備

し技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進しているか。 

 学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じて、ネットワーク環境や ICT 機器の整備

と技術的な支援が行われている。 

学生が使用できるパソコンは約 800 台備えられており、無線 LAN 環境は 2025（令和７）年

現在、全ての研究室及び多くの建物・施設で利用が可能となっている（2026（令和８）年４月

において、目白・戸山の両キャンパスのほぼ全ての教室で無線 LAN 環境が構築された）。授業

で使用する教室備え付けのマルチメディア機器は、約 150教室に配備されており、教務課と計

算機センター等が協力し、授業の現場で求められる ICT機器への改修を実現している。特に近

年は学生の主体的な学び・アクティブラーニングを促進すべく、学生も活用可能な電子黒板教

室や、グループワークが可能な PC教室の拡充を行っている。 

ICT 機器やネットワークの活用を促進するため、学習院 ICTサポート（ICTサポート）が設

けられており、教職員の ICTスキルの向上や、マルチメディア教室の機器管理と教育活動への

支援、ICT機器利用にまつわるトラブルへの支援等の業務を担っている。また、学生に対して

は、2025（令和７）年度までは計算機センターに常駐するインストラクター等のスタッフが、

2026（令和８）年度以降においては前述の学習院 ICTサポートが学生相談用の窓口を設け、学

内のネットワーク利用上のトラブル対応やコンピュータ関係の相談に応じ、学内での利用を促

進する体制を整備している。 

 

３ 学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。 

 「健全な教育・研究活動を実践し、社会的責務を果たすためには、情報基盤の充実に加え、

情報資産のセキュリティ確保が不可欠である」という理解から、「学校法人学習院情報セキュ

リティポリシー」を定めている。同ポリシーでは、「本院に対する情報セキュリティ侵害を阻

止すること」「内外の情報セキュリティを侵害する行為を抑止すること」「情報資産の管理・運

用を行うこと」「情報セキュリティ侵害の早期検出と迅速な対応を実現すること」を目的とし

て、「情報セキュリティ基本方針」「情報セキュリティ対策基準」等の事項を定めている。 

また、本院では、教職員の情報倫理を確立するため、毎年４月に新任職員を対象として事務

ネットワークの利用に関する研修を行っており、そのなかで特に情報セキュリティの重要性に

関して重点的に説明を行い、本院の実施する情報セキュリティ対策の説明のほか、報道された

過去の情報事故の事例紹介を交えて理解を深めさせ、情報セキュリティに関する事故やトラブ

ルが発生しないよう予防に努めている。学生に対しては、情報リテラシー・情報セキュリティ・

情報倫理を総合的に学ぶ科目を、全学の１年次学生を対象に学科ごとのクラス編成で開講して
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いる。 

 

② 図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。ま

た、それらを適切に機能させていること。 

評価の視点１ 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資

料を体系的に整備しているか。 

評価の視点２ 図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する

職員を含む人員を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適

切であるか。 

 

１ 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系的に整

備しているか。 

 本学は、2019（令和元）年度に策定・公表した「教育研究等環境の整備に関する方針」に、

「図書館の整備」について定めている。この方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系

的に整備している。 

大学全体の総蔵書数は約 204 万冊であり、同規模の他大学と比較して十分な蔵書数である。

蔵書構成は、図書館が５学部を対象とした一般学術書、研究書、学習書、教養書、貴重書、明

治以前刊行の漢籍等を所蔵する一方、各学部図書施設、各学科研究室、各附置研究施設がより

専門性の高い資料を所蔵することで、大学全体として分担・収集されたバランスの良い構成と

なっている。図書・雑誌検索サービスとして学習院大学図書館蔵書検索システム（GLIM/OPAC）

を提供しており、全学の蔵書検索のほか、協定校等の図書館蔵書も横断検索が可能となってい

る。 

電子学術資源については、データベース・電子ブック・電子ジャーナルを幅広く契約してい

る。データベースとしては、新聞等学術情報資料の基盤データベースから研究者向けの専門的

な海外データベース類を整備している。電子ブックとしては、学生が自宅で学習に取り組む環

境整備として、学生の利用頻度の高いシラバス掲載図書を中心に拡充を行っている。電子ジャ

ーナルは主に洋雑誌が中心であるが、発行後タイムラグのないアクセスが可能となっている。

大学図書館では、これら電子学術資源と図書館の蔵書をまとめて一括検索可能なディスカバリ

ーサービスを提供しており、学術情報をより簡単に探し出せる検索環境を整備している。また、

電子学術資源へ学外からアクセスするため EZproxy を導入し、時間や場所に制限されること

のない研究環境を構築している。 

本学の教育研究活動の成果物である紀要、学位論文、研究報告書等については、「学習院大

学学術成果リポジトリ」を通じて公開しており、2025（令和７）年度末時点で 5,600件の論文

が登録されている。 

他図書館との相互協力については、山手線沿線私立大学図書館コンソーシアムに加盟してい

るほか、成蹊大学、成城大学、武蔵大学、甲南大学、日本女子大学及び聖心女子大学との図書

館相互利用を行っている。また、国立情報学研究所（NII）が提供する目録所在情報サービス

（NACSIS-CAT/ILL）に参加しており、全国の大学図書館所蔵資料検索、本学未所蔵資料を相互
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に提供する図書館間相互協力の環境を整備し、学術情報の迅速な提供を実現している。 

 

２ 図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する職員を含む人

員を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適切であるか。 

 学生及び教員の利用のため、図書館には専門的な知識を有する職員を適切に配置している。

具体的には、大学図書館、法経図書センター及び理学部図書室の図書館サービスにあたるスタ

ッフの多くが司書資格を備えており、図書館運営、情報検索・提供等に関する専門的な知識を

有している。特にレファレンスサービスや図書館ガイダンスについては専任職員が担当し、資

料入手や情報リテラシー教育による支援を行っている。 

東１号館内の大学図書館は、同館特有の積層構造を活かし、利用者の多様な学習スタイルに

合わせて学生自身が場所を選択できる環境を提供している。積層構造はそのままゾーニングに

対応し、賑わいのある低層部から静かに学習ができる高層部へと音環境にグラデーションをつ

けている。２～４階の大部分が「学習会話 OK」エリアで、会話や議論をしながら学習を進める

アクティブ・ラーニングの形に対応している。特に学習会話が可能な４階には、集中して討議

のできるグループ学習室、学習の仕方に応じて机の配置換えのできるアクティブラーニングエ

リア、プレゼンテーション練習が可能なワークショップエリアを設けている。各エリアには、

討議内容をアウトプットして共有するためのホワイトボードや電子黒板、ディスプレイを備え

ている。更に、無線 LAN対応の画面共有システムを導入して遠隔地でのセミナー開催や、館内

専用貸出ノートパソコン、学生が持参するパソコンやタブレット類等などを接続してグループ

ワークを行うことが可能となり、充実した環境を整備・提供している。他方、２階自習室と５

階以上は「静粛」エリアで、集密書架をはじめとする図書資料のある静謐なフロアや個人学習

のためのキャレル席、個人学習室を備えている。グループ学習室・個人学習室は Webから利用

状況を照会・予約することができ、学生の利便性を図っている。これらのラーニングコモンズ

環境、個人学習エリアはいずれも混雑している時間帯も多く、学生の利用頻度が高い。 

また、大学図書館の開館時間は８時 45 分～21 時（土曜日は 18 時）までと、授業終了後も利

用可能な設定となっている。加えて、日曜祝日にもキャンパス内に自習できる場を求める学生

アンケートを受け、東１号館設計時に２階自習室を図書館休館時であっても独立して運用でき

る仕様とし、学生証・教職員証にて入室認証を行った上で、８時 45分～18時まで開室してい

る。この東１号館内の大学図書館は、2025（令和７）年度の入館者数が 221,912名と、2019（令

和元）年度比で約 1.58倍の伸びを見せており、学生に積極的に活用されている。 

 

③ 研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、

健全な研究活動のために必要な措置を講じていること。 

評価の視点１ 研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援

や条件整備を十分に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか

（教員に対する研究費の支給、研究室の整備、研究時間の確保、専門的な

研究支援人材の活用等の人的な支援、若手研究者育成のための仕組みの

整備等）。 



第８章 教育研究等環境 

56 
 

評価の視点２ 研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて

研究倫理の遵守を図る取り組みを行っているか。 

 

１ 研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援や条件整備を十

分に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか（教員に対する研究費の支給、研究

室の整備、研究時間の確保、専門的な研究支援人材の活用等の人的な支援、若手研究者育成

のための仕組みの整備等）。 

 研究活動を促進させるための条件整備の方針として、2020（令和２）年４月に作成された「大

学長就任にあたっての方針」において「研究支援体制の充実」や「補助金・外部資金の確保と

新規開拓」を継続的な課題として掲げている。その基本的な考え方としては、「本学の良き研

究環境を後退させることなく維持し発展させ、教員の研究活動が学生の教育に反映されるこ

と」を旨としている。 

この方針に基づき、各教員の研究活動を活性化するための支援と条件整備が多角的に実施さ

れている。まず、専任教員には個人研究費が支給されるほか、研究成果の刊行を支援する「研

究叢書刊行・研究成果刊行助成制度」や、各附置研究施設（計算機センター、東洋文化研究所、

経済経営研究所及び人文科学研究所）が独自に運用する研究助成制度も設けられている。さら

に、研究時間の確保のため、５年以上勤務した教授・准教授・専任講師を対象とした「長期国

内外研修制度」や、海外会議参加等を目的とした「短期海外出張制度」が整備されている。加

えて、研究に専念できる時間の拡充を図るため、2023（令和５）年度よりバイアウト制度を導

入しており、2025（令和７）年度からは非常勤講師の代行利用を認めている。 

人的な支援体制としては、研究の活性化、推進、及び若手研究者の育成を図るために、ティ

ーチング・アシスタント（TA）制度やリサーチ・アシスタント（RA）制度、工作工場の技術ス

タッフを規程に基づき配置している。特に、外部資金獲得支援を強化するため、研究支援セン

ターが中心となり、University Research Administrator（URA）「次世代若手研究者サポート

プログラム」、科研費不採択者向けの「科研費ステップアップ事業」、大型種目応募者向けの「科

研費 Big Shot 事業」等が実施されている。 

これらの組織的な支援の結果、本学の科研費新規採択率は高水準を維持しており、2023（令

和５）年度は大学を含む研究機関の中で２位（私立大学で１位）、2024（令和６）年度は８位

（私立大学で２位）、2025（令和７）年度は４位（私立大学で２位）という成果を上げている。 

 

 

２ 研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて研究倫理の遵

守を図る取り組みを行っているか。 

 健全な研究活動を推進するため、研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、学生

を含めた全構成員に対し組織的に教育を実施している。研究倫理については「学習院大学研究

倫理指針」、研究費の不正防止については「学習院大学における研究費等に係る不正使用の防

止等に関する規程」、研究活動の不正行為の防止については「学習院大学における研究活動の

不正行為の防止等に関する規程」を定めるなど、規程の整備が行われている。さらに、これら



第８章 教育研究等環境 

57 
 

の規程に基づき、法令を遵守した作業環境の測定や安全管理に努めている。 

コンプライアンス教育については、研究者のほか、職員及び副手を含む競争的資金等の運

営・管理に関わる構成員を対象として、外部講師による研修会を毎年実施している。教員を含

む研究者に対しては、一般社団法人公正研究推進協会が運営する「APRINe ラーニングプログ

ラム」を採用し、定期的に研究倫理教育を実施しており、2025（令和７）年度現在の受講率は

100％である。大学院学生（博士前期課程及び博士後期課程）に対しては、日本学術振興会の

研究倫理 e ラーニング「eLCoRE（エルコア）」による研究倫理教育を修了要件として実施して

いる。学部学生に対しても、新入学生を対象に G-Port で研究倫理資料「研究倫理って知って

いますか？～レポート・卒業論文を書くときの心得～」を配付し、周知を図っている。 

また、研究倫理を遵守するための学内審査機関として、人を対象とする研究倫理を審査する

「人を対象とする研究倫理委員会」や、ヒトゲノム・遺伝子解析研究を審査する「ヒトゲノム

研究倫理審査委員会」を設けている。 

 

④ 教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組

んでいること。 

評価の視点１ 教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における

現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上

に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

  

１ 教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が

上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

教育研究等環境の適切性について、2022（令和４）年度以降は、「内部質保証委員会」が全

学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで教育研究等環境の適切性についても６つの

評価項目により点検・評価を実施している。 

全学レベルの自己点検・評価のほかに、個々の部署の権限と役割のなかでそれぞれ独自の点

検・評価も実施している。例えば、図書館では、活動記録として毎年度『事業報告』を作成し、

「図書委員会」に状況報告を行うことで検証及び今後の課題を確認している。また、法人の施

設部では、教育研究等環境を適切に維持するため、防火・防災上の安全性や衛生管理、エネル

ギー使用の合理化の観点から、法令に基づく定期点検と自主的な点検を実施している。このう

ち、後者については、職場や教育環境改善を目的として専ら教育研究活動に従事する使用者の

視点からの点検となっている。学生の課外活動環境も、この点検活動を通じて必要な営繕工事

につなげる仕組みとなっており、改善につながっている。 

以上のとおり、適切な根拠に基づく点検・評価を毎年度適切に実施していると判断できる。 

 

２ 点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上に取り組み、

効果的な取り組みへとつなげているか。 

2018（平成 30）年度の全学レベルの点検・評価の結果、「対象となる教員・研究者だけでな
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く、新たに大学院学生・学部学生に対しても研究倫理教育を実施し、受講者を適切にサポート

する」ことが 2019（令和元）年度の目標として挙げられ、この目標に向け改善に取り組んだ結

果、2019（令和元）年度中に大学院学生に対する研究倫理教育を実施した。また、修士の学位

論文等の提出及び課程博士の学位論文の提出にあたり、研究倫理教育を受講し修了しているこ

とを申請資格とすることを「学位規程」第７条第２項及び第 16条第２項に規定した。 

研究支援センターでは、2019（令和元）年度の研究費獲得支援体制は事務職員が主体であっ

たものの、2020（令和２）から 2021（令和３）年度の目標として、「外部資金獲得に関する研

究者支援の拡充」を掲げたことから、2020（令和２）年度には研究費獲得における URAの役割

を見直し、URAが事務職員とともに主体となって研究費獲得支援にあたる体制を整備した。更

に、2021（令和３）年度には、民間 URAへの外部委託も採り入れ、より専門性の高い人材によ

る研究費獲得支援体制を整備した。 

「外部評価委員会」の検証から改善・向上につながった事例として、2019（令和元）年度の

全学レベルの点検・評価に基づく検証の結果、「外部資金獲得に向けて教員や URA を支援する

体制を充実させることが望まれる」ことが提言されたことを受けて、2020（令和２）年度から、

教員からの相談に基づき、卓越研究員事業や先端研究設備整備補助事業（研究施設・設備・機

器のリモート化・スマート化）の申請等、新たな外部資金獲得に着手し、卓越研究員事業につ

いては採択に至っている。更に、2021（令和３）年度の学校長裁量枠予算において、「学習院

大学研究力強化事業（2021～2023：３年計画）の推進」が採択され、研究支援体制の充実に向

けた４つの事業に取り組んでいる。以降も、中期計画による研究支援体制の構築や 2022（令

和４）年度文部科学省宇宙航空科学技術推進委託費、2024（令和６）年度 JAXA 宇宙戦略基金

の応募支援による採択などの成果につながっている。 

また、安全保障輸出管理に関しても、「外部評価委員会」からの提言及び経済産業省からの

要請に基づき、「特定類型」の確認体制の確立等、URAを中心に更なる環境整備を進めている。 

このほかに、個々の部署の独自の点検・評価について、法人の施設部では各法令に基づく点

検・評価を実施している。その結果は、改善すべき事項がある場合は、即時改善実施又は適時

の改善計画を作成することで対応している。課外活動環境の改善として、主に部室棟として利

用されている「黎明会館」について、1978（昭和 53）年３月に竣工して以来、耐震改修工事は

完了しているものの、内装改修は行われておらず、老朽化が著しいことから、2025（令和７）

年度より改修工事を行うこととした。工事実施にあたって、学生の課外活動への影響を最低限

に抑えるため、１年間に１階層ずつ、５年間にわたり内装改修工事を行うこととしている。な

お、トイレの改修については 2025（令和７）年度中に全て改修する予定で、一部のトイレには

パウダーコーナーを設けるなど学生が使い易い環境を目指して整備を進めている。また、学生

の生活環境の改善として、テーブルベンチ・チェア導入（ミュージアム外構部・南２ピロティ）、

マイボトル用給水機（西２､西５）、充電コーナー整備（輔仁会館､中央棟､西２）を行った。く

わえて、危機想定に基づく設備対策に向けた取組み検討の中で、災害時の対策本部用の非常電

源として活用できる大容量蓄電池の配備を進めており、蓄電池を兼ねた電気自動車を配備し

た。これらは、非常時はもちろんのこと、平常時であっても、容易に電気が使用できない場所

での給電に活用することが可能であり、公用車として使用することもできる。 

以上のとおり、点検・評価の結果に基づき、改善・向上に適切に取り組んでいると判断でき
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る。 

 

【２】長所・特色 

１）世界の研究機関に引けを取らない本学の研究力を更に強化するため、研究環境及び研究支

援体制の積極的な改善に努めている。URAの増員、バイアウト制度の拡充、「特別研究費」

制度、不採択課題から新規採択を目指す支援、外部資金獲得にむけた若手研究者への支援

等、取組みを充実させている。その結果、科研費の高い新規採択率の維持、科研費基盤研

究（S）の採択及び共同研究・研究助成金の受入れ金額の向上等の成果につながっており、

本学の特徴といえる。 

２）2023（令和５）年４月竣工の東１号館は、教育研究を支える知の拠点としてふさわしい

設備を有する施設であり、学生の主体的な学習及び学習成果の発信の場として特徴的な

施設である。特に、東１号館に配置される図書館は、学生の主体的な学習に必要な設備

が整備されただけではなく、グランドデザインの計画として、学生の学習及び学習成果

の発信の場として活用しており、学生の学習環境の充実に有意な成果が期待できる特徴

的な教育研究施設である。 

2025（令和７）年、大学図書館は「第 41回日本図書館協会図書館建築賞」を受賞した。

本賞は開館後１年以上経過した図書館を対象に、建物とそこで展開されるサービスが調

和し、優れている図書館に与えられる賞である。大学図書館２～11 階の積層構造はその

ままゾーニングに対応しており、学習会話可能な賑わいのある低層階から静かに学習が

できる高層階へと音のグラデーションをつけた。フロアごとの機能を明確にしたこと

で、研究・学習・読書・友人との知的交流や休息等様々な目的で来館する利用者が、目

的に合わせて利用しやすい構成となっており、利便性と機能性に優れた点が評価されて

の受賞となった。 

 

 

【３】問題点 

 特になし。 
 
【４】全体のまとめ 

 本章全体として、本学は 2019（令和元）年度に策定・公表した「教育研究等環境の整備に関

する方針」を軸に、施設・図書館・情報基盤・研究環境・研究倫理の各面で法令適合と計画的

整備を進め、ワンキャンパスの特性を活かして学生の学習環境と教員の研究環境を一体的に高

度化している。具体的には、耐震化率 100％の達成、東１号館（「目白の＜知＞の杜」）稼働に

よる多様な学習スタイル対応と自習導線の強化、約 800 台の学生用 PC・全学的な無線 LAN 整

備・150 教室のマルチメディア化、ICT サポートや計算機センターによる運用・技術支援の提

供、図書館の体系的収集と電子学術資源・学外アクセス（EZproxy）の拡充、相互利用・機関

リポジトリによる流通性向上など、学修資源の可用性と到達性が大きく向上している。 

研究面では、個人研究費や刊行助成、長期研修・短期海外出張、2023（令和５）年度導入の

バイアウトと 2025（令和７）年度からの非常勤代行活用、URA主導の外部資金獲得支援（若手
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支援・ステップアップ・Big Shot 等）により採択実績を高水準で維持しているほか、研究倫

理・不正防止の規程整備と APRIN/eLCoRE 等の体系的教育、倫理審査委員会の設置によりコン

プライアンスの実効性を担保している。さらに、内部質保証委員会を中心とした定期的な点

検・評価と、外部評価委員会の提言を踏まえた KPI志向の改善（電子資源拡充、研究力強化事

業、安全保障輸出管理体制の整備等）が継続的に回っており、計画→整備→運用→評価→改善

の循環が機能している。 
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第９章 社会連携・社会貢献 

【１】現状説明 

① 社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組み

を実施していること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。 

評価の視点１ 社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、

大学が生み出す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。 

評価の視点２ 社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に

貢献し、大学の存在価値を高めることにつながっているか。 

 

１ 社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み

出す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。 

 本学は、2019（令和元）年度より「地域連携」「高大連携」「国際連携」「産官学連携」につ

いて定めた「社会連携・社会貢献に関する方針」を策定し、大学ホームページで公表している。

また、近年重要性が増している産官学連携を具体化した「産官学連携に関する方針」も策定し

ている。この方針に基づき、学外機関や地域社会との連携、知識・技術の還元に取り組んでい

る。 

本院の各学校との連携として、理学部は「科学のフロンティア」などの一貫教育推進事業と

して、学習院初等科生から高等科生を対象に、教員や大学院学生、学部学生が企画・指導を行

う理科体験を実施している。卒業生ネットワークとの連携も本学の特徴の一つであり、卒業生

団体である桜友会の協力を得て、卒業生が講師を務める「学習院キャリアフェスティバル」や、

海外支部である「ベトナム桜友会」の協力による海外研修「ベトナムスタディツアー」を実施

し、在学生のキャリア形成の支援に繋げている。また、日本の他大学・研究機関との教育面で

の連携としては、５大学間単位互換制度「f-Campus」の実施や、国立研究開発法人宇宙航空研

究開発機構との連携大学院教育に関する協定締結を行っている。 

研究活動の成果還元を目的とした産官学連携の窓口として研究支援センターがコーディネ

ートを行い、広域 TLO（技術移転機関）であるキャンパスクリエイトと産学連携協定を締結し

ている。この連携のもと、TLOによるマーケティング、産学マッチングイベント出展支援、知

財コーディネーターによる特許申請支援等の取組みを実施し、研究成果の社会還元を図ってい

る。 

教育活動による社会還元としては、文学部哲学科の卒業生・現役学生による「哲学カフェ」

の運営や、一般市民も対象とした生命分子科学研究所の「生命科学シンポジウム」の継続的な

開催、豊島区との連携協定に基づく「としまコミュニティ大学」の公開講座の提供など、多岐

にわたる知識還元活動を行っている。 

 

２ 社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学

の存在価値を高めることにつながっているか。 

 本学の社会連携・社会貢献に関する活動は、地域や社会の課題解決に具体的に貢献し、大学

の存在価値を高めることにつながっている。特に、豊島区と協力して実施している日本語教育
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は、本学の教育研究活動の成果を地域社会へ還元する有意かつ特徴的な取組みである。この活

動は、豊島区に在住する外国人が社会の構成員として活躍できるよう、基礎日本語を身につけ

る地域日本語教育体制の構築を目指すものであり、持続可能な社会づくりにおいても重要であ

る。文学部日本語日本文学科の教員が運営を担い、学生が講師を務める「学習院大学日本語教

室」を豊島区と共催で開催している。この活動は学生の地域連携活動と日本語教育実践の場と

しても貴重な役割を果たしている。また、文化庁（2024（令和６）年に、日本語教育関係部署

は文部科学省に移管）の「地域日本語教育実践プログラム」に 12 年間毎年採択されており、

地域在住外国人に対する日本語教育の実施や教材開発、「日本語ネットとしま」の発足を通じ

て、豊島区が抱える課題解決に向けて協働で取り組み、地域日本語教育体制の整備を進めてい

る。 

専門分野の知見による社会貢献として、人文科学研究科臨床心理学専攻では、学内実習施設

である臨床心理相談室が市民からの相談を担当する臨床心理実習を設け、地域における附属臨

床心理相談施設の拠点として機能している。 

また、文理連携による新たな学際領域＜生命社会学＞の創成に取り組み、超高齢社会の到来

がもたらす近未来の社会的諸問題とその対応について統合的議論を深めている。これは

「Society5.0」の実現といった社会的要請に応えるものである。 

さらに、馬術部による豊島区との連携事業「ホース・セラピー」を 2000（平成 12）年から

継続して実施し、心身に障がいを持つ同区の子どもたちの健康増進に貢献している。 

これらの活動は、大学の存在価値を高め、社会との連携深化につながっていると評価できる。 

 

② 社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１ 社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項にお

ける現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握している

か。 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・

向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

１ 社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成

果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

社会連携・社会貢献の適切性について、2022（令和４）年度以降は、「内部質保証委員会」

が全学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで社会連携・社会貢献の適切性について

も２つの評価項目、４つの評価の視点から点検・評価を実施している。 

以上のとおり、適切な根拠に基づく点検・評価を毎年度実施していると判断できる。 

 

２ 点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組

み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

上述のとおり、「内部質保証委員会」が社会連携・社会貢献の適切性を点検・評価し、改善・
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向上に取り組んでいることから、点検・評価と改善・向上は定期的な内部質保証のプロセスと

して一体で行われている。 

2019（令和元）年度の全学レベルの点検・評価の結果、「『日本語ネットとしま』には、豊島

区内の全ての地域日本語教室が参加し、外国人児童生徒を対象にした日本語教育機関・組織も

参加しているが、外国籍住民グループからの参加がなく、今後の課題である」ことが明らかに

なった。また、豊島区在住外国人の日本語学習の実態を把握することが、日本語教育体制整備

のために重要であると考え、2020（令和２）年度の目標として「豊島区外国籍住民の学習ニー

ズや学習阻害要因を明らかにし、大学を含むコミュニティのなかで日本語を身につけるために

有効な学習環境作り、域内において切れ目のない日本語学習支援体制を築くため、区内日本語

教育ネットワーク『日本語ネットとしま』を基盤として情報やリソースの共有を進める」こと

が挙げられた。この目標に向け改善に取り組んだ結果、2020（令和２）年度末までに「①外国

籍住民も含めた『日本語ネットとしま』の会議を３回（７月６日、10月 16日、２月２日）開

催し、コロナ禍における日本語学習支援の現状と課題、具体的方策について共有する、②10月

下旬に、外国籍住民１万人を対象としたアンケート調査を豊島区との共同で実施する」等の成

果があった。『日本語ネットとしま』については、2021（令和３）年度以降も年３回の会議を

実施し、参加団体・組織の連携協力が年々強化されている。また、活動拡充や広報努力により、

2024（令和６）年度には外国籍等住民が中心となる団体が新たな構成員となった。 

そのほかに、「外部評価委員会」の検証から改善・向上につながった事例として、2019（令

和元）年度の全学レベルの点検・評価に基づく検証の結果、「地域連携においては、国際アー

ト・カルチャー学生特命大使制度等の取組みがされていることは評価できるが、現状に合わせ

たインターネットを利用したものを強化する必要があると思われる」ことが提言として示され

た。COVID-19 の拡大といった時節的な社会情勢も踏まえ、改善に取り組んだ結果、日本語教

室やとしまコミュニティ大学の講座をオンラインで開催するなどの改善につながった。 

 

【２】長所・特色 

１）豊島区と協力して実施している日本語教育の活動を通じて、本学の教育研究活動の成果を

社会に還元している。日本語教育は、本学の専門性や地域に目を向けた国際交流事業の経

験を生かし、在住外国人が日本で暮らす上で必要となる基礎日本語を身につけることので

きる地域日本語教育体制の構築を目指すものである。これにより、大学院学生は「学習院

大学わくわくとしま日本語教室」によって社会的課題の解決に取り組み、学部学生は「学

習院大学日本語教室」を通じて日本語教育に関する基礎的な知識・能力の獲得を図りなが

ら、地域に対する理解を深めている。更に、豊島区において日本語を学びやすい環境をよ

り一層整えるため、豊島区在住の外国人にアンケートを実施し、その結果を大学及び豊島

区ホームページで公表したほか、地域の日本語教育における問題を提起し、解決のための

方策を検討するために役立てている。また、同区内の日本語教育ネットワークとして「日

本語ネットとしま」を発足するなど、豊島区が抱える課題解決に向けて同区と協働で取り

組んでいる。このように本学の日本語教育は、本学の教育研究活動の成果を社会に還元し

ながら、更に深化する取組みである。 
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【３】問題点 

 特になし。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学の社会連携・社会貢献は、2019（令和元）年度に策定された「社会連携・社会貢献に関

する方針」及び「産官学連携に関する方針」に基づき、地域・教育機関・産業界との協働を通

じて教育研究成果を社会へ還元する体系的な取組として展開されている。学内では理学部の

「科学のフロンティア」などを通じた附属校との一貫教育連携、学外では豊島区との包括的協

定のもとに実施される「学習院大学わくわくとしま日本語教室」や「としまコミュニティ大学」

等が中核的活動となっており、学生の実践的学びと地域社会への貢献を両立させている。また、

生命分子科学研究所や哲学科による公開講座・哲学カフェ、産学連携拠点としての研究支援セ

ンターと TLOの協働、臨床心理相談室による地域相談支援など、多様な形で大学の知見と人材

が社会に開かれている。こうした活動は、地域の課題解決や文化的・教育的支援に寄与すると

ともに、大学の社会的存在価値を高める役割を果たしている。特に、日本語教育分野では文化

庁事業への継続採択と「日本語ネットとしま」を基盤としたネットワーク形成により、行政・

地域・大学が一体で外国人住民支援体制を構築する先駆的なモデルとなっている。 
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第 10 章 大学運営・財務 （１）大学運営 

【１】現状説明 

① 大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の

組織を設け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大

学運営を行っていること。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切である

こと。 

評価の視点１ 大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するた

めに必要な大学運営に関する大学としての方針を教職員で共有している

か。 

評価の視点２ 関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従っ

て大学運営を適切に行っているか。また、その透明性を確保するために、

学長等の役職者、教授会等の組織の権限と役割を法令に基づき規程上明

確に定めているか。さらに、その選任、意思決定や権限執行等を、適正な

手続のもとで行っているか。 

評価の視点３ 法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理

しているか。 

また、関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切

に行い、意思決定・業務執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせ

ているか。 

 

１ 大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大

学運営に関する大学としての方針を教職員で共有しているか。 

2019（令和元）年度に、「運営体制」「法人との連携」「事務組織」「事業計画・報告」「財務」

の５つの項目を定めた「大学運営に関する方針」を策定した。 

なお、グランドデザインの策定に伴い、同方針を見直す必要があったため、2022（令和４）

年に「事業計画・報告」の項目を「学習院大学グランドデザイン 2039（Gakushuin U.Grand 

Design 2039）」という項目へ変更した。同方針は、「合同会議」「木曜会」を通じて学内に共有

するとともに、大学ホームページで公表している。 

 

２ 関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従って大学運営を適

切に行っているか。また、その透明性を確保するために、学長等の役職者、教授会等の組織

の権限と役割を法令に基づき規程上明確に定めているか。さらに、その選任、意思決定や権

限執行等を、適正な手続のもとで行っているか。 

＜学長及び役職者の選任方法と権限の明示＞ 
 「大学運営に関する方針」や関係法令に基づき、大学運営組織を整備している。 

 学長と役職者の選任方法と権限の明示について、学長は「学習院大学学長選任規程」に基づ

き、「学習院大学学長選挙規程」に従って選挙により選出され、院長が嘱任することとなって

いる。また、学則第 72 条において、学長は「校務をつかさどり、所属教職員を統督する」こ

とを規定している。更に、円滑な大学運営を行うため、学長の下に、副学長、学長補佐、学部

長、研究科委員長、法務研究科長等の役職を設け、それぞれの役割を「学習院大学役職規程」

に規定するとともに、各役職の任免や学部長等の選出や権限についても明示している。なお、

「学習院大学学長代行選任規程」「学習院大学学部長等代行選任規程」では、免職、死亡、

辞職等により学長や学部長等が欠けた場合等において、規定された者が職務の遂行や権限を
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代行することを明らかにしている。 

 学長による意思決定や執行等の整備、学長との関係を含む教授会の役割の明確化について

は、2015（平成 27）年度の学校教育法等の改正に伴い、学長を最終的な意思決定権者として位

置づけるとともに、「学習院大学役職規程」第１条に「学長を助け、命を受けて校務をつかさ

どる」と副学長の役割を示しているとおり、学長の指揮のもとで大学業務が執行される体制を

整備している。なお、教授会及び研究科委員会は、学則第 79条及び大学院学則第 45条におい

て、「学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり審議し、意見を述べるものとする」

とし、学長の諮問機関であることを規定している。 

 

＜教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化＞ 
 大学と法人組織の権限と責任の明確化について、財務や人事が関係する重要性の高い事業や

学則等の改正・制定等の重要な事項は法人の会議体での承認が必要であり、それらは理事会及

び評議員会を経て決定しており、理事会等の職務内容、権限等は寄附行為である「学校法人学

習院校規」に規定している。一方で、「院と大学との連絡を図り、また相互に関連ある事項、

並びに院長又は学長の必要と認めた事項につき協議する」ことを目的とした「院・大学連絡会」

を設置しており、財務や人事が関係する重要性の高い事業については同連絡会を通じて法人と

協議することになっている。 

 

＜教授会等の組織の権限と役割＞ 
本学は、「大学運営に関する方針」に基づき、学長のもとに「専門職大学院研究科長会議」

「学部長会議」及び「大学院委員会」を設置し、教育研究及び大学運営の重要事項を協議する

体制を整えている。教学に関する全学的方針は「基本計画策定委員会」において検討し、教授

会・委員会等と連携して運営している。 

 「大学教授会則」において教授会の権限及び審議事項を規定しているほか、学則第 79 条及

び大学院学則第 45条は、「教授会」及び「研究科委員会」を「学長が次に掲げる事項について

決定を行うに当たり審議し、意見を述べる」学長の諮問機関と規定している。 

 2015（平成 27）年度の学校教育法等の改正に伴い、学長を最終的な意思決定権者として位

置づけるとともに、「学習院大学役職規程」第１条において副学長は「学長を助け、命を受け

て校務をつかさどる」と規定している。学長の指揮のもとで大学業務が執行される体制を整備

している。 

 以上のとおり、「大学運営に関する方針」及び関係規程に基づき、学長、役職者及び会議体

の所掌・関係を明確にし、適切な大学運営を行う枠組みを整備している。 

 
３ 法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理しているか。ま

た、関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切に行い、意思決定・業

務執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせているか。 

学校法人学習院は、理事会・評議員会・監事を中心とする統治体制を整備し、法人規程に基

づき役職者の選任及び運営を適切に行っている。監事は法人全体の業務執行及び会計を監査

し、その結果を理事会に報告している。加えて、公認会計士又は監査法人による財務監査を毎



第 10章 大学運営・財務 （１）大学運営 

67 
 

年度実施し、透明性及び適正性を確保している。 

 法人と大学の意思疎通・調整のために「院・大学連絡会」を設置し、定期的に協議を行う枠

組みを整えている。これらのチェック機能及び連携体制により、法令・規程に則した適正な管

理運営を担保している。 

 

② 予算編成及び予算執行を適切に行っていること。 

評価の視点１ 予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保している

か。 

 

１ 予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保しているか。 

予算の編成については、「学校法人学習院校規」第 36条で「予算及び事業計画は、毎会計年

度開始前、院長が編成し、理事会の議を経なければならない。これに重要な変更を加えようと

するときも、同様とする。」と定められている。このことを踏まえて、予算編成及び予算統制

の全般的なルールについては、法人全体として「学習院経理規程」「予算統制実施要領」で定

められている。また、具体的な予算要求については、毎年度策定される「予算編成方針」、目

的別予算制度を柱とする予算要求のルールを定めた「予算要求要項」、見積り合わせや調達の

ための契約・承認等を定めた「経理規程取扱細則」「物品および固定資産等調達細則」に基づ

き適切に行われている。 

各年度の予算編成について、大学内編成スケジュールに基づき、学内の各部門にて検討した

上で、施設・営繕費、人件費、物件費、一貫教育・情報化推進及び国際交流基金関連に関する

予算は「合同会議」、中期計画推進に関する予算は「基本計画策定委員会」「合同会議」の議を

経て、学長が本学の予算案として決定し、それぞれ法人に要求する。その後、本学の予算案が

法人全体の予算案に組み込まれた形で、「科長会議」の審議・承認及び評議員会への諮問を経

て、理事会で決定される。 

予算執行にあたっては、学校法人会計基準を踏まえ、法人全体のルールである「学習院経理

規程」「予算統制実施要領」「物品および固定資産等調達細則」「備品および用品に関する取扱

内規」に基づいて執行している。また、年度初めには、法人の財務部及び施設部が、各部門の

経理業務担当者を集めて予算執行にあたっての留意点等を説明する予算説明会を開催してお

り、適切な執行の徹底と最大限の経費節減努力を要請している。具体的な執行業務（支払申請

書の入力・処理）については、法人の財務部が配付している「財務会計マニュアル」に基づき、

適切に行われている。 

予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設定について、毎年度の決算業務の１つとし

て「予算配付額に対する執行状況」を作成しており、各部門が予算を編成する際の参考資料と

なっている。次年度の予算要求に際しては、要求書提出後に実施される各予算のとりまとめ部

署（法人の財務部、施設部、人事部及び総合企画部）によるヒアリングによって、執行率の低

い要求項目について要求額の見直し等が求められる。物件費において、新規事業及び要求額が

前年度比 300千円以上増額する事業に関しては、事業の目的・効果等を詳しく記した新規事業

等概要説明書の提出が必要であり、要求根拠となる見積書を原則として３社以上から取得する

ことが求められている。また、「学校法人学習院校規」第 37条に基づき、本学の予算執行状況
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は本院の監事による監査と評議員会による点検・評価を受けることになる。 
こうした手続を経ることによって、次年度の予算編成の段階で、実質的に過年度の予算執行

状況を分析し、検証しており、それが次年度の予算編成に反映されることになる。 
以上のことから、本学では、予算執行の明確性・透明性に留意し、予算執行に伴う効果を分

析・検証する仕組みを設定するなど、予算編成及び予算執行を適切に行っていると判断できる。 

 

③ 法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な

組織を設け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。 

評価の視点１ 大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育

研究活動の支援等の業務内容に応じた人員を配置しているか。 

評価の視点２ 大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を

図っているか。 

評価の視点３ 必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行ってい

るか。 

評価の視点４ 職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正

に行っているか。 

評価の視点５ 大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に

対して、スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）活動を組織的に実施して

いるか。 

 

１ 大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支

援等の業務内容に応じた人員を配置しているか 
 法人全体としての事務組織・職制・職務・事務分掌については、「学校法人学習院事務規程」

「学校法人学習院事務分掌規程」にそれぞれ定められている。大学の事務部門としては、学長

室、IRオフィス、大学経理部、アドミッションセンター、学生センター、キャリアセンター、

図書館、教職課程事務室、理学部事務室、国際社会科学部事務室、法務研究科事務室及び国際

センター事務室の 12 部門を設置している。このうち、学生センターは、教員を学生センター

所長、事務職員を学生センター部長として教務課、学生課及び学生相談室の３つの部署によっ

て構成している。学生支援を担う３つの部署を１つのセンターとしてまとめることで、学生支

援の中核拠点を形成し、途切れのない学生サービスを提供することができるよう配慮してい

る。例えば、個々の特性を抱えた学生が大学生活へのミスマッチから学生相談室へ来室相談す

ることがあるが、このような場合には学生の承諾の基、学生相談室が関係部署へ情報共有を行

うことで、学生課の支援（合理的配慮等）の提供や教務課の履修相談につなげることが可能と

なっている。更に、学生相談室をハブとして、学生センター以外の保健センター、キャリアセ

ンター、学部・学科の教員、更には学外の医療機関や専門機関・公共機関等の関係者と連携・

協働を行っている。例えば、学生相談室は、キャリアセンターとの定例ミーティング（ケース

カンファレンス）を行っており、これにより学生相談室とキャリアセンターの双方を利用する

学生の特性や障がい等について双方で理解を深めた上で、進路決定のプロセスを支援してい

る。 

  

２ 大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を図っている

か。 
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 教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係（教職協働）について、事務組織

は、「学校法人学習院事務規程」に示されているとおりであるが、アドミッションセンター所

長、学生センター所長、国際センター所長、教職課程主任、図書館長、学生相談室長、IRオフ

ィス長については、大学教員がその任に就き、事務職員と協働し業務にあたっている。また、

「合同会議」をはじめとした学内委員会では、教員のみならず職員も構成員となっており、教

職協働で運営が行われている。 

 

３ 必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行っているか。 
 業務内容の多様化、専門化に対応するため、組織構成の見直しや高度専門職の人員配置を行

っている。例えば、これまでも学生相談室等、特に専門的な知識・技能が要求される部局には、

カウンセラー等の専門職員を配置していた。近年は、大学の経営改善や教育の質向上の必要性

が更に高まっていることに鑑み、「データに基づく教育成果の検証を通じて、学内各部署によ

る主体的な教育改革の推進に寄与すること」を目的として 2017（平成 29）年度に IRオフィス

を設置し、専門職員を配置した。また、研究者の研究活動活性化のための環境整備及び大学の

研究開発マネジメント強化等に向けて 2017（平成 29）年度より研究支援センターに URA を配

置した。 

 

４ 職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正に行っている

か。 
専任職員の採用については、「学習院職員人事規則」に基づき行っており、職員の採用の方

法、基準及び手続等については、その都度求人情報に掲出している。昇格については、「学習

院職員人事規則」「職員職能資格規程」「職員昇格運用基準」において、昇格の基礎資格や資格

基準、手順等を規定しているほか、「職員人事考課規程」に基づき人事考課を行っている。ま

た、昇格の最終審査は、「常務会」の審議を経て、院長が決定している。なお、人事に関する

事項については、法人が管理・運用しており、専任職員の採用・昇格について本学独自の基準

等はなく、また本学自体に決定権があるものでもない。 

人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善については、人事考課の基準と手続等

は「職員人事考課規程」に定められており、人事考課の結果は、昇格・降格、職員精勤手当、

役職位の任免、異動及び研修に活用されている。なお、人事考課制度とは別に、職員個人の業

務の範囲、水準、適性、改善点等について、管理職者と相互に確認し、管理職が能力開発、育

成のための適正な指導及び助言を行い、併せて職員の職務上の希望・提案を吸収するための自

己申告制度が設けられており、その詳細については、「職員自己申告規程」に定められている。

また、人事考課とは連動しないものの、職員各人の業務目標を明確化し、実現に向けて努力し

ていくためのツールとして「目標管理・面談シート」を導入しており、目標の明確化、管理職

者との面談励行・効率化、中間期での軌道修正、年度末の業務結果の把握、実行・非実行の確

認、次期業務分担への活用を目指している。 

 

５ 大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に対して、スタッ

フ・ディベロップメント（ＳＤ）活動を組織的に実施しているか。 



第 10章 大学運営・財務 （１）大学運営 

70 
 

 事務職員の研修体制としては、毎年度、法人の人事部が研修計画を策定・運営しており、教

育研修に関する種類及び内容等については、「職員研修規程」に定められている。これに加え、

2003（平成 15）年度より、教育機関の管理運営に関する知識・技能の習得及びアドミニストレ

ータとしての幅広い視野を持つ人材の育成を目的とした「職員高度化支援プログラム」を設定

し、運用を続けている。当該プログラムのうち、「資格取得支援」では、特定部署における業

務遂行に直接的に必要とされる専門的職業能力を修得することを目的として、これまでキャリ

アコンサルタント資格を対象に資格取得を支援してきたが、2023（令和５）年度より、その支

援対象に図書館司書資格を加え、図書館部門とそれ以外の事務部門の職員の人材交流の活性化

を図っている。更に、2017（平成 29）年度及び 2020（令和２）年度には、教育研究の充実及

び教育機関としての質保証システムの構築に寄与する人材の育成を目的に、それぞれ職員１名

を大学基準協会へ１年間研修派遣するとともに、研修終了後には、全専任職員を対象としたテ

ーマ別研修会を実施し、研修先で培った知識等を還元している。2025（令和７）年度には、職

員の海外研修先を拡大し、JICA青年海外協力隊への現職参加を開始した。この取組みにより、

開発途上国での経験を通じて、多様性や異文化理解を深め、グローバルな視野を広げることに

つなげることを目指している。また、法人の総務部では、教職員を対象にハラスメント防止や

情報セキュリティに関する研修を実施している。 

2017（平成 29）年度からの SDの義務化に伴い、大学内で個別の研修計画を立て、全ての大

学職員の人材育成につなげることを目的とした「学習院大学職員研修計画（事務職員、技術職

員）」を法人の人事部との連名で作成している。これは、各部門の所掌業務について、連絡・

調整し、その円滑な運営を図ることを目的とした会議である「事務連絡会議」（通称「木曜会」

という。）を通じて学内に周知している。 

旧制高等学校の流れをくむ本学、成蹊大学、成城大学、武蔵大学、甲南大学の５つの大学で

は、各大学の同じ職務を担当する部局間での定期的な情報交換が長きにわたって行われてお

り、各大学の課題及びその解決事例の共有や高等教育政策等に関する対策の検討等を通じて、

職員の能力向上や相互の懇談につながっている。2015（平成 27）年度には、学習院女子大学を

加えた６大学で「六大学における合同 FD・SD 等の実施に関する包括協定」を締結し、合同の

FD・SD 研修を開催している。同研修には各大学の教職員が参加しており、様々な刺激や広が

りのある議論が行われる貴重な機会となっている。 

大学職員に対する研修体制として、2022（令和４）年度以前は経営企画課が研修を実施して

きた。一方で、教員を対象とした SDを更に改善し、「大学運営に関する方針」に示した事項を

教職協働で効果的に推進するための知識・能力の向上を図る活動に組織的に取り組む必要があ

ることが確認されたため、2023（令和５）年度にそれまで設置していた「ファカルティ・ディ

ベロップメント推進委員会」を改組し、「FD・SD推進委員会」を設置した。 

 

④ 大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい

ること。 

評価の視点１ 大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的

に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及

び課題を適切に把握しているか。 



第 10章 大学運営・財務 （１）大学運営 

71 
 

評価の視点２ 点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大

学運営に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつな

げているか。 

評価の視点３ 監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプ

ロセスと内容で行い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を

活用して改善・向上に取り組んでいるか。 

 

１ 大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的に点検・評価

し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握している

か。 

大学運営の適切性について、2022（令和４）年度以降は、第２章の現状説明③で記載のとお

り、「内部質保証委員会」が全学レベルの自己点検・評価に取り組み、そのなかで大学運営の

適切性についても６つの評価項目により点検・評価を実施している。 

点検・評価に基づく改善・向上の事例として、2018（平成 30）年度には、2017（平成 29）

年度の点検・評価結果を踏まえて、「業務の高度化・複雑化に対応すべく、大学事務の業務見

直しと事務組織再編成の検討を進める」ことを目標として設定し、改善に取り組んだ。 

以上のとおり、適切な根拠に基づく点検・評価を毎年度適切に実施するとともに、改善・向

上を図っていると判断できる。 

 

２ 点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わ

る事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

グランドデザインの策定に伴い実施した点検・評価によって、既存会議体間での役割の重複

や会議体の開催頻度の低さにより意思決定に時間がかかっているという課題が明らかになっ

た。これに対応するため、2021（令和３）年度から、会議体の審議プロセスを合理化し、迅速

な意思決定手続を実現することを目指し、グランドデザインの重点施策として「既存会議体の

統廃合による業務の合理化及び迅速な意思決定に向けた各種意思決定手続きの見直し」を推進

し、全学の意思決定プロセスの見直し検討を開始した。この過程で、各学部・研究科から意見

を聴取し、検討を行った。その結果、現行の会議体の構成には前述の課題がある一方で、意思

決定にあたり複数の会議体で審議を行うことで様々な視点から検討が行われ、意思決定の質が

向上するというような利点があることが明らかになったため、既存会議体の構成を維持するこ

ととした。これにより、大学運営体制の適切性を改めて確認することができた。 

 

３ 監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプロセスと内容で

行い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を活用して改善・向上に取り組んで

いるか。 

本院では、監事、監査法人及び法人の内部監査室がそれぞれの立場から適切性を確認する三

様監査の体制が整備されており、それぞれが策定した監査計画に基づき監査を行うことで監査

プロセスを確立している。 
監事監査は、本院の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行状況の適正性を確保し、本

院の健全な経営に対する社会一般の信頼に応えることを目的としている。例年５月に実施され

るが、監事監査に先立ち、本学・女子大学・法人各部門に対し、監事と各部門長が会してヒア
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リング項目に沿って質疑応答を行うのが通例となっており、学長等の管理職者が出席してい

る。監査法人による監査は、監事に提出する「監査計画説明書」に基づいた、期中監査、期末

監査及び財務担当常務理事へのヒアリング等を実施している。法人の内部監査室による監査

は、「学習院内部監査規程」に基づき、本院業務の適法性、妥当性及び効率性を継続的に検証

し、本院の健全な発展と社会的な信頼の保持に寄与することを目的とした、「内部監査実施計

画書」を作成の上業務監査及び会計監査（大学の公的研究費監査を含む）を実施している。ま

た、監査法人による監査計画説明会等を通じて、三者間での情報共有を図っている。 

更に、2021（令和３）年２月１日付けで改正された「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」に基づき、監事に求められる役割として、不正防止に関す

る内部統制の状況を機関全体の観点から確認し意見を述べることを明確化するため、学長及び

高等教育担当理事との意見交換を定期的に行っている。 

 

【２】長所・特色 

特になし。 

 

【３】問題点 

１）教員を対象とした SDを更に改善し、「大学運営に関する方針」に示した事項を教職協働で

効果的に推進するための知識・能力の向上を図る活動に組織的に取り組む必要があるため、

「FD・SD推進委員会」の下で、大学教員も含めた SDの組織的実施を進める。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学は、2019（令和元）年度から大学の運営体制や法人との連携等の事項を定めた「大学運

営に関する方針」を策定し、大学ホームページで公表している。 

 適切な大学運営のための組織の整備について、「大学運営に関する方針」や関係法令に基づ

き、「校務をつかさどり、所属教職員を統督する」学長をはじめとした各役職者の選任方法と

権限を規定している。更に、2015（平成 27）年度の学校教育法等の改正に伴い、学長を最終的

な意思決定権者として位置づけるなど、学長による意思決定及びそれに基づく執行体制を整備

した。 

 予算編成及び予算執行は、各種規程に則って実施されており、予算執行の効果を分析するた

め「予算配付額に対する執行状況」を作成している。 

 大学運営に関わる事務組織は、「学校法人学習院事務規程」「学校法人学習院事務分掌規程」

に規定しており、このうち教務課、学生課及び学生相談室を１つのセンターとしてまとめるな

ど、適切な大学運営のための組織構成となっている。 

 人員配置について、大学運営業務の多様化、高度化に対応するため、IRer や URA 等の専門

職人材の配置を行っている。更に、SD を計画的に実施することで、教職員の資質向上に取り

組んでいる。協定に基づき６大学で実施される合同 FD・SD 研修は、旧制高等学校から大学に

発展した経緯を持つ本学の特徴の表れであるといえる。 

 大学運営の適切性について、「内部質保証委員会」を中心として全学レベルの自己点検・評

価を行うことで評価・改善に努めている。 
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 大学運営は、全体として概ね適切に行われていると判断できる。今後も、教員を対象とした

組織的 SD の強化を継続する。 
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第 10 章 大学運営・財務 （２）財務 
【１】現状説明 

① 教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定している

こと。 

評価の視点１ 具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたって

いるか。 

評価の視点２ 財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しよう

としているか 

 

１ 具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたっているか。 
 法人として 2027年（令和９年）の創立 150周年に向けて、2022（令和４）年度から 2027（令

和９）年度を実施期間とする６か年中期計画「学習院 VISION150」を策定した。これに伴い、

当該計画に係る中期計画推進予算（単年度４億円、６年総額 24 億円）を新設し、各学校の分

野別（教育・研究・社会貢献・管理運営）目標の達成を推進している。 

当該中期計画と併せて中期財政計画を策定し、強固な財政基盤確立のために「中期的な財政

基盤」と「単年度の収支」２つに対する目標を掲げ、前者は将来への蓄えとなる運用資産の視

点から積立率（運用資産÷要積立額）80％を、後者は健全な財政状況の指標となる事業活動収

支差額比率（基本金組入前当年度収支差額÷事業活動収入）５％を目指している。 

しかし、2022（令和４）年度以降単年度収支は悪化傾向にあり、目標の「事業活動収支差額

比率５％」達成が困難な状況であるため、法人財務部では収支を改善すべく 2024（令和６）年

度より「他校比・過去比・目標比」３つの視点で分析を行った。まず、2023（令和５）年度の

計算書類で①本院の「中長期的な資産の保有状況」と「単年度の収支状況」の確認、②事業活

動収支計算書の他校比較、③本院の過去 10 年の正味収支差額（特殊要因を除いた本院の正味

実力）の推移、これらにより本院の「現状」を把握し、収入・支出についても分析を行った。 

具体的に収入は「寄付金・運用収入・補助金・納付金・定員規制」５つの視点、支出は「経

費（業務委託費・光熱水費・減価償却額等）・人件費・他校ヒアリング」３つの視点で分析し

た。特に「他校ヒアリング」については、2024（令和６）年度に首都圏に所在するベンチマー

ク 10 校の財務部門に赴き、予算制度・予算執行ルール等についてヒアリングを行い、本院と

他校の相違点を洗い出した。これらをまとめた資料「財務の現況」を用いて、本院の財政状況

が 2023（令和５）年決算が底にあることや本院の予算制度の在り方の歪みについて、大学に

おいては、大学長・各学部長、一部の学部では教授会にて説明を行い、最終的には 2025（令和

７）年３月の科長会議、評議員会にて報告し、予算制度見直しの実施が不可避である意識の共

有を学習院全体で図った。併せて、目標の「事業活動収支差額比率５％」を安定的に達成する

ことによって、今後大学をより発展させていくための新たなハード・ソフト両面の施策が実現

可能となる旨も共有した。 

 

２ 財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しようとしているか 
本院では、毎年決算時に主要な財務指標を算出し、大学ホームページ・事業報告書に掲載し

ている。中期財政計画では、「中期的な財政基盤」の目標として積立率 80％を、「単年度の収

支」の目標として事業活動収支差額比率５％を掲げるとともに、経常収支差額比率、基本金組
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入前当年度収支差額から特別収支差額を差引き、特殊要因を足し戻して算出する「正味収支差

額」の考え方を導入し、特に注視している。また、事業団が毎年発行している『今日の私学財

政』による大学法人・大学部門の指標と比較検討することで財務状況を客観的に把握し、長期

的なスパンでの財政政策を検討する際の参考として活用している。 

 

② 教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立している

か。 

評価の視点１ 教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保

しているか。 

評価の視点２ 授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入

の多様化を図っているか。また、それによってどの程度の財源が確保され

ているかが明らかであるか。 

 

１ 教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保しているか。 
 本院の財政基盤について、貸借対照表の状況は「貸借対照表関係比率（主に積立率・純資産

構成比率）」のとおり安定している。一方単年度の収支は、2022（令和４）年度、2023（令和

５）年度と２年連続で経常収支差額の支出超過、2023（令和５）年度は基本金組入前当年度収

支差額が支出超過となり悪化傾向にあった。2024（令和６）年度は、舎宅の売却を主な要因と

して事業活動収支差額比率は 4.5％に改善したが、経常収支差額比率は 0.7％と充分な収支状

況にはない。2024（令和６）年度には、収支悪化の根本的な要因について、他校比・過去比・

目標比３つの視点で分析を行いまとめた「財務の現況」を用いて、本院の財政状況が 2023（令

和５）年度決算が底にあることや本院の予算制度の在り方の歪みについて、2025（令和７）年

３月の科長会議・評議員会にて報告し、予算制度改革の実施が不可避である意識の共有を学習

院全体で図った。その後 2025（令和７）年６月から、法人財務部で作成した予算制度見直し案

を基に、学長・各学部長・法務研究科長と延べ約 40回に亘り協議し、検討を繰り返した結果、

最終的には中期財政計画で掲げている「事業活動収支差額比率５％」が 2033（令和 15）年度

に達成目途が立つ「予算制度見直し・収支改善策 最終提案」について、①３年後に大学と協

議し再検討すること、②毎年度の物価上昇率について大学と協議することを前提に、学長をは

じめ科長会議にて承認された。「収支改善策」の具体的な内容は、各学校・法人に配付する「配

付額」を固定化し約５億円（約 17％）の圧縮、2028（令和 10）年度以降の中期計画推進予算

４億円の廃止による合計約９億円の支出削減策と、納付金・寄付金・資産運用収入の増収策の

両輪である。そしてこれらを盛り込んだ「2026（令和８）年度予算編成方針」を策定し、2026

（令和８）年度より新たな予算制度による学校運営のスタートを切ることとなった。 

 当該予算制度の見直しは、「財務の現況」を用いて、本院の現状と「他校比・過去比・目標

比」を丁寧に説明したことで院全体に予算制度を見直す必要性が浸透していたこと、そして何

より学長・各学部長・法務研究科長が本院の現状と収支改善・予算制度見直しの必要性を理解・

協力したことにより、執行部・教職員が一丸となり同じ方向を向いて取り組んだ結果、実現で

きた予算制度改革であると考えている。 

 当該収支改善策により、まずは目標である「事業活動収支差額比率５％」を達成し、安定し
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た財政基盤を確立した上で、教育研究活動の更なる向上に向けた資金投下を行う予定である。 

 

２ 授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入の多様化を図

っているか。また、それによってどの程度の財源が確保されているかが明らかであるか。 
 外部資金の獲得のうち、研究費に関する業務は研究支援センターが担っている。科研費の獲

得状況について、2024（令和６）年度は、新規採択件数 31 件、新規採択率は 40.3％となり、

私立大学では２位の結果となった。昨年度（採択率 44.2％）と一昨年度（同 47.4％）は私立

大学で１位を獲得しており、高い採択率を維持している。このことから、研究者に対する応募

支援について、一定の成果が出ているといえる。 

受託研究費・共同研究費については、公的機関を中心に、2022（令和４）年度は 23件 221,128

千円、2023（令和５）年度は 27件 295,489千円、2024（令和６）年度は 22件 301,016千円と

推移しており増加傾向にある。 

 寄付金については、学習院創立 150周年にあたる 2027（令和９）年度を終期とする、「学習

院 VISION150」推進募金活動に、2022（令和４）年度から取り組んでいる。持続可能な社会の

実現を担い、グローバルに活躍できる人材を育成すべく、各事業計画を円滑に推進するための

一助となるよう、６年間の募金目標総額を 30 億円と設定している。これまでの４年間は、い

ずれも単年度の目標額（５億円）を達成した。 

 資産運用については、法人の財務部が行っており、運用の対象となる金融資産は近年 400億

円規模で推移している。2002（平成 14）年度に「資金の運用に関する取扱規程」を定め、運用

商品や期間、発行体の格付け等について規程に沿った運用を行っている。毎年の運用原資とな

るのは、予算承認された財源のほか、各特定資産（退職給与引当特定資産・第３号基本金引当

特定資産、第２号基本金引当特定資産・減価償却引当特定資産・初等科施設維持引当特定資産・

大学改革推進引当特定資産）、その他余剰資金である。運用対象となる金融商品は、基本的に

元本毀損リスクが低いものとしている。近年は金利が上昇傾向にあるためより高金利が期待で

きる金融機関の劣後債を中心に債券を購入しており、リスクに留意しつつ、運用益の確保に努

めている。 

 

【２】長所・特色 

 特になし。 

 

【３】問題点 

 特になし。 

 

【４】全体のまとめ 

 法人として 2027年（令和９年）の創立 150周年に向けて、2022（令和４）年度から 2027（令

和９）年度を実施期間とする６か年中期計画「学習院 VISION150」を策定し、2022（令和４）

年度、2024（令和６）年度に納付金の改定を行うなど、財政基盤強化への取組みを行った。 

 財務関係比率に関する指標は、中期財政計画において「中期的な財政基盤」では積立率 80％

と、「単年度の収支」では事業活動収支差額比率５％の２つの目標を掲げ、事業団が発行する
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『今日の私学財政』による大学法人・大学部門の指標と比較検討によって長期的なスパンでの

財政政策を検討している。 

 本院の教育研究活動を向上させていくための財政基盤の確立に向けては、2024（令和６）年

度に収支悪化の根本的な要因について、他校比・過去比・目標比３つの視点で分析を行い、2025

（令和７）年度に「収支改善策」を提案し承認を得た。これを盛り込んだ「2026（令和８）年

度予算編成方針」を策定し、2033（令和 15）年度に目標である「事業活動収支差額比率５％」

の達成を目指す。毎年度、事業活動収支と資金収支の両方の視点から向こう 10 年間の収支見

通しを作成し、経営状況を評価している。 

 教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るため、人件費や施設・営繕費以外を物件費予算

としており、更に予算を「教育」等の目的別に分けて管理することで適正な予算管理を実現し

ている。また、これ以外に、各学校の独自性を生かした教育研究活動を遂行するため中期計画

推進予算を設けている。 外部資金の獲得について、科研費の管理課題件数は増加しており、

研究支援センターの取組みの成果が表れていて、2023（令和５）年度の新規採択率は、前年度

から引き続き私立大学で第１位となった。受託研究費・共同研究費についても増加傾向にある。 

 以上のことから、財務について、全体として適切な状況であると判断できる。  
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第 11 章 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム 
【１】現状説明 

① 教育プログラムの内容・手法を適切に構成・実施しているか。 

評価の視点１ 教育プログラムの内容・手法 

評価の視点２ 産業界等の社会からの教育プログラムの内容・手法等への意見と対応 

 

１ 教育プログラムの内容・手法 
2022（令和４）年度に学習院大学数理・データサイエンス・AI 教育プログラムをスタート

した。本プログラムは、2023（令和５）年８月に文部科学省「数理・データサイエンス・AI教

育プログラム認定制度（リテラシーレベル）」及び「数理・データサイエンス・AI教育プログ

ラム認定制度（応用基礎レベル）」に認定された。 

本プログラムでは、データサイエンスの基礎であるデータ分析、機械学習(AI)、プログラ

ミング、数学/統計の４分野をバランスよく学べるよう 31 科目の指定科目を開講している

（2022（令和４）年度に 26 科目が、2023（令和５）年度に「コンピュータと情報技術」が、

2024（令和６）年度に「暗号技術」「データサイエンスのための数学基礎１」「情報社会（人工

知能の現場）」「情報技術（情報セキュリティの現場）」の４科目が新規開講されて 31科目とな

った）。これらの 31科目のうち、９科目（プログラミング中級、人工知能とビッグデータ、人

工知能概論、基礎の機械学習、プログラミングで学ぶ機械学習、基礎のニューラルネット、プ

ログラミングで学ぶニューラルネット、統計解析ツールによるデータ分析、データサイエンス

のための数学基礎１）をコア科目として設定している。 

本プログラムの手法としての特徴は、理論を座学で学ぶより、手を動かしながら理解を進

めることを重視し、ハンズオン教材を多用、クラウド上の先進の情報教育環境を利用すること

で、実践的な教育を目指していることである。主要なテーマでは、Python プログラミングを

通した実践的な理解を目指す科目と、ハンズオン教材によって直感的な数理の理解を目指す科

目のタンデム構成とし、相互補完により高度な理解を目指している。具体的には、「プログラ

ミングで学ぶ機械学習」と「基礎の機械学習」、「プログラミングで学ぶニューラルネット」と

「基礎のニューラルネット」、「プログラミングで学ぶ情報理論」と「データサイエンスのため

の情報理論」、「プログラミングで学ぶアルゴリズム」と「基礎のアルゴリズム」がタンデム構

成となっている。 

以上の内容・手法を踏まえ、まずプログラム全体の内容については、多くの科目を指定科

目として開講することにより、文系・理系を問わず、各自が思い描くキャリア設計に役立つよ

うに履修科目の組み合わせを工夫できるように設計されていると判断できる。数理・データサ

イエンス・AI を日常的に使いこなすことができる基礎的素養を身につけ、活用できるように

なるために、情報リテラシーの知識と技術、更に情報セキュリティ等の情報技術を身につけた

上で、統計解析・表計算ツールや Python 等のプログラミングを用いたデータ利活用の実践的

な能力を高め、更に機械学習や情報理論等の専門的な科目群も提供することにより、導入の垣

根を低くしつつ、高度な専門性も身につけることが可能なカリキュラムとなっていると判断で

きる。 
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リテラシーレベルの内容は、多彩な科目群を提供する一方で、必須科目と選択必修科目を

修得することにより、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレ

ベル）」の創設について」（2020（令和２）年３月数理・データサイエンス・AI教育プログラム

認定制度検討会議）に記載のある５つの審査項目の内容を全て含むカリキュラムとなってい

る。 

応用基礎レベルの内容は、リテラシーレベルと比較して、修了要件の科目数を指定科目、コ

ア科目ともに２倍としており、データサイエンス・AI・数理を深く理解し、各専門分野で応用

できる人材を育成するカリキュラムとなっている。また、必須科目と選択必修科目を修得する

ことにより、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（応用基礎レベル）」の創

設について」（2021（令和３）年３月数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度検

討会議）に記載のある応用基礎コアの「Ⅰ．データ表現とアルゴリズム」、「Ⅱ．AI・データサ

イエンス基礎」、「Ⅲ．AI・データサイエンス実践」の内容を全て含むカリキュラムとなってい

る。 

手法については、多彩な科目を開講し、主要なテーマについては、タンデム構成となってい

ることから、学生の興味やレベルに応じた履修が可能となっており、データサイエンス・AIに

関わるキャリアパスを歩むにあたり、プログラミング、データ分析、機械学習、数理・統計の

４分野において基礎的な理解を有する人材を育成するという教育目標に沿った手法になって

いると判断できる。 

 

２ 産業界等の社会からの教育プログラムの内容・手法等への意見と対応 
2023（令和５）年５月に文部科学省に提出した「数理・データサイエンス・AI 教育プログ

ラム認定制度」申請書においては、産業界からの視点を含めた教育プログラム内容・手法等へ

の意見に対する自己点検・評価体制における意見・結果・改善に向けた取組み等として、「産

業界においては、データサイエンス・AI の基礎的な理解に支えられて、新しいビジネス領域

や新規事業の開拓を目指す人材が強く求められており、このような人材は文系の専門分野から

多く輩出されることが予想される。この観点から考えると、現在のデータサイエンスプログラ

ムのカリキュラムにおけるコア科目には、純粋に文系学生向けの科目がなく、文系学生を主た

る対象とした２科目（「人工知能とビッグデータ」「人工知能概論」）においても、技術的内容

が半ばを占めている。文系向けに、データサイエンス・AI と社会のつながりを主たるテーマ

とする科目を用意することが望ましい。」としていた。そのため、2023（令和５）年度に同プ

ログラムの見直しを実施し、2024（令和６）年度から新規の科目として「情報社会(人工知能

の現場)」を開講した。また、このほかにも、情報セキュリティの第一線で社会を守っている

著名なハッカーを講師に迎え、豊富な実例のデモやハンズオンを活用して、分かりやすく情報

セキュリティの現実について学ぶ「情報技術(情報セキュリティの現場)」、暗号を中心に、情

報の適切な扱いのための技術を学ぶ「暗号技術」、データサイエンスを学ぶ上で必要な数学の

基礎知識を学ぶ「データサイエンスのための数学基礎 1」の３科目も新規開講し、更なる内容

の充実を図った。これらの新規科目は 2024（令和６）年度から実際に開講され、学生からも高

い関心を集めている。 

また、学外からの本教育プログラムへの意見の聴取として、2023（令和５）年 10 月 20 日
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に成蹊大学、2024（令和６）年 10月 18日に成城大学で開催された五大学センター長会議にお

いて、本学データサイエンス教育について説明を行い、出席者と質疑を行った。本学から、情

報科目の見直しを行って、データサイエンスの多彩な科目群を開講し、AI関連科目（「人工知

能概論」、「人工知能とビッグデータ」）の履修者が２～３年で倍増したこと、2023（令和５）

年度に文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」のリテラシーレベ

ル及び応用基礎レベルの認定を受けたこと、2023（令和５）年度の履修者数の状況等の説明を

行ったところ、他大学の出席者（成蹊大学、武蔵大学、成城大学、甲南大学の情報教育・情報

システムの担当教職員）からは、多彩な科目群を開講していることは、データサイエンス教育

としては理想を追求する姿である等の意見があった。今後については、フラットな科目の配置

と体系的なカリキュラムのあり方の整理、また、認定の証明書としてオープンバッジを発行す

ることについては先行している大学からの事例紹介もあり、本教育プログラムの改善に資する

会議であった。 

 

② 教育プログラムの履修・修得状況、学修成果を適切に把握及び評価しているか。 

評価の視点１ 履修・修得状況の把握及び評価 

評価の視点２ 全学的な履修者数・履修率の向上に向けた計画と達成状況 

評価の視点３ 学生の学修成果の獲得に関する把握及び評価 

評価の視点４ 修了した学生の進路・活躍状況、企業等の評価の把握及び評価 

 

１ 履修・修得状況の把握及び評価 
本学のデータサイエンスプログラムを開始した 2022（令和４）年度において、プログラ

ムの履修者数は 2,943名であり、学部総計の在籍学生数 8,798（2023（令和５）年５月１日

時点）名に対する割合は 33.4％であった。2023（令和５）年度は、プログラムの履修者数は

5,126（2023（令和５）年５月１日時点）名となり、学部の在籍学生数に対する割合は

58.2％となった。2024（令和６）年度においても、プログラムの履修者数は引き続き増加傾

向にあり、学部全体での高い履修率を維持している。また、データサイエンス科目群に分類

される比較的専門性の高い科目群の延べ履修登録者数は、2023（令和５）年度の 1,063名か

ら 2024（令和６）年度は 1,592名へと大幅に増加している。この急増する需要に対し、複数

の科目でコンピュータ教室の定員に収容できずに抽選により履修制限せざるを得ない状況も

発生しており、今後は授業形態の工夫等、学生の学習機会を拡大するための整備が課題とな

っている。 

本教育プログラムを構成する指定科目のうち「情報リテラシー」は１年次学生に対してク

ラス指定を行っており、１年度あたり収容定員の約 25％が履修することになり、２年度では

約 50％の学生が履修することになる。2023（令和５）年度の 62.1％という全学的な履修率は、

新入学生だけでなく２年次学生以上もデータサイエンスプログラムの指定科目を履修したこ

とにより、２年間で収容定員の約３分の２の学生が履修することになったもので、多くの学生

が履修しており、プログラムの認知度が向上していることが確認できる。 
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２ 全学的な履修者数・履修率の向上に向けた計画と達成状況 
本教育プログラムに対する認知獲得を目的に、動画・ホームページ・ポスター・チラシ・大

学案内等の刊行物を活用して周知に努めた。特に、データサイエンスの知識がキャリアパスを

切り開く上で重要な能力であることをアピールしてきた。結果、2023（令和５）年度初めに実

施した主に新入学生を対象とするプログラム説明会では、予想を超える多数の参加者があり、

更に参加者のうち 96％がプログラムへの参加を「希望する」又は「検討する」とアンケートで

回答した。そのため、2023（令和５）年度新入学生等の認知獲得に成功したものと判断してい

る。 

2024（令和６）年度も同様の取組みを継続し、プログラム説明会やガイダンスを実施したほ

か、ホームページでの情報発信を強化した。これらの取組みの結果、データサイエンス科目群

に分類される専門性の高い科目の履修者が大幅に増加するなど、学生のプログラムへの関心の

高まりが確認できた。 

2025（令和７）年度においても同様の取組みを継続し、副専攻「データサイエンス」ガイダ

ンスを実施した。参加者 207名を対象にアンケートを実施したところ、「履修したい」（40.1％）

と「興味がある」（58.0％）を合わせた 98.1％が履修への意向又は関心を示した。履修動機と

して「就職に有利」（71.5％）および「データサイエンス・AIへの関心」（58.5％）を挙げる学

生が多数を占め、本プログラムのキャリア関連性が学生に広く認識されていることが確認でき

た。特に学びたい内容としてはプログラミング基礎・データ分析技術・統計解析が上位となっ

ており、実践的なスキル習得への需要が高い。一方、「専攻との両立」「プログラミング力の不

足」「時間的な制約」を懸念として挙げる学生が多く、履修継続を支援するための環境整備が

引き続き課題として認識された。 

 

３ 学生の学修成果の獲得に関する把握及び評価 
  2023（令和５）年度に「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシー

レベル）」の修得要件を満たす単位修得をした学生数は 19 名であり、「数理・データサイエン

ス・AI教育プログラム認定制度（応用基礎レベル）」の修得条件を満たす単位修得をした学生

は２名であった。2024（令和６）年度には「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定

制度（応用基礎レベル）」の修得条件（副専攻と同一）を満たす単位修得をしている在学生は

26名に増加した（うち、８名は４年生）。また、副専攻の科目を部分的に履修した学生も増加

傾向にある。修得要件として、リテラシーレベルでは最低８単位、応用基礎レベルでは最低 16

単位の科目の単位修得が必要であることを鑑みると、２年目の修得状況としては順調であると

評価できる。また、修得条件を満たした学生は全学部にまたがっており、全学的に学生が関心

をもってデータサイエンスの修得に取り組んでいる状況が続いている。 

 「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」のリテラシーレベル及び応用基礎

レベルの修得条件を満たした学生には、修了を電子的に証明するオープンバッジを発行してい

る。2023（令和５）年度は、リテラシーレベルのバッジを４名、応用基礎レベルのバッジを２

名の学生に発行した。2024（令和６）年度からは制度を改善し、修了条件を満たした学生全員

に対して申請不要でオープンバッジを発行する方式に変更し、リテラシーレベルのバッジを

103 名、応用基礎レベルのバッジを 24 名の学生に発行した。さらに 2025（令和７）年度には
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リテラシーレベル 154 名・応用基礎レベル 66 名に発行し、制度開始以来の累積取得者はリテ

ラシーレベル 261名・応用基礎レベル 91 名に達した。これにより、より多くの学生が自らの

学習成果を対外的に証明できる機会を得ることとなった。オープンバッジは、学生の学習成果

を証明する上で信頼性の高いツールである。バッジの発行には、本学のデータサイエンス・AI

教育プログラムが定めた厳格な基準を満たす必要があり、修了者の知識やスキルが一定の水準

に達していることを保証している。企業側にとっても、オープンバッジを通じて学生の修了状

況を客観的に評価することができ、データサイエンスや AI に関する専門性を持つ人材の採用

に役立てることができる。 

 取得者の学年構成を見ると、２・３年生が主体（リテラシーレベルで 78％、応用基礎レベル

で 75％）となっており、２年次以降に学修が本格化する傾向が読み取れる。４年生でも一定

数が取得しており、在学中のいずれの学年においても継続的な取得が見られる。学部別では全

学部から取得者が出ており、リテラシーレベルは経済学部 100 名・理学部 89 名・文学部 33

名・国際社会科学部 21 名・法学部 18 名と、文理を問わずプログラムの活用が広がっている。

また、応用基礎レベルの取得者（91名）のうち約 81％（74名）がリテラシーレベルも取得し

ており、段階的な修了の仕組みが機能していることが確認できる。 
 
４ 修了した学生の進路・活躍状況、企業等の評価の把握及び評価 
  上記のとおり、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」のリテラシーレベ

ル及び応用基礎レベルの修得条件を満たした学生にはオープンバッジを発行しており、特に、

データ活用や AI 技術の導入に積極的な企業では、オープンバッジを持つ学生に対する評価が

高まることが期待される。今後、オープンバッジの証明性を活かし、修了者の就職活動支援に

役立てるとともに、データサイエンスや AI分野で活躍できる人材の輩出に努める予定である。 

 

③ 学生アンケート等を通じて、学生の内容の理解度を適切に把握及び評価しているか。

また、他の学生へ推奨する取組みを実施しているか。 

評価の視点１ 学生アンケート等を通じた学生の内容の理解度の把握及び評価 

評価の視点２ 学生アンケート等を通じた学生の他の学生に対する推奨への取組み 

 

１ 学生アンケート等を通じた学生の内容の理解度の把握及び評価 
全学的に実施している授業評価アンケートを通して、学生の理解度を把握している。また、

本アンケートでは、各科目の内容に対する学生の理解度や満足度、教員の教育手法に対する評

価等、様々な観点からフィードバックが得られる。これらの結果を分析することで、プログラ

ムを構成する個々の科目における学生の理解度を把握している。2024（令和６）年３月２日、

2025（令和７）年３月８日、及び 2026（令和８）年３月 14日には、データサイエンスプログ

ラムの指定科目を対象とした FD・SD 研究会を実施した。研究会では、授業評価アンケートの

結果分析に加え、履修状況の分析、オープンバッジ発行状況の報告、そして急増する履修希望

者への対応、科目間の接続についても議論を行い、これまでの成果や課題について包括的な検

討を重ねている。 
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２ 学生アンケート等を通じた学生の他の学生に対する推奨への取組み 
実際にプログラムを履修した学生にインタビューを実施し、履修動機や就職活動、資格取得

への活用等について聞き取りを行った。また、大学ホームページ上に本プログラムの学生向け

の広報ページを開設し、その中で、インタビューの内容を公開している。 

 

【２】長所・特色 

１）多彩な科目群を開講しており、更に継続的な改善を実施している。 

 

【３】問題点 

１）データサイエンス科目群に分類される専門性の高い科目の履修希望者が急増しており、コ

ンピュータ教室の定員制限により一部の学生が履修できない状況が生じている。2025（令

和７）年度には、履修希望者の多い科目を中心にクラス数を増やして対応した。今後も、

より多くの学生が学習機会を得られるような教育環境の整備を進める予定である。 

 

【４】全体のまとめ 

本学では、2022（令和４）年度に「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」を開始し、

2023（令和５）年８月に文部科学省の認定を受けた。このプログラムは、データサイエンスの

基礎となるデータ分析、機械学習、プログラミング、数学/統計の４分野を 31 科目で構成し、

９科目をコア科目としている。多彩な科目とタンデム構成により、学生の興味やレベルに応じ

た履修が可能であり、基礎的な理解を有する人材を育成することを目指している。リテラシー

レベルと応用基礎レベルの両方のカリキュラムを提供し、実践的な教育手法としてハンズオン

教材やクラウド上の情報教育環境を活用している。 

外部からの意見に基づき、2023（令和５）年度にプログラムの見直しを実施し、2024（令和

６）年度から新規科目「情報社会(人工知能の現場)」を開講する。また、「情報技術(情報セキ

ュリティの現場)」や「暗号技術」、「データサイエンスのための数学基礎 1」等の科目も新規開

講し、内容を充実させる予定である。更に、学外からの意見を聴取し、五大学センター長会議

でのフィードバックを元に、プログラムの改善に努めている。更に、全学的な授業評価アンケ

ートを通じて、学生の理解度や満足度を把握し、データを分析して教育効果の向上に努めてい

る。また、履修した学生へのインタビューを行い、大学のホームページで公開することで、他

の学生へのプログラムの推奨に取り組んでいる。 

上記の取組みの結果、同プログラムを開始した 2022（令和４）年度には同プログラムを 2,943

名が履修し、2023（令和５）年度には 5,126名に増加した。2024（令和６）年度には、特に専

門性の高いデータサイエンス科目群の履修者が前年度の 1,063 名から 1,592 名へと大幅に増

加した。指定科目の履修状況を詳細に把握し、多くの学生が履修しており、プログラムが認知

されていると評価している。更に、全学的な履修者数と履修率の向上を目指し、動画やポスタ

ー、説明会を通じて認知度を高めた。その結果、2023（令和５）年度にはリテラシーレベルで

44 名、応用基礎レベルで１名の学生にオープンバッジを発行した（申請に基づく旧制度での

値）。2024（令和６）年度から申請者に限定せず修了条件を満たした学生全員に自動的にオー
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プンバッジを発行したことにより、リテラシーレベルのバッジを 103名、応用基礎レベルのバ

ッジを 24 名の学生に発行した。さらに 2025（令和７）年度にはリテラシーレベル 154名・応

用基礎レベル 66名に発行し、2025（令和７）年度末の累積取得者はリテラシーレベル 261名・

応用基礎レベル 91名に達した。 

 以上のように、学習院大学の「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」は、教育内容

と手法の充実、外部からのフィードバックへの対応、履修・修得状況の適切な把握、学生の学

習成果の評価、更に学生アンケートを活用した理解度と推奨度の評価に努めており、全体的に

順調に進行している。特に、オープンバッジの累積取得者が 2025（令和７）年度末にリテラシ

ーレベル 261 名・応用基礎レベル 91 名に達したことは、本プログラムへの取組みが着実に学

生に定着していることを示す具体的な成果といえる。  
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第 12 章 教職課程 
【１】現状説明 

① 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づき協働的な取り組みを実施しているか。 
評価の視点１ 教職課程教育に対する目的・目標の共有 

 教職課程の目的・目標を「卒業認定・学位授与の方針」及び「教育

課程編成・実施の方針」等を踏まえて設定し、育成を目指す教師像

とともに学生に周知している 

 育成を目指す教師像の実現に向けて、関係教職員が教職課程の目的・

目標を共有し、教職課程教育を計画的に実施している 

 教職課程教育を通して育もうとする学修成果（ラーニング・アウト

カム）が、「卒業認定・学位授与の方針」を踏まえて具体的に示され

ているなど、可視化を図っている 

評価の視点２ 教職課程に関する組織的工夫 

 教職課程認定基準を踏まえた教員を配置し、研究者教員と実務家教

員及び事務職員との協働体制を構築している 

 教職課程の運営に関して全学組織（教職課程センター等）と学部（学

科）の教職課程担当者とで適切な役割分担を図っている 

 教職課程教育を行ううえでの施設・設備が整備され、デジタル教科

書を用いた教育指導に対応することも可能となっている 

 教職課程の質的向上のために、授業評価アンケートの活用を始め、

FD（授業・カリキュラム改善、教育・学生支援体制の整備等）や SD

（教職員の能力開発）の取り組みを展開している 

 教員養成の状況についての情報公開を行っている 

 全学組織（教職課程センター等）と学部（学科）教職課程とが連携

し、教職課程の在り方により良い改善を図ることを目的とした自己

点検・評価を行い、教職課程の在り方を見直すことが組織的に機能

している 

 

１ 教職課程教育に対する目的・目標の共有 
本学における教職課程は、全学的な３つのポリシー（卒業認定・学位授与の方針、教育課程編

成・実施の方針、入学者受入れの方針）に基づき、大学全体の基本方針である少人数教育を生

かして、教職課程としての４つの特色（①教師として学び成長し続ける基盤形成を図るための

理論的体系的な教育、②主体的な学習態度を育成するための多様で体験的な学習活動、③実践

的指導力の基礎を育成するための模擬授業や事例研究などの授業形態、④教職課程ゼミや教職

合宿等の課外活動の開催による学生間・卒業現職教員間の交流活動）を具体化し、実践してい

る。 

 これらの全学的な基本方針と教職課程における特色を踏まえつつ、中学校・高等学校教員の

教職課程認定を有する全ての学科・専攻が自らの教員養成の目標・計画を掲げて、教職課程運
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営を行っている。また、小学校教員養成を主たる目的とする文学部教育学科では、上記４つの

特色の具体化に加えて、初等教育の特性に鑑み、①体験型学習の指導力、②コミュニケーショ

ン能力、③多文化共生社会に対応した教育実践力、という３つの育成課題目標を独自に掲げ、

教職課程運営を行っている。 

 2025（令和７）年度時点において、５学部（17学科）・５研究科（14 専攻）において教職課

程の認定を受けており、文学部教育学科（大学院教育学専攻）で小学校教諭一種免許状（同専

修免許状）を、それ以外の学部（学科）・研究科（専攻）で中学校・高等学校教諭（国語・社

会・数学・理科・英語・ドイツ語・フランス語・職業指導・地理歴史・公民・情報・書道）一

種免許状（同専修免許状／ただし、職業指導・情報・書道は除く）を、それぞれ取得できるよ

うになっている。同年度においての教員免許状取得状況は、小一種 36 件、中一種 155 件、中

専修 21 件、高一種 159件、高専修 21件であり、臨時的任用教員を含む公私立学校教員就職状

況は、小：19 名、中：20名、高：12名、計：51名である。 

 全学的及び学科・専攻毎の「教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画」は、各

学科・専攻の意向を尊重した形で作り上げた案が、学長の下にある教職課程の全学統一組織で

ある「教職課程運営委員会」において承認されており、毎年度発行の『学習院大学教職課程年

報』に掲載され、大学のホームページ上にて公表されている。 

 教職課程履修学生に対しては、次のような年間の教職課程の取組み、すなわち履修開始１年

目の「（中・高）教職課程説明会」、正式履修開始時の「履修登録ガイダンス」、実習開始前年

度の「教育実習オリエンテーション」「介護等体験ガイダンス」を実施しており、無理のない

充実した履修計画の立案及び履修上の不安解消等を図ると同時に、それらの取組みにおいて

「学習院大学における教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画」の共有化を図

り、周知・徹底している。なお、全学的な方針の下、シラバスにおいてもまた、コアカリキュ

ラムを意識した内容とするとともに、各教職課程科目の「到達目標」を具体的に明記すること

によって、目標達成に向けての主体的学習活動の活性化を促している。 

 

２ 教職課程に関する組織的工夫 
 全学の教職課程運営に関して、学長の下に全学的組織としての「教職課程運営委員会」を組

織し、教職課程運営の計画・実施・点検評価等の基本業務事項から教職課程科目開講時間の全

学的調整などの細部事項に至るまで、全学的な討議と合意形成を執り行っている。その構成員

は、①教職課程主任、②教育担当の副学長、③教職課程の認定を受けている各学部学科の教員

から選出された委員、④小学校及び中・高教員養成教職専門科目担当教員から選出された委員、

加えて⑤事務職員の学長室部長及び学生センター部長であり、毎年度原則５回開催している。

また、教職課程の事務手続や履修指導、教員募集に関する情報提供等の教職に関する業務を一

貫して行う事務組織である教職課程事務室を置くとともに、小学校教員養成を主たる目的とす

る文学部教育学科の設置（2013（平成 25）年）により教育学・教職関係スタッフを充実してき

た。このような組織体制によって、教職課程運営に関する全学的な意思統一と効率的な業務遂

行や「教職協働」を生み出すことができている。 

 教職課程教育にあたる専任教員は、主に小学校教職課程担当８名及び主に中・高教職課程担

当４名の計 12 名（2025（令和７）年３月末時点文部科学省への届け出）であり、その内各校
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種の教員のキャリアを有する者が７名（約６割）である。また、教職課程科目の内、主に「各

教科の指導法」を担当する非常勤講師には、学習院初等科・中等科・高等科の現職教員を始め

として、豊富な実践経験を有する実務家教員を積極的に採用し、実践的指導力の育成を図って

おり、模擬授業や事例分析、グループワークや小集団討議等が同科目内で多く行われ、実践的

指導力の育成という点で成果を生み出す主要因となっている。 

 教職課程教育の質的向上のために、全学的な FD活動と連動して、毎年度、授業評価アンケ

ートを実施しているが、2025（令和７）年度は、授業形態別に見ると演習形態よりも講義形態

の方がやや高い評価を受けている。2024（令和６）年度の評価と比較すると、講義形態では良

い結果となった一方で演習形態ではやや低い評価を受けることとなったが、両授業形態ともに

評価項目に対する回答が概ね平均 4.0（５段階評価）を上回る結果となった。授業評価アンケ

ートの結果については大学ホームページ上で公表している。なお、2014（平成 26）年度より毎

年度発行している『教職課程年報』（2025（令和７）年度は第 12号）において、教職課程教育

を担当する専任教員及び非常勤講師の研究論文・授業研究報告に加えて、教育実習を始めとす

る各種事業報告とその実施記録、それらに参加した学生や卒業生の体験報告、更には毎年度の

教職課程に関わる各種データを掲載している。『教職課程年報』は、大学ホームページ上の教

職課程のページに登載し、積極的な情報公開に努めている。SD としては、教職員が教職課程

関連団体主催の講演会・研修会に参加し、教職課程の専門性を向上させている。 

 2025（令和７）年度に重点を置いた組織的取組みとしては、第一に、教職課程必修科目とし

て 2022（令和４）年度に新たに開講した授業科目「ICT活用の理論と実践」を引き続き実施す

るとともに、「学習院大学グランドデザイン 2039」の一環として「ICT 推進の高度充実化」を

行う６ヵ年計画に基づいて推進している。2022（令和４）年度に設置した「ICT推進小委員会」

を推進組織として、施設・設備上の整備を進めている「先端教職研究室」について、2025（令

和７）年度には、これまで整えてきた情報環境を未来志向の教育へと総合的に活かす知的創造

空間として確立した。こうした先端的環境は国内外の様々な学習拠点との連携設備でもあり、

学習院における教学上の新たな優位性の一つとして、アクティブ・ラーニングコモンズを具体

的に拡充させることに繋がった。また第二として、2022（令和４）年度より実施している教職

課程自己点検・評価について、「教職課程運営委員会」の討議と意思統一を経て、教職課程自

己点検を担う中核組織として「自己点検・評価小委員会」を組織し、４年目の自己点検・評価

活動を行った。第三に、学校法人学習院が 2026（令和８）年４月より同法人内の学習院女子大

学を学習院大学に統合し、学習院大学の新たな学部として「国際文化交流学部」の設置を予定

していることを受けて、統合に向けて、法令を遵守した教職課程の運用に向けた準備を組織的

に進めた。第四に、2025（令和７）年度から開始した中野区教育委員会、板橋区教育委員会と

の連携協定により、対象となる学生が特別支援学級及び不登校児童生徒の学習活動を支援する

教育施設において介護等体験を行えるよう組織的に取り組んだ。第五に、大学院（人文科学研

究科教育学専攻）への学内推薦入試を 2026 年度入学者入試より全学に拡げ、文学部教育学科

の学生だけでなく、全学からより専門的な学びを得て教職に就く者へ門戸を拡大した。 
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② 学生の確保・指導・キャリア支援を適切に実施しているか。 

評価の視点１ 教職を担うべき適切な人材（学生）の確保 

 当該教職課程で学ぶにふさわしい学生像を「入学者受け入れの方針」

等を踏まえて設定し、学生の募集や選考ないしガイダンス等を実施

している 

 「教育課程編成・実施の方針」等を踏まえて、教職を担うにふさわ

しい学生が教職課程の履修を開始・継続するための基準を設定して

いる 

 「卒業認定・学位授与の方針」等を踏まえて、当該教職課程に即し

た適切な規模の履修学生を受け入れている 

 「履修カルテ」を活用する等、学生の適性や資質に応じた教職指導

が行われている 

評価の視点２ 教職へのキャリア支援 

 学生の教職に対する意欲や適性を把握している 

 学生のニーズや適性の把握に基づいた適切なキャリア支援を組織的

に行っている 

 教職に関する各種情報を適切に提供している 

 教員免許状取得件数、教員就職率を高める工夫をしている 

 キャリア支援を充実させる観点から、教職に就いている卒業生や地

域の多様な人材等との連携を図っている 

 

１ 教職を担うべき適切な人材（学生）の確保 
 教員養成を主たる目的としていない私立大学である本学における教職課程の履修は、「教員

養成の開放制」原則に基づいて、学生の自発的意思に拠るものとなっているが、単位の実質化

を図り、教員免許状取得に至るまでの各段階で、教職を担うにふさわしい学生の資質能力等の

学習成果を大学が判断し、教職への適性を学生自身が見極めるために、次のような仕組みの下

に行われている。 

 第一に、履修開始１年目は教職に関する科目のうち基礎的な内容となる６科目（教育基礎、

教職概論、教育制度、教育心理学、教育課程論、ICT活用の理論と実践）を自由に履修可能と

しつつも、同６科目のうち「教育基礎」「教職概論」の２科目の単位を修得できた者だけが教

職課程正式履修者として登録でき、次の履修段階へと進むことができる仕組みをとっている。 

第二に、介護等体験について、実践的・専門的な予備知識の習得を図る事前指導・事後指導

を、授業科目「介護概説」（中・高教職課程履修者向け、２年次以上配当）、「介護概論」（小学

校教職課程履修者向け、２年次以上配当）として設置している。なお、本授業の受講要件とし

て所定科目の履修や単位修得を設定して、介護等体験の参加資格判定を設定するとともに、学

生の質の確保を図る仕組みをとっている。 

第三に、４年生時における「教育実習」の履修にあたっては、①履修前々・前年度において

「教育実習ガイダンス」や「教育実習オリエンテーション」を実施し、出席を義務づけるとと
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もに、教職に向けた自覚と学習を促すこと、②教育実習を履修する資格要件として修得してお

くべき教職課程科目を定めること、③学科毎に教育実習履修資格基準とそれに基づく資格判定

を行うこと、④全学「教職課程運営委員会」において学生一人ひとりの状況確認と教育実習履

修の資格判定を行うことなどの制度により、一定の水準確保を図る仕組みをとっている。なお、

昨年度の自己点検・評価において問題点としていた教育実習ガイダンスや教育実習オリエンテ

ーションの実施方法については、教育実習ガイダンスは学生への配付資料が多いことから対面

での実施が必須であること、教育実習オリエンテーションは４年生の授業科目である「教育実

習Ⅰ」の事後指導と併せて土曜日の第３時限（13:15～15:00）の実施とし、教育実習を控える

学生が実習を終えた４年生の体験談を聞く機会を創出することを目的とすることから、それぞ

れ対面で開催とすることを確認した。 

第四に、課程認定を受けている各学科においても適切な学生の確保・育成においての独自の

取組みを行っている。例えば中学校・高等学校「外国語（英語）」の免許状の認定を受けてい

る文学部英語英米文化学科においては、年度当初（４月）の１～３年生対象の「教務のガイダ

ンス」において「教職課程の授業を履修する学生」向けに、教師になるための教員免許状を取

得する学生には、将来指導する可能性がある児童・生徒の模範となる教師になるための知識・

能力・資質等を備えていることが求められていることを説明の上、「学業上の指導」を行って

いる他、３年生終了時の個々の成績の状況によって、学生への個別指導を行っており、学科で

も熱心に指導を行っている。 

 小学校教員養成を主たる目的とする文学部教育学科においては、学科の主な目的に鑑みて、

一般選抜に加えて、独自に学校推薦型選抜（指定校及び公募制）を実施しており、入学者受入

れの方針を踏まえた募集を行い、学力試験のほか、集団討議や面接なども取り入れ、リーダー

シップやコミュニケーション能力、教職に向けた意欲等を重視した選抜となるよう配慮してい

る。 

 なお、本学は、少人数教育を特色の一つとして掲げており、文学部教育学科では、１学年定

員 50 名を、教職課程科目である各教科の概説科目及び演習科目において同一科目を２クラス

に分け少人数授業を行っている。これは、担当教員及び学生同士とのコミュニケーションがと

りやすくなることや、模擬授業や小集団による事例分析・討議などの授業形態も取り入れやす

くなることにより実践的指導力の基礎と主体的学習態度を育成することを目的とした制度的

措置である。 

 

２ 教職へのキャリア支援 
 教職をめざす学生へのキャリア支援体制としては、「教職課程事務室」（2025（令和７）年度：

専任職員４名及び同アルバイト２名の計６名を配置）が、全学的な教職課程の履修開始から教

員免許状の一括申請まで一貫した事務的業務をつかさどるとともに、日常的に学生の相談業務

にもあたっている。また、2025（令和７）年度においては、実践現場経験の豊富な退職教員 11

名（私立１名、公立 10 名）を「教職専門指導員」として配置し、公立及び私立学校の主に教

員採用選考試験等に関する相談・指導を行った（詳細は後述）。更に、中・高教職課程では「教

育実習オリエンテーション」や「教職実践演習（中・高）」において、小学校教職課程では、

「初等教育実習」や「教職実践演習（小）」を含む教職課程科目において、適宜現場経験者や
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専門家等を特別に講師として招き、学生に対する講話及び指導を実施し、教職に向けての意欲

の喚起と実践的指導力の基礎の育成を図った。 

 公立及び私立学校の教員採用選考試験に関しては、次のような情報提供と学習支援の事業を

行った。「小学校及び中・高教職課程履修者向けの対策講座の充実」を行った。中・高教職課

程履修者向けとしては、試験対策を行う企業と連携したオンデマンドによる傾向分析や教育時

事対策のほか、志望書・面接票作成指導、論文添削指導等を実施した。さらに教員採用選考試

験を控えた時期に、教職専門指導員による論文対策、面接対策の講座（５講座８回）を実施し

た。私立学校教員志望者向けには関連会社による学内説明会を実施するとともに、面接及び論

作文に関する学習に関しては教職専門指導員による傾向分析ガイダンスや個別指導（計９回）

を実施した。教員養成を主たる目的とする教育学科では、関連会社と連携した講座を開設（７

講座 12 回）したほか、学科専任教員による面接対策講座、学校長経験者等の外部講師による

論作文指導や面接対策講座（計 36コマ）を実施した。 

 このほか、教職履修学生が教職に就こうとする意欲を持ち、教員採用試験に向けて見通しを

持って学びを進めていくことができるよう、中・高教職課程履修者に向けては、主に学部２年

生を対象にした「スタートガイダンス」を２月にオンライン開催するとともに、オンデマンド

でも配信した。同ガイダンスは、2023（令和５）年度までは学部３年生の 10 月末に実施して

いたが、2024（令和６）年度実施教員採用選考試験からの早期化・３年次等受験の開始を受け

て前倒しで実施し、教員採用選考試験の動向や本学の教員採用選考試験対策に関する情報提供

を行った。また公立学校の教員採用試験名簿登載者結果発表が行われた時期を鑑み、12 月に

公立学校、私立学校の採用試験に合格した４年生から、後輩学生に向けて、教員採用試験の仕

組みや教員採用試験合格に向けた学習の歩み等を説明してもらう「教員合格者による体験談報

告会」を行った。教育学科においても、教員採用試験に合格した４年生が主体的に、後輩学生

に対して「キャリア座談会」を行った。 

教職課程履修者用の施設・設備に関しては、教職課程専門雑誌を大学図書館の「雑誌コーナ

ー」へ、教員採用対策書籍を大学図書館の「資格コーナー」に配架し、学生の利便性の向上を

図っている。小学校教職課程においては、模擬授業室や教材作成室の学生利用を促すほか、音

楽室の開放とピアノレッスンの個人利用を可能にし、教職課程における学習活動の環境整備を

引き続き図った。 

本学独自の特色ある取組みとしては、教職に関して強い意欲を持つ学生の要請に応じ、教職

課程正式履修者のうち希望者が参加する形式で教職課程ゼミを開き、情報交換会、模擬授業、

討論会、教職勉強会等の活動を行っている。教職課程ゼミは毎週１回活動しており、年間で 24

回程実施している。そのほか、学部学生及び大学院生の研鑽に加え、卒業生の再研修の場とし

ての「教職セミナー」も開催している。それらの活動報告と参加学生及び卒業生の声を毎年度

『教職課程年報』に掲載し、多くの学生に公開し意欲を刺激した（2025（令和７）年度は学生・

卒業生・教員合計 22名参加）。この教職セミナーは、現職教員である卒業生と在学生との交流

会という機能もある。 
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③ 適切な教職課程カリキュラムを編成しているか。 

評価の視点１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 建学の精神を具現する特色ある教職課程カリキュラムを編成・実施

している  

 学科等の目的を踏まえ、教職課程科目相互とそれ以外の学科科目等

との系統性の確保を図りながら、コアカリキュラムに対応する教職

課程カリキュラムを編成している 

 教員育成指標を踏まえる等、今日の学校教育に対応する内容上の工

夫がなされている 

 ICT 機器を活用し、情報活用能力を育てる教育への対応が充分可能

となるように、「情報通信技術を活用した教育の理論方法に関する科

目」や教科指導法科目等を中心に適切な指導が行われている 

 アクティブ・ラーニング（「主体的・対話的で深い学び」）やグルー

プワークを促す工夫により、課題発見や課題解決等の力量を育成し

ている 

 教職課程シラバスにおいて、各科目の学修内容や評価方法等を学生

に明確に示している 

 教育実習を行ううえで必要な履修要件を設定し、教育実習を実りあ

るものとするよう指導を行っている 

 「履修カルテ」等を用いて、学生の学修状況に応じたきめ細かな教

職指導を行い、「教職実践演習」の指導にこの蓄積を活かしている 

評価の視点２ 実践的指導力の養成と地域との連携 

 取得する教員免許状の特性に応じた実践的指導力を育成する機会を

設定している 

 様々な体験活動（介護等体験、ボランティア、インターンシップ等）

とその振り返りの機会を設けている 

 地域の子どもの実態や学校における教育実践の最新の事情について

学生が理解する機会を設けている 

 大学ないし教職課程センター等と教育委員会等との組織的な連携協

力体制の構築を図っている 

 教職課程センター等と教育実習協力校とが教育実習の充実を図るた

めに連携を図っている 

 

１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 
 教職課程の科目に関しては、１年間に履修登録できる単位数の上限の対象外としているた

め、教職課程の科目を履修することが学生にとって過重な負担とならないように教職課程カリ

キュラム改編を行い、2022（令和４）年度入学者から、教職課程の必要修得科目及び単位数、

教職課程履修の流れを変更している（例えば、正式履修者登録を１年次後期からとした）。そ
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の結果、2025（令和７）年度も引き続き、教職課程の履修を以前よりも緩やかにすることがで

きた。また、教職課程科目の時間割設定にあたっては、各学部・学科からの教職課程運営委員

会委員が出席する「教職課程運営委員会」において、各学科専門科目の配置との関係を考慮し

ながら時間割等を作成している。更に、同一科目においても複数クラスを編成し、異なった曜

日・時限のクラスを選択できるようにして、学生にとって履修しやすく、かつ過重な負担とな

らないカリキュラムとなるよう配慮しており、教科に関する専門的な学力と教育に対する深い

理解を養うことに繋げている。 

 2025（令和７）年度は、2022（令和４）年度に教職必修科目として開講した「ICT活用の理

論と実践」の充実と「学習院大学グランドデザイン 2039」の一環として「ICT推進の高度充実

化」を行う６ヵ年計画の遂行を連動的に行った。その一環として、これまで拡充してきた授業

で用いる STEAM 教材や授業支援アプリケーション、双方向型ワイドプロジェクタの設置に加

えて、電子黒板、3D プリンタを導入するとともに、それを実践するための SmartInfill を設

置するなど更なる環境の整備を進めた。また、ICT教育実践研究会を定期的に実施し、そこで

報告された現職教員の優れた実践例を教職科目等においても取り上げるなど、情報活用能力を

育てる教員養成への対応を更に充実させた。更に、小学校教職課程の認定を受けている教育学

科においては、専門科目の一つとして授業「アクティブ・ラーニング」を隔年で開講し、課題

発見や課題解決などの力を育成すること、必修科目に「自然体験実習」「社会体験実習」学科

行事として「オリエンテーション合宿」「スポーツ大会」などを設け、校外教育や特別活動の

指導力を育成することに努めた。 

 現在、「教育実習」は４年生時に履修することになっているが、一般に実習校からは教科専

門の知識・理解や児童・生徒とのコミュニケーション能力などを求められることが多い。その

ため、「教育実習」を履修するには、３年生までの教職課程科目内の最低修得要件を設定し、

かつ学科・専攻毎の資格審査を行うこととしており、教育実習に臨む学生に対して教育者とし

ての使命感の醸成を求めている。 

 教職課程正式履修者となった学生には、『履修要覧』に記載の「教職課程履修規定」と『教

育実習の手引き』を発行・配付して履修の方法や各種手続についての理解と徹底を図るととも

に、G-Portにて「履修カルテ（①教職課程科目等の履修状況、②自己評価シート）」を配付し、

教職課程科目や「教職実践演習」などで学生各自が自らの履修状況を自己点検・評価するよう

促した。なお、2022（令和４）年度入学者から教職課程カリキュラム改編に合わせて「教職課

程履修カルテ」の内容と形式の抜本的な改定を行い、履修を円滑に進め、各年次での自己点検・

評価作業も行いやすくし、その活用を進めてきた。 

これらのカリキュラムを通じて、教育者としての情熱と使命感の醸成とともに、優れた実践

的指導力の基礎を養うことにより、豊かな思想感情を有する教育者を養成し、教育を通じて社

会に貢献する人材の育成に繋げている。 

 
２ 実践的指導力の養成と地域との連携 
 近年の教員養成教育においては「実践的指導力」の育成が求められているが、本学では、そ

の社会的要請を受けて、「大学が独自に設定する科目」のなかに実践的内容の教職課程科目と

して、中・高教職課程においては「教職総合研究Ⅰ～Ⅳ」を、また小学校教職課程においては
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「教育実践総合研究」を設置し、その履修を促した。また大学院における専修免許状取得のた

めの教職課程においては、全研究科専攻に開かれた教職課程科目としての「教育学演習Ⅰ～Ⅱ」

「教育特殊研究Ⅰ～Ⅱ」を配置し、より高度な内容を取り扱う科目を用意した。「教育特殊研

究Ⅰ」の授業については、現場体験による教職理解と使命感の育成として、学校現場でのイン

ターンシップを主な内容としている。更に、専修免許状取得を目指す中・高教職課程履修者に

は、人文科学研究科教育学専攻で開講する科目も専修免許状科目として履修可能とし、また、

小学校教職課程履修者も専修免許状を取得できるようにすることで、より深い学びを得る機会

を提供した。 

 加えて、体験的な活動を通しての「実践的指導力」の育成については、「学校ボランティア」

活動への参加を推奨し、大学に近接する豊島区や新宿区をはじめ、最終年度に行う教育実習の

内諾を得ている小学校及び中学校に 20名前後の学部学生・大学院生が参加した。 

 こうした学部学生・大学院生の自発的な参加行動とともに、本学教職課程の独自の取組みと

しては、2021（令和３）年度より、新宿区教育委員会と「教職インターンシップ活動の取り扱

いに関する協定」を締結しており、2025（令和７）年度は１名の学生が授業補助を中心に年間

を通して継続的に参加した。また、2024（令和６）年度から中・高教職課程における「大学が

独自に設定する科目」として「学校インターンシップ」を開講している。2025（令和７）年度

に受講した５名の学生は、豊島区立千登世橋中学校において年間を通して継続的にインターン

シップを行っており、インターンシップ後の授業における事後指導において、学生の実態把握

と経験交流を図ったところ、参加学生から教育実習に向けて児童・生徒や教職員の実態を体験

的に知ることができたとの声が寄せられた。また、2024（令和６）年に締結した中野区及び板

橋区との連携協定により、2025（令和７）年度では介護等体験における学生の派遣再開に伴い、

中野区の特別支援学級において 56 名の学生が、板橋区の不登校児童生徒の学習支援活動を支

援する教育施設において 68 名の学生が介護等体験に臨んだほか、中野区の小・中学校で実施

した長期休暇中の学習支援ボランティアにも 12名の学生が参加した。 

 教職課程運営に関して他機関との連携に関しては、東京学芸大学教職大学院との提携を結

び、教員養成の高度化に関する連携を行っており、継続的に教職大学院への進学を希望する学

生を推薦している。更に「教育実習」に関する学習院の中・高の教員との意見交換会も、毎年

度開催しており、実習学生の様子、実習校側からの大学に対する要望等を含め、意見交換する

ことができた。 

 

【２】長所・特色 

 １）本学は、1847（弘化４）年の開設以来、日本における学校教育の先鞭的役割を担ってき

た。1949（昭和 24）年に新制の学習院大学が開設された際の設立趣意書は、「進んで新

時代の開拓に堪ふる、高潔なる人格と、卓抜なる識見と、豊富な教養とを有し、基礎的

理論的な深い知識を現実の生きた世界に活用することが出来、人類と社会とに奉仕する

熱情に燃え、新日本の再建に貢献するやうな男女人材の育成に堪へる学校たらしめたい

と念じている」と宣言している。同時に、本学における大学教育の特色として「一面に

国際的知識の養成、外国語の錬熟と共に世界と国内との生きた現実の理解、更に進んで

は文化国家としての日本の遠大な理想足る東西文化の融合をめざして」と述べ、国際的
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な視点による教育の重要性を設立当初より謳っている。この理念と目的に立脚して、翌

年ただちに教職課程を設置し、以後多くの学校教員を輩出している。現在の本学の理念・

目的としても、「精深な学術の理論と応用とを研究教授し、高潔な人格及び確乎とした

識見並びに健全で豊かな思想感情を有する、文化の創造発展と人類の福祉に貢献する人

材を育成することを目的とする」ことを謳っている。その理念・目的の実現に向けて、

本学での３つのポリシーが掲げられ、取り組まれている。 

本学では、このような設立趣意、理念と目的、各ポリシーを踏まえた教養教育と専門

教育を基盤として、各学科及び専攻でそれぞれに相応しい教職課程を設置し、国際的な

視野からの幅広い教養を育成することを踏まえ、教科に関する専門的な学力と教育に対

する深い理解を養うこと、教育者としての情熱と豊かな使命感を養うこと、そして優れ

た実践的指導力の基礎を養うこと、を目標として教員養成（教職課程）教育を行ってい

る。これらの目標を達成するため、本学の教職課程は、その特色として、第一に、教師

として生涯にわたって学び成長し続ける基盤形成を図る教職関連科目の理論的体系的

な教育を行うこと、第二に、体験的な学習をカリキュラムに取り入れ、グループ討論・

発表形式・実習型など多様で活動的な学習形態によって教育を行うこと、第三に、実践

的指導力の基礎を育成するために模擬授業や事例研究などを取り入れ、指導陣にも現場

教師を数多く招聘し、教育実践に基づいた教育を行うこと、第四に、教職課程ゼミや教

職合宿などの課外活動も開催し、自主的かつ主体的な学習態度の育成を図るとともに、

教職課程履修学生同士や本学卒業現職教員との交流を図ること、を有している。そして

第五には、学習院大学の理念・目的や伝統を活かす取り組みとして、学習院大学らしさ

や本学の良さを、自己紹介に含める演習を中高教職課程履修者全員に行うなど、本学で

の学びを自覚し将来への学びに繋げる身近な取り組みを行っている。 

最終的な進路として教職に就くことを選択するか否かは学生の主体的な判断による

ものとなるが、教職課程履修を希望する学生数は維持されており、教員免許状の取得を

目指し学習しようとする学生が変わらず一定数存在している点も本学教職課程の特色

といえる。 

 

【３】問題点 

１）2026（令和８）年度に学習院大学と学習院女子大学が統合されることにより、現在の学習

院女子大学国際文化交流学部が、学習院大学の６番目の学部として新設される。国際文化

交流学部の３学科（日本文化学科、国際コミュニケーション学科、英語コミュニケーショ

ン学科）では、それぞれ中学校、高等学校の教職課程の認定を受けており、2026（令和８）

年度以降も継続して維持することが認められている。この教職課程については、学習院女

子大学での申請であったことから、学習院大学の既存の５学部 16 学科（小学校の教職課

程の認定を受けている教育学科を除く）の教職課程とは認定内容が異なっている。そのた

め、2026（令和８）年度以降、学習院大学では異なるキャンパスで、異なる認定を受けて

いる２つの中・高教職課程を維持することとなる。この異なるキャンパスでの異なる教職

課程の運営に関しては、授業計画をはじめとするカリキュラムの検討、一括申請等の各種

手続、履修相談等の学生へのサービス等について、2025（令和７）年度以前からその運営
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方法の検討を進めているが、詳細までは至っておらず、継続した課題となっている。統合

初年度となる 2026（令和８）年度以降においても、実際の運用にあたっての問題点を含

めて、異なる教職課程の有機的な繋がりを持つことを課題として、引き続き検討が必要と

なっている。 

２）教職課程の運営にあたっては教育実習をはじめ、介護等体験、インターンシップ、ボラン

ティア等、学内でのカリキュラムだけでなく、学生自身が学外の地域・学校において実習・

体験するカリキュラムの運営が必要であり、この学外における学生の取組みのスキームを

確立するため、地方自治体の教育委員会との連携を進めている。2021（令和３）年度の新

宿区教育委員会とのインターンシップにおける連携協定をはじめとして、2024（令和６）

年度には中野区、板橋区の教育委員会との協定による介護等体験、学習支援ボランティア

での連携事業、2025（令和７）年度では新たに豊島区教育委員会との協定を締結した。今

年度が実働１年目となった中野区・板橋区との協定に基づく地域連携については、実際の

運用に伴う問題点の有無などを精査し、次年度以降の恒常的な仕組みに発展させることが

課題である。 

 

【４】全体のまとめ 

 本学の教職課程では、全学的な３つのポリシーに基づき、教職課程の認定を受けている５学

部（17学科）・５研究科（14専攻）において、2025（令和７）年度においても円滑に運営して

いる。教職課程正式履修に始まり、教育実習、教育職員免許状取得に至るまで、教職課程の履

修指導については、教職課程を担当する教員、教職課程事務室で協力し、適宜必要な年次の学

生に必要な情報を提供することで、教職課程の充実に努めてきた。 

本学での教職課程の学びは、理論と実践の往還を目指し展開されている。教育学及び教育実践

に関わる理論を習得する授業に関して、2025（令和７）年度の授業評価アンケートの結果を見

ると、評価項目に対する回答が概ね平均 4.0（５段階評価）を上回る評価を受けることができ、

授業運営について特段問題なく実施することができた。一方、学生が、学校現場に触れ経験を

積むという実践に関わる学びの機会の提供に関しては、学校インターンシップや教員採用試験

の動向に係る情報提供等、教職課程事務室から学生に向けた情報発信を適時行うとともに、イ

ンターンシップに関しては事後指導において、実践に触れた学びを振り返る機会を設定した。

このほか、教員として勤務している卒業生や外部講師による講話等を聞くことができる機会及

び教育行政経験者による採用試験対策等のプログラムも実施した。これら多様なキャリア支援

を行ってきたことにより、2025（令和７）年度においても教職課程履修を経て、教職に就く学

生を輩出することができた。  
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終章 
 本学は、2022（令和４）年度に大学基準協会による機関別認証評価を受審し、大学基準に適

合していると認定された。その後、大学の教育研究その他の諸活動を毎年度点検・評価するこ

ととしており、2024（令和６）年度の状況を本報告書のとおりまとめた。その結果、教育研究

活動を更に向上・発展させるために必要となることやいくつかの改善すべき課題を確認するこ

ともできた。 

まず、大学全体の観点から見た伸長が期待される取組みについて、2039（令和 21）年度に本

学があるべき姿（ビジョン）を実現するため、本学独自の中長期計画であるグランドデザイン

を策定したことが挙げられる。グランドデザインの作成にあたって再定義されたミッション

は、本学の開学に至った経緯やこれまでの伝統と実績を鑑みて、大学の設立を主導し初代学長

を務めた安倍能成院長の考えを理解し、また、全教職員の意見が反映された形で作成したもの

である。同ミッションは、大学としての永続的な方向性を示すものとしてふさわしいものであ

り、本学の特徴を適切に表現したものといえる。グランドデザインでは、「A.教育」「B.研究」

「C.社会連携・社会貢献」「D.大学運営」の４つの項目における 2027（令和９）年度までの第

１期の重点施策を 64 項目掲げている。また、各重点施策の達成に向けては、個々の部局だけ

でなく部局横断的な取組み体制を構築するとともに、計画を推進するための必要な経費とし

て、毎年度１億 9,500万円を手当するなど、本学の理念・目的の実現に向けた具体的な体制の

整備を進めている。同グランドデザインに掲げた各計画を推進することで、本学における教育

研究活動の更なる発展が期待できる。 

更に、内部質保証システムの可視化や IR の役割の明確化等の課題に加えて、グランドデザ

インを包括した点検・評価の実施が必要であることから、2022（令和４）年度以降の内部質保

証システムを大きく見直した。新システムでは、「中長期計画に関する点検・評価」「大学基準

に関する点検・評価」で運用することとなるが、両者を並行して運用することによって、質保

証の制度を高めるとともに、グランドデザインに掲げた各計画の推進に傾注できるようにして

いる。これは、内部質保証システムをより機能させることを目的とした見直しであり、本学に

おける教育研究活動の更なる発展が期待できる。 

一方で、2022（令和４）年度に受審した第３期認証評価で指摘されたとおり、改善すべき課

題もいくつか挙げられる。まず、一部の学部で教員の昇格基準を明確に示すことや単位を実質

化するための措置をとることについては、2024（令和６）年度中に改善を完了する見込である。

また、学習成果の測定方法と学位授与方針に示した学習成果の関係が不明瞭であるとの指摘に

関しては、学位課程毎に評価方法を決定した。具体的には、学士課程では、在学生調査に卒業

認定・学位授与の方針に示す学習成果がどの程度身についたかを問う設問を 2024（令和６）

年度調査より導入した。博士課程では、「卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

の学習成果と学位論文等審査基準の対応マップ」を作成し、「学習成果」を踏まえた評価方法

（ルーブリック）を導入することで、学位授与方針に示した学習成果を適切に把握・評価する

ことを目指す。また、大学院の収容定員に対する在籍学生数比率や FD・SD の組織的実施等の

指摘事項についても、2026（令和８）年３月 31 日までに改善を完了することを目指し取り組

んでいる。2024（令和６）年度以降は、自己点検・評価の結果明らかになった上記の長所・課

題を踏まえ、大学の理念・目的を実現し、学生に資する大学となるため、更なる改善に努める。 
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加えて、本学は、2026（令和８）年４月に学習院女子大学国際文化交流学部及び同大学大学

院国際文化交流研究科との統合を控えている。既存の学部・研究科との分野横断型の学際的な

教育活動において相乗効果を上げること、従来の本学にはなかった研究分野を加えることで研

究力の一層の充実を図ることを目指し、学際的な広い視野を持った人材の育成・輩出を行うべ

く今後も精進する所存である。 
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	③ 課程修了時に求められる学習成果の達成のために適切な授業形態、方法をとっていること。また、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援を十分に行っていること。
	１　授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求める学習成果及び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待された効果が得られているか。
	２　ICTを利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授業科目に用いられているか。また、効果的な授業となるような工夫を講じ、期待された効果が得られているか。
	３　授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や学生に対する適切な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果的に学習できているか。

	④ 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていること
	１　成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施しているか。
	２　成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への対応含む）を学生に明示しているか。
	３　学位授与における実施手続及び体制が明確であるか。
	４　学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか。

	⑤ 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価していること。
	１　学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にしているか。
	２　学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果に照らして適切なものか。
	３　指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する目的に応じた活用を図っているか。

	⑥ 教育課程及びその内容、教育方法について定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセス、周期等を明確にしているか。
	２　課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における学生の学習状況、資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するなど、適切な情報に基づいているか。
	３　外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高めるための工夫を行っているか。
	４　自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・向上に取り組んでいるか。

	⑦ 教育課程連携協議会を設置し、適切に機能させているか。
	１　メンバー構成の適切性
	２　教育課程の編成及びその改善における意見の活用


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第５章　学生の受け入れ
	【１】現状説明
	① 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選抜を公平、公正に実施していること。
	１　学生の受け入れ方針は、少なくとも学位課程ごと（学士課程・修士課程・博士課程・専門職学位課程）に設定しているか。
	２　学生の受け入れ方針は、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像や、入学希望者に求める水準等の判定方法を志願者等に理解しやすく示しているか。
	３　学生の受け入れ方針に沿い、適切な体制・仕組みを構築して入学者選抜を公平、公正に実施しているか。
	４　入学者選抜にあたり特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みを整備しているか。

	② 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理していること。
	１　学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学生数を適正に維持し、大幅な定員超過や定員未充足の場合には対策をとっているか。

	③ 学生の受け入れに関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　学生の受け入れに関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第６章　教員・教員組織
	【１】現状説明
	① 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につなげていること。
	１　大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。
	２　クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する場合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか
	３　教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組織的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。
	４　授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係や役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。

	② 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。
	１　教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら人事を行っているか。
	２　年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多様性に配慮しているか。

	③ 教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上につなげていること。
	１　教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組みを行い、成果を得ているか。
	２　教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り組みを行い、成果を得ているか。
	３　大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動等の活性化を図ることに寄与しているか。
	４　教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が適切になされるよう図っているか。

	④ 教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第７章　学生支援
	【１】現状説明
	① 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実施していること。
	１　学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整備し、教員と職員がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。
	２　各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必要なスタッフを配置しているか。
	３　学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は学生の利用しやすさに配慮しているか。
	４　学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組みを整備しているか（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。
	５　障がいのある学生や留学生の実態に応じ、それらの学生に対する修学支援を行っているか。
	６　学習の継続に困難を抱える学生（留年者、退学希望者等）に対し、その実態に応じて対応しているか。
	７　遠隔授業をはじめ教育等でICTを活用する場合は、ICT機器の準備や通信環境確保等において学生間に格差が生じないよう、必要に応じて対応しているか（機器貸与、通信環境確保のための支援等）。
	８　ICTを利用した遠隔授業を行う場合にあっては、自宅等の個々の場所で学習する学生からの相談に対応するなどの学習支援を行っているか。また、学生の通信環境へ配慮した対応（授業動画の再視聴機会の確保等）を必要に応じて行っているか。
	９　学生の心身の健康、保健衛生等に関わる指導・相談を、学生の実態に応じて行っているか。
	10　学生の孤立化を防止するため、人間関係構築につながる措置（学生の交流機会の確保等）を必要に応じて行っているか。とりわけICTを利用した遠隔授業を行う場合において配慮しているか。
	11　各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要性、個々の学生の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援等の進路支援を行っているか。
	12　上記のほか、部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援など、必要に応じた支援を行っているか。
	13　ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生の基本的人権の保障を図る取り組みを行っているか。

	② 学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第８章　教育研究等環境
	【１】現状説明
	① 教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に必要な環境を適切に整備していること。
	１　教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の教育研究環境を適切に整備しているか。
	２　学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境やICT機器を整備し技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進しているか。
	３　学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。

	② 図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。また、それらを適切に機能させていること。
	１　教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系的に整備しているか。
	２　図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する職員を含む人員を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適切であるか。

	③ 研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、健全な研究活動のために必要な措置を講じていること。
	１　研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援や条件整備を十分に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか（教員に対する研究費の支給、研究室の整備、研究時間の確保、専門的な研究支援人材の活用等の人的な支援、若手研究者育成のための仕組みの整備等）。
	２　研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて研究倫理の遵守を図る取り組みを行っているか。

	④ 教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第９章　社会連携・社会貢献
	【１】現状説明
	① 社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施していること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。
	１　社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み出す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。
	２　社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学の存在価値を高めることにつながっているか。

	② 社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。
	１　社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第10章　大学運営・財務　（１）大学運営
	【１】現状説明
	① 大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大学運営を行っていること。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切であること。
	１　大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学運営に関する大学としての方針を教職員で共有しているか。
	２　関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従って大学運営を適切に行っているか。また、その透明性を確保するために、学長等の役職者、教授会等の組織の権限と役割を法令に基づき規程上明確に定めているか。さらに、その選任、意思決定や権限執行等を、適正な手続のもとで行っているか。
	＜学長及び役職者の選任方法と権限の明示＞
	＜教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化＞
	＜教授会等の組織の権限と役割＞

	３　法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理しているか。また、関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切に行い、意思決定・業務執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせているか。

	② 予算編成及び予算執行を適切に行っていること。
	１　予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保しているか。

	③ 法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な組織を設け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。
	１　大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援等の業務内容に応じた人員を配置しているか
	２　大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を図っているか。
	３　必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行っているか。
	４　職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正に行っているか。
	５　大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に対して、スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）活動を組織的に実施しているか。

	④ 大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。
	１　大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。
	２　点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。
	３　監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプロセスと内容で行い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を活用して改善・向上に取り組んでいるか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第10章　大学運営・財務　（２）財務
	【１】現状説明
	① 教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定していること。
	１　具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたっているか。
	２　財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しようとしているか

	② 教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立しているか。
	１　教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保しているか。
	２　授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入の多様化を図っているか。また、それによってどの程度の財源が確保されているかが明らかであるか。


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第11章　数理・データサイエンス・AI教育プログラム
	【１】現状説明
	① 教育プログラムの内容・手法を適切に構成・実施しているか。
	１　教育プログラムの内容・手法
	２　産業界等の社会からの教育プログラムの内容・手法等への意見と対応

	② 教育プログラムの履修・修得状況、学修成果を適切に把握及び評価しているか。
	１　履修・修得状況の把握及び評価
	本学のデータサイエンスプログラムを開始した2022（令和４）年度において、プログラムの履修者数は2,943名であり、学部総計の在籍学生数8,798（2023（令和５）年５月１日時点）名に対する割合は33.4％であった。2023（令和５）年度は、プログラムの履修者数は5,126（2023（令和５）年５月１日時点）名となり、学部の在籍学生数に対する割合は58.2％となった。2024（令和６）年度においても、プログラムの履修者数は引き続き増加傾向にあり、学部全体での高い履修率を維持している。また、データ...
	２　全学的な履修者数・履修率の向上に向けた計画と達成状況
	３　学生の学修成果の獲得に関する把握及び評価

	③ 学生アンケート等を通じて、学生の内容の理解度を適切に把握及び評価しているか。また、他の学生へ推奨する取組みを実施しているか。
	１　学生アンケート等を通じた学生の内容の理解度の把握及び評価
	２　学生アンケート等を通じた学生の他の学生に対する推奨への取組み


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	第12章　教職課程
	【１】現状説明
	① 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づき協働的な取り組みを実施しているか。
	１　教職課程教育に対する目的・目標の共有
	２　教職課程に関する組織的工夫

	② 学生の確保・指導・キャリア支援を適切に実施しているか。
	１　教職を担うべき適切な人材（学生）の確保
	２　教職へのキャリア支援

	③ 適切な教職課程カリキュラムを編成しているか。
	１　教職課程カリキュラムの編成・実施
	２　実践的指導力の養成と地域との連携


	【２】長所・特色
	【３】問題点
	【４】全体のまとめ

	終章

